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1 はじめに 

近年、皮の内部まで紫色をした紫サツマイモを利用し

たお菓子や飲料が、南九州や沖縄の土産物として定着し

つつある。首都圏のスーパーなどでも、紫サツマイモ及

びそれを利用した飲料などを見かけることが多くなった。

紫サツマイモの代表的な品種であるアヤムラサキは、

農研機構 九州沖縄農業研究センターで品種開発したも

ので、1995 年に品種登録されている。九州沖縄農業研究

センターでは、このアヤムラサキを利用した加工品の開

発を民間企業とともに進めている。

そこで、2008 年 7 月 15 日、九州沖縄農業研究センタ

ーの機能性利用研究チーム長 吉元 誠氏に、九州沖縄農

業研究センターの紫サツマイモクラスター形成に向けた

取組みに関するお話を伺った。

2 九州沖縄農業研究センターの取組み 

2.1. 紫サツマイモの品種開発

現在、紫サツマイモの主流となっているアヤムラサキ

は、1985 年頃鹿児島県山川町で発見された紫色の肉色を

したアントシアニン含量がこれまでの品種に比べて高い

山川紫が基となっている。これに、九州農業試験場（現

九州沖縄農業研究センター）が、交配を重ねて、よりア

ントシアニン含量が多く、収量の多い紫サツマイモ「ア

ヤムラサキ」を開発した（1995 年品種登録）。品種開発

の中心は、都城研究拠点のサツマイモ育種研究チームで、

これまでに数々の品種を生み出している。

九州沖縄農業研究センターの吉元氏によると、育種が

専門であった山川 理氏（九州沖縄農業研究センター 前

所長）が、青果用と原料用（でん粉）の括りしかなかっ

た育種研究に加工用（天然着色料、清涼飲料、お菓子等）

という概念を持ち込み、様々な用途開発を始めたという

話である。今日では、サツマイモの品種開発の拠点とし

て九州沖縄農業研究センターは位置づけられている。

アントシアニンを多く含む紫サツマイモの品種とし

ては、2001 年に「ムラサキマサリ」、2005 年に「アケム

ラサキ」も開発されている。ムラサキマサリは、短紡錘

形の形状をしており、長紡錘形の形状を持つアヤムラサ

キに比べ、収穫しやすいという特徴を持った品種で、紫

色の焼酎を製造しているメーカーもある。アケムラサキ

は、アントシアニン含量がアヤムラサキよりも多い品種

で、色素原料用に優れた品種である。

このように後継品種がいくつか開発されているが、未

だ紫サツマイモの主流はアヤムラサキで、それを利用し

た商品が数多く生まれている。

2.2. 紫サツマイモの機能性研究と製品開発

九州沖縄農業研究センターにおいて、サツマイモの品

種開発を担当するのは、都城研究拠点のサツマイモ育種

九州沖縄農業研究センター育成かんしょ登録品種

品種 登録年 特性 

ベニワセ S.36 食用 

サツマアカ S.37 でん粉原料用 

アリアケイモ S.37 でん粉原料用 

コガネセンガン S.41 でん粉原料用 

ミナミユタカ S.50 でん粉原料用 

ベニハヤト S.60 食品加工用(高カロチン) 

シロユタカ S.60 でん粉原料用 

サツマヒカリ S.62 食品加工用(低糖) 

ベニオトメ H.2 食用 

ジョイホワイト H.6 焼酎原料用、高でん粉歩留 

アヤムラサキ H.7 色素原料用、高アントシアン、多収

農林ジェイレッド H.9 ジュース用、β－カロテン含量多

く、多収 

サニーレッド H.10 パウダー用、切干歩合・カロテン

含量が高い 

コナホマレ H.12 でん粉原料用、多収、でん粉歩留高

タマオトメ H.13 蒸切干用、食味・加工適性優れる

ムラサキマサリ H.13 加工用、高アントシアン 

べにまさり H.13 青果用、食味良、多収、貯蔵性優

れる 

ハマコマチ H.15 蒸切干用、高カロテン含量、多収、

外観に優れサツマイモネコブセン

チュウに強い 

ダイチノユメ H.15 でん粉原料用、多収、貯蔵性に優

れサツマイモネコブセンチュウ、

ミナミネグサレセンチュウに強い

アヤコマチ H.15 カロテン含、肉色橙の調理用、食

味良・青果にも適 

貯蔵性に優れサツマイモネコブセ

ンチュウ、ミナミネグサレセンチ

ュウに強い 

オキコガネ H.16 加熱しても甘くならない、貯蔵性

に優れる 

アケムラサキ H.17 高アントシアニン、曲がりやくび

れがなく外観に優れる 

 （九州沖縄農業研究センターHPより） 

紫サツマイモクラスター形成に向けた九州沖縄農業研究センターの取組み

～技術シーズの提供とコーディネート～
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みやざきの紅酢の開発

健康酢の開発

・石川工業（株） ： 酢の醸造
・南九州大学 ： 酢の機能性研究
・九州大学 ： 酢の機能性研究
・（株）ミヤチク ： 販売

（社）宮崎県ジェイエイ
食品開発研究所

・紫サツマイモの機能性研究
・紫サツマイモを利用した新商品開発
・研究機関と食品企業との橋渡し

錠剤の開発

アヤムラサキのエキスを利用し
て栄養機能食品、「アントシアニ
ンパワー」を開発
・日農食品販売（株） ： エキス提
供
・（株）ビブレアール宮崎 ： 販売

濃縮汁の開発

新たな製造方法による紫サツ
マイモを搾汁した濃縮汁を開発
・宮崎県農協果汁（株） ： 開発、
販売

紅酢を素に、飲みやすくした健
康酢、「肝康酢」「やわらか紅酢」
を開発
・（株）宮崎経済連直販 ： 販売

紅酢の色を活用した「紅芋の雫
ドレッシング」を開発
・（株）ミヤチク ： 販売

ドレッシングの開発

宮崎産の大根、きゅうり、しいた
けを紅酢で桜色にした甘酢漬、
「お茶漬けたくあん」を開発
・（株）宮崎農産 ： 開発、販売

漬物の開発

紅酢に、はちみつ等を加え飲
料として飲めるようにした「紅酢
ドリンク」を開発
・宮崎県農協果汁（株） ： 開発、
販売

紅酢ドリンクの開発

甘藷飲料の開発

濃縮汁に日向夏果汁やりんご
果汁を加えた健康機能性ドリ
ンク「これおいも!?」の開発
・九州沖縄農業研究センター ：
甘藷飲料の機能性研究
・宮崎県農協果汁（株） ： 開発、
販売
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200ml 3,000 1

24

2008 3

宮崎県農協果汁（株）の業務部次長の山﨑 岩男氏（左）

と研究開発部研究開発課長の坂谷 洋一郎氏

宮崎県農協果汁（株）が近年新たに投入した新商品

（左から、「紫の野菜 7の果実」「一日分の12の果実」「12

の野菜 6の果実」）

ベリー、クランベリーなどアントシアニンを多く含む果

汁を配合したペットボトル（280ml 及び 900ml）の新商

品「紫の野菜 7 の果実」の販売を開始した。同時期に販

売を開始したニンジン主体の「12 の野菜 6 の果実」、2007
年 3 月に販売を開始した「一日分の 12 の果実」とのシリ

ーズものである。「紫の野菜 7 の果実」は 2008 年 3 月の

発売開始から 8 月末までに 280ml 換算で、既に 40,000 ケ

ースが販売され（9,000 万円程度の売上）、ヒット商品に

なりそうな売れ行きだそうである。

その他には、石川工業（株）から仕入れた紅酢にはち

みつ等を配合し、飲料としてそのまま飲めるようにした

「紅酢ドリンク」もあるが、売れ行きはあまり芳しくな

いそうである。

3.3. 紫サツマイモの濃縮汁

宮崎県農協果汁（株）では、みかん、日向夏、へべす

等の柑橘類の搾汁を行う果汁搾汁ラインとニンジン、甘

藷、ほうれん草、ピーマン、生姜等の搾汁を行う農産加
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JA

880-0943 3-2-2 
TEL 0985-59-1234 FAX 0985-59-1233 
URL http://www.ja-ken.jp/

889-1301 20016-3 
TEL 0983-27-1111 FAX 0983-27-4584 
URL http://www.kajyu.co.jp/
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3.3. 
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2008
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3,170 2,290
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◎アヤムラサキ

JA都城
アヤムラサキ：500ｔ
ムラサキマサリ：170ｔ

取扱量 需要先

農業生産法人（数社）
アヤムラサキ：700ｔ

自社生産
アヤムラサキ：800ｔ

合計
アヤムラサキ：2,290ｔ
ムラサキマサリ：170ｔ

自社利用
　エアドライパウダー：220ｔ
　色素用抽出液：600ｔ

自社利用
色素用抽出液：170ｔ

卸売
　飲料用濃縮汁：1,000ｔ
　ペースト・ダイス・ドラム
ドライパウダー用：470ｔ

◎ムラサキマサリ
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889-4602 3500-7 
TEL 0986-64-2145 FAX 0986-64-2893 
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1 はじめに 

食品メーカーが、農産物を食品製造に利用する場合、

一次加工メーカーによって利用しやすい形に加工された

ものを原料として調達することも多い。紫サツマイモに

おいても、一次加工を行うメーカーが産地に存在してい

る。そこで、2008 年 9 月 24 日、宮崎市田野町に所在す

るサツマイモの一次加工メーカー、有限会社アグリプロ

セス宮崎を訪れ、金田 靖之氏に紫サツマイモの一次加工

に関する取組みを取材した。

2 有限会社アグリプロセス宮崎の業務 

2.1. 設立経緯

有限会社アグリプロセス宮崎は、宮崎市田野町に所在

する宮崎中央農業協同組合の食品加工場の敷地内にある。

宮崎中央農業協同組合は、1997 年 2 月に宮崎市周辺の 6
農協が合併してできた農協で、この食品加工場は、旧田

野農業協同組合の漬物工場として 1973 年より操業して

いる。干し大根の産地であった旧田野農協管内の生産者

の所得増加を図るためのたくあん製造を中心とした漬物

工場であった。当時、農協が農産加工施設を持つという

のはあまり例がなく、第二次産業への進出という形で、

生産者サイドでの付加価値向上を狙った先進的な取組み

として、全国から視察者が多数訪れたそうである。

その漬物工場の敷地内に 1995 年 10 月に新設した農産

物冷凍加工工場（アグリプロセスセンター）が、有限会

社アグリプロセス宮崎の前身である。2000 年 10 月に有

限会社アグリプロセス宮崎として部門独立をし、現在 25
名程の従業員を抱えている。

2.2. 主なサツマイモ製品

（有）アグリプロセス宮崎は、サツマイモの一次加工

を主な業務としており、様々な種類の一次加工品を製造

している。遠赤外線焼、スチーム、ボイルの 3 つ加工ラ

インを有し、それらをカット、ペースト、フィリング等、

注文に応じて様々な形に加工することができる。例えば、

カット方法は、スライス（5、10mm）、ダイス（5、7、
10、13、15mm）、スティック、乱切等、様々な規格を有

し、それ以外のサイズでも注文に応じて対応しているそ

うである。ペーストに関しても、水分、粘度、加糖率等

を企業の利用場面に応じて調整し販売している。さらに

は、調味・風味等の調整も行い、フィリングとして販売

先ですぐに利用できるような形で提供するものもある。

有限会社アグリプロセス宮崎 金田 靖之氏

有限会社アグリプロセス宮崎のサツマイモ主要製品

遠赤焼芋（ホール品） 1 本入、巾着入、業務用（1 本入）、

業務用パック、業務用バラ

遠赤焼芋（カット品） 乱切、スライス、ダイス

遠赤焼芋ペースト ピュアペースト、加糖ペースト

蒸し芋ペースト ピュアペースト、ミンチ皮入、

ミンチ皮無

ボイルペースト きんとん用ペースト、ピュアペ

ースト、加糖ペースト

紫芋ボイルペースト ピュアペースト、加糖ペースト

カット品 皮付ダイス、皮無ダイス、皮付

スティック、皮無スティック、

皮付スライス、皮無スライス

練り込み用 皮無乱切スライス、皮無ホール、

皮無ブロックカット、皮付ステ

ィック（小）

紫芋カット製品 ダイス、皮無乱切スライス

乱切 皮付乱切、皮無乱切

オレンジ芋 ダイス、スティック

加糖ダイス（常温） 皮付ダイス、皮無ダイス

プリフライ スティック、ダイス

乾燥ダイス ボイル、生乾

パウダー エアドライ（AD）パウダー、ド

ラムドライ（DD）パウダー、遠

赤焼芋 DD パウダー、焼芋皮 AD
パウダー

紫芋パウダー AD パウダー、DD パウダー、DD
フレーク

濃縮汁 紫芋濃縮汁

紫サツマイモの一次加工メーカー「有限会社アグリプロセス宮崎」の取組み

～生産者と食品メーカーをつなぐ～
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紫サツマイモを利用した商品群

（（有）アグリプロセス宮崎の一次加工原料をもとに
していないものも含んでいる）

まらないそうである。

3.2. 紫サツマイモ製品

紫芋ボイルペースト、紫芋カット製品、紫芋パウダー、

紫芋濃縮汁を取り扱っている。紫芋ボイルペーストと紫

芋カット製品は、自社製造を行っているが、紫芋パウダ

ーは、エアドライパウダーは株式会社都城くみあい食品

へ、ドラムドライパウダーは熊本のメーカーへ委託して

製造してもらっている。また、紫芋濃縮汁は宮崎県農協

果汁株式会社への委託製造である。

売れ筋は、自社で製造している紫芋ボイルペーストで、

県外の製餡メーカーを中心に要求される加糖率に調整し

て販売している。2007 年度（会計年度は 8/1～7/31）に

おける紫芋製品の販売数量でみると、紫芋ボイルペース

ト（フィリング製品を含む）が 78％、紫芋カット製品が

12％、紫芋パウダー等他社委託生産製品が 10％となって

いる。本州をターゲットとした販売戦略を立てているそ

うである。色価分析も行っているため、色価の高いもの

を要求するユーザーに対しては、高いものを選抜して販
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売するといった対応も行っている。

2003 年度以降の紫芋原料調達量をみると、2005 年度

の落ち込みはあるが、増加傾向にある。紫芋製品販売額

でみると、2003 年度に 4,530 万円であったのが、2007 年

度には 5,200 万円になっている。

紫芋カット製品 紫芋ボイルペースト

写真提供：（有）アグリプロセス宮崎

紫芋原料調達量と紫芋製品販売額の推移

3.3. 研究機関や地元メーカーとの連携

九州沖縄農業研究センターや鹿児島県農産物加工研

究指導センター、宮崎県ジェイエイ食品開発研究所等の

研究機関とはよく連携を取り、情報収集や技術指導はい

つでも受けられる体制が整っている。また、県外の食品

メーカーや色素メーカーとの付き合いもあり、業務用需

要として今何が求められているかといった情報も入って

くる。（有）アグリプロセス宮崎は、地元の生産者や食品

メーカーに対して、サツマイモの研究動向や業務用需

要・消費者ニーズに関する情報を伝える役割を担ってい

る。

4 一次加工メーカーの位置づけ 

（有）アグリプロセス宮崎は、大手食品メーカーとの

付き合いもあるため、サツマイモに関する実需者や消費

者のニーズを掴みやすい立場にある。その情報を地域の

食品メーカーや生産者にも伝えることで、現地サイドで

の需給動向を見極めた生産体制の構築に貢献している。

紫サツマイモに関しては、生産者に対し色価を重視した

指導を行っており、その取組みが紫サツマイモの品質向

上、ひいては自社製品の品質向上につながっている。

また、食品メーカーの要求に合わせて水分、粘度、加

糖率等を調整した製品販売や、地域内の他社に委託して

製造した製品も販売するなど、豊富な製品ラインナップ

を取り揃えた販売展開が大手食品メーカーの評価を得る

ことになっている。

このように一次加工メーカーである（有）アグリプロ

セス宮崎は、生産者と食品メーカーの間で、モノと情報

をつなぐ役割を果たしているといえる。

【お問い合わせ】

有限会社 アグリプロセス宮崎

〒889-1702 宮崎市田野町乙 6298
TEL 0985-86-5300 FAX 0985-86-5304

（文：社団法人食品需給研究センター 藤科 智海）

◇

◇

◇
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霧島酒造（株）生産本部 研究開発グループの

副部長の奥野 博紀氏（右）と課長の岩井 謙一氏



18 1918 19

紫
サ
ツ
マ
イ
モ

Food Marketing Research & Information Center 

- 19 - 

3.2. 

3 10 2

4

3.3. 

3.4. 

3
100

GAP

4.1. 

2008

2004



20 2120 21

Food Marketing Research & Information Center
食料産業クラスター ～関連情報（ルポ）～

- 20 -

霧島酒造（株）では、都城市の作物研究所や九州沖縄

農業研究センターで新たに開発した品種を利用して試験

醸造を行い、その適性評価を行っている。霧島酒造（株）

では研究会に参加する前から独自に行ってきた業務では

あるが、研究会に入ったことで、異業種企業との連携も

とれるようになったそうである。

かんしょ品質評価研究会の参加メンバー

参加メンバー 役割

みかど農産（株） 焼き芋、干し芋の加工適性評価

（有）フェスティバロ社 ペーストの加工適性評価

（有）興伸 芋餡、大学芋の加工適性評価

渋谷食品（株） ケンピ、チップの加工適性評価

（社）宮崎県ジェイエイ食品

開発研究所

飲料の加工適性評価

キューピー（株） サラダの加工適性評価

日農化学工業（株） パウダーの加工適性評価

霧島酒造（株） 焼酎の加工適性評価

作物研究所 品種開発

九州沖縄農業研究センター 品種開発

（株）都城くみあい食品 試験栽培

資料：かんしょ品質評価研究会 品質評価試験報告書

4.2. 焼酎以外の新規食品開発

霧島酒造（株）では、焼酎粕の有効利用を図るための

研究を産学官連携によって様々行ってきた。2002～2006
年度にかけて、九州沖縄農業研究センターの機能性利用

研究チームとの共同研究の結果、焼酎粕（コガネセンガ

ン及びムラサキマサリ）を固液分離した後の液体部分を

利用し、機能性成分を豊富に含むパンを開発した。この

パンは、現在、商品化して、霧島ファクトリーガーデン

内に設けた霧の蔵ベーカリーで販売している。

また、熊本大学大学院自然科学研究科物質・生命科学

専攻との共同研究で、かんしょ由来の焼酎粕を利用した

醸造酢を開発した。

さらには、科学技術振興機構（JST）の地域結集型共

同研究事業で、2003 年度に発足した宮崎県地域結集型共

同研究事業「食の機能を中心としたがん予防基盤技術創

出」において、財団法人宮崎県産業支援財団、宮崎県食

品開発研究センター、南日本酪農協同株式会社との共同

研究で、ムラサキマサリを利用した乳酸発酵食品の開発

をした。

醸造酢や乳酸発酵食品は、まだ商品化されていないが、

霧島酒造（株）では、2008 年 4 月に、パン、醸造酢、乳

酸発酵食品等、焼酎以外の新規食品の開発を担当する新

たな部署を立ち上げ、商品化に向けた研究開発を進めて

いる。

5 おわりに 

霧島酒造（株）が製造している「赤霧島」は、紫サツ

マイモに含まれるアントシアニンを生かした商品ではな

いが、今までにない新しい風味の芋焼酎であり、使用す

る紫サツマイモの量も多く、結果的に、生産者に対して

紫サツマイモ需要の増大を伝えることにもなっている。

また、消費者に対しては、紫サツマイモ関連商品という

ことで付加価値を付けて販売することが可能となってい

る。

霧島酒造（株）では、異業種企業や大学・研究機関等

との連携も図り、醸造酢や乳酸発酵食品等の紫サツマイ

モの機能性を生かした新規商品の開発も進められており、

今後、新たな派生商品の開発が期待される。都城地域を

代表する大企業なので、今後、地域との連携を今以上に

図り、地域経済を引っ張っていくような役割が求められ

るであろう。

【お問い合わせ】

霧島酒造株式会社

〒885-8588 宮崎県都城市下川東 4-28-1
TEL 0986-22-8113 FAX 0986-22-8114
URL http://www.kirishima.ne.jp/

（文：社団法人食品需給研究センター 藤科 智海）

◇

◇
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1 はじめに 

大塚食品株式会社では、アヤムラサキが品種開発され

た初期段階から、アヤムラサキを利用した商品開発を実

施してきた。現在、紫サツマイモを利用した商品として、

植物性乳酸飲料「野菜の戦士」及び「ReSOLA 紫のおか

ゆ」を販売している。

そこで、2009 年 2 月 5 日、大塚食品株式会社琵琶湖研

究所を訪れ、商品開発に携わった飲料開発室 開発リーダ

ーの水野 雅敏氏、発酵食品開発室 室長の磯野 義員氏及

び研究員の森 久子氏に、これらの商品開発の経緯をお伺

いした。

2 大塚食品（株）の研究開発体制 

大塚食品（株）では、研究開発体制として、琵琶湖研

究所、徳島研究所、上海研究所、基盤技術研究室の 4 つ

の研究部門をもっている。この内、琵琶湖研究所は最も

多い約 30 名の研究者を擁し、加工食品開発室（常温食品）

低温食品開発室（冷凍食品）、飲料開発室、発酵食品開発

室の４つの開発室で、大塚食品及びグループ会社の食品

分野における新商品開発を担当している。徳島研究所は

マイクロウエーブ技術・レトルト技術などを用いた商品

開発を担当し、上海研究所はカレー技術・レトルト技術

などからの商品開発、基盤技術研究室は理化学分析・殺

菌技術・生化学試験などを行い、商品の安全･安心をサポ

ートしている。また、中国･上海に安全研究センターがあ

り理化学試験を中心に自社の中国原料や製品の安全・安

心をサポートする試験を行っている。

1968 年にレトルト食品のパイオニアとして「ボンカレ

ー」を開発して以来、1988 年の電子レンジ用の冷凍フラ

「野菜の戦士」を開発した発酵食品開発室

室長の磯野義員氏（左）と研究員の森 久子氏

イドポテト「マイクロマジック」、2001 年の主食でカロ

リーコントロールを提案した「マンナンヒカリ」、2006
年の栄養バランスを整えるお粥「ReSOLA」等、パイオ

ニア精神を生かした商品開発を行っている。

大学や公的な研究機関との共同研究や関わりとして

は、自分たちが開発した食品の健康機能等のエビデンス

を確保するために連携することもあるそうだ。これまで

に、九州大学、農研機構の作物研究所、野菜茶業研究所、

九州沖縄農業研究センターや北海道立食品加工研究セン

ター等と共同研究の経験がある。

3 紫サツマイモを利用した商品の開発 

3.1. 「紅イモおさつ CHIPS」の開発

紫サツマイモを利用した商品開発としては、紫サツマ

イモチップスが最初のものであった。開発のきっかけは、

取引のある香料メーカーから、食品原料として南九州に

紫サツマイモの濃縮汁があるという情報がもたらされた

ことによる。開発を始めた 1995 年頃は、九州沖縄農業研

究センターを中心に紫サツマイモの機能性研究が取り組

まれていた時期である。紫サツマイモはポリフェノール

を多く含み健康イメージがあるということが、開発を開

始する決め手となったそうである。アヤムラサキを利用

したチップスで、1998～1999 年に販売していた。発売当

初はある程度売れたが、その後売れ行きが伸びず、販売

中止となった。

水野氏によると、開発された多くの食品は、発売開始

時が最も売れるが、その後、低迷していくというのが普

通だという。長期にわたり継続して販売される商品の方

が珍しいそうである。

3.2. 「野菜の戦士」の開発

紫サツマイモチップスの販売は終了したが、1999 年後

半から、紫サツマイモの濃縮汁を利用した新たな商品開

発が始まった。牛乳などの動物性の乳成分を使わずに、

野菜を植物性乳酸菌で発酵させた飲料の開発である。か

ぼちゃ、にんじん、コーン、トマト等に加え、アヤムラ

サキ濃縮汁を入れた「野菜の戦士」飲むタイプ赤、アヤ

ムラサキ濃縮汁に換えて農林ジェイレッド濃縮汁を入れ

た「野菜の戦士」飲むタイプ黄の 2 商品が開発され、2002
年に発売されている。開発を担当した発酵食品開発室 室

長の磯野氏によると、「野菜の戦士」は、植物性乳酸菌と

カロテノイドの摂取を目的とした商品で、アヤムラサキ

濃縮汁は味の調整や赤というイメージカラーを意識して

紫サツマイモを利用した乳酸飲料開発の取組み

～大塚食品株式会社琵琶湖研究所での商品開発～
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1 はじめに 

三栄源エフ・エフ・アイ株式会社（本社：大阪市）は、

色素メーカーとして新たな天然色素の開発を目指し、紫

サツマイモの主要品種アヤムラサキを開発した。開発に

際しては、農研機構 九州沖縄農業研究センターとも連携

した取組みを行ってきた。そこで、2009 年 2 月 4 日に、

三栄源エフ・エフ・アイ（株）を訪れ、第三事業部の取

締役 香田 隆俊氏、カラー＆ナチュラルプロダクツ研究

室の課長 西山 浩司氏、課長代理 柴原 靖氏に、品種

開発の経緯及び色素利用の取組みに関するお話を伺った。

2 三栄源エフ・エフ・アイ（株）の企業概要 

三栄源エフ・エフ・アイ（株）は、1911 年創業の食品

添加物、食品原料の総合メーカーである。食品添加物や

食品原料であれば何でも揃うワンストップショッピング

を目指しており、コンピューター上に登録・管理してい

る商品の品目数は 2 万数千品目にもおよぶ。札幌から福

岡まで全国に営業所を配置し、2008 年 3 月期の売上高は

683 億円に上る（資本金 18 億円）。全国各地の食品メー

カーへ、食品添加物、食品原料等を販売する業界大手で

ある。

2.1. 研究開発体制

三栄源エフ・エフ・アイ（株）は、研究開発に力を入

れており、その技術力は相当高い。各分野で専門研究を

進める研究室として、ハイドロコロイド研究室、フレー

バー研究室、シーズニング研究室、フーズ研究室、カラ

ー＆ナチュラルプロダクツ研究室、エマルション研究室、

プレパレーション研究室、スイートナー研究室、サプリ

メント研究室などの研究室を有している。それ以外にも、

各研究室が担当している食品素材を組み合わせた食品の

試作を行う応用研究室がある。加えて、栽培・育種分野

の研究として、有用な植物の種の保存や品種開発等を担

当する有用植物研究所（兵庫県川西市）も設置されてい

る。

三栄源エフ・エフ・アイ（株）が抱えている従業員約

780 名のうち、4 割の約 300 名が研究員で、研究開発能力

は高い。そのため、食品メーカーが新商品開発を行う際

にも、食品添加物や食品原料を提供するにとどまらず、

共同開発や試作品の分析等の開発サポートまで行ってい

る。

また、食品・食品添加物研究誌「FFI ジャーナル」の

発行や 2002 年 10 月には大阪大学大学院薬学研究科に薬

用資源解析学の寄附講座を設立するなど、大学の研究者

との連携構築や研究活動を重視する企業風土がある。

1994 年 3 月には財団法人三栄源食品化学研究振興財団

（現、財団法人日本食品化学研究振興財団）を設立し、

食品添加物に関する研究助成、食品化学に関するシンポ

ジウムの開催等、食品化学の研究分野での社会貢献活動

を実施している。

三栄源エフ・エフ・アイ（株）本社工場の概観

三栄源エフ・エフ・アイ（株）の研究室

研究室 研究内容

ハイドロコロイド研究室
増粘剤、ゲル化剤、安定剤、乳化剤、

タンパク素材

フレーバー研究室 食品香料

シーズニング研究室 調味料

フーズ研究室 食品素材

カラー＆ナチュラルプ

ロダクツ研究室 
天然系色素、合成色素

エマルション研究室 乳化技術の研究

プレパレーション研究室 保存料、日持向上剤

スイートナー研究室 甘味料

サプリメント研究室 栄養補助食品

応用研究室
各研究室が担当している食品素材を

組み合わせた食品の試作

資料：三栄源エフ・エフ・アイのHP 

紫サツマイモの品種開発と色素利用の取組み

～三栄源エフ・エフ・アイ株式会社の技術力が果たす役割～
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上手く解決されたそうである。三栄源エフ・エフ・アイ

（株）では、これらの研究開発の成果によって、いくつ

かの特許を取得している。

開発された商品は、食品添加物として利用する液体色

素と粉末色素、食品原料として利用するパウダーと濃縮

ジュースで、用途に合わせて食品メーカーが利用してい

る。食品添加物・食品原料の製造工場は岡山及び大阪に

ある。商品ラインナップを揃えることで、様々な食品メ

ーカーの要求に応えられる状況をつくっているそうだ。

飲料、キャンデー、製菓、漬物、氷菓、デザート、ゼリ

ー、惣菜等に利用されている。

三栄源エフ・エフ・アイ（株）の紫サツマイモ色素関連の特許

取得した特許 概要

紫さつまいも色素の製

造方法

紫さつまいもより赤色色素を高収率

で製造する

紫サツマイモ色素と食

品原料の同時製造方法

耐熱性、耐光性などに優れた安定な紫

サツマイモ色素、及び色素を抽出した

後の粕からの食品原料の同時製造方

法を提供する

食品の赤色着色方法 紫さつまいもの改良品種「九州１１３

号」から抽出した赤色着色料製剤で食

品を赤色に着色する方法

4 生産者との関係 

4.1. 赤キャベツ色素の場合

三栄源エフ・エフ・アイ（株）では、紫サツマイモ色

素の取組みの前に行っていた赤キャベツ色素の取組みに

おいて、既に地域の生産者と連携した取組みを行ってい

る。グリーンキャベツの産地であった岡山県の農業協同

組合と連携し、赤キャベツを生産してもらい、三栄源エ

フ・エフ・アイ（株）がそれを全量買い取り、色素に利

用するという取組みである。三栄源エフ・エフ・アイ（株）

では、その連携が高じて岡山県真庭市に食品添加物を製

造する工場を建設している。産地直結型の岡山工場の落

成とともに、1981 年から赤キャベツ色素の製造を始めた

のである。

初めて世に出した赤キャベツ色素は、すぐに市場に浸

透し、今では他社も進出して赤色系天然色素の主流とな

っている。三栄源エフ・エフ・アイ（株）でも国内市場

の約 5 割を占めているので、一ヶ所の生産地だけでは、

生産量が足りなくなった。現在は、8 月の北海道から次

年 6 月の九州まで、産地リレー出荷で調達している。栽

培・育種が専門の有用植物研究所も有しているので、新

たな産地開拓において、栽培指導を行うこともできる。

赤キャベツは、一年中どこかで栽培ができるので、工場

を年間通じて稼動させることができるという利点がある。

4.2. 紫サツマイモ色素の場合

紫サツマイモ色素の取組みにおいては、鹿児島県の農

業協同組合との連携によって、アヤムラサキを委託生産

し、岡山工場・大阪にて処理している。品種開発の取組

みにおける試験栽培の時から、地域のリーダー的な農家

と連携を密に取りながら取り組んできた。農家との信頼

関係が重要だという。今では紫サツマイモ色素の生産量

も増えたために、九州全域から紫サツマイモを集めてい

る。農家とは数量契約で、色素用のため焼酎用途のよう

に形状やサイズの詳細の規格は厳しくなく、収穫のしや

すいフレコン形態で買い取っている。

国内市場では、食品添加物の専門誌食品化学新聞によ

ると、中国産原料を使った商品が増えて価格破壊が起こ

った赤キャベツ色素は約 9,000 円/kg（色価 80 液体）で

取引されているのに対し、紫サツマイモ色素は約 12,000
円/kg（色価 80 液体）で取引されている。三栄源エフ・

エフ・アイ（株）では、得意のアントシアニン系色素に

力を入れており、今年度は、自社における取扱量で、紫

サツマイモ色素が赤キャベツ色素を抜いたそうである。

色素以外の食品原料でも紫サツマイモ商品の売上高は伸

びているそうである。

5 今後の展望 

三栄源エフ・エフ・アイ（株）では、赤キャベツ色素

において、中国産原料の増加で価格破壊が起こってしま

ったという苦い経験を持っているので、紫サツマイモ色

素に関しては、自ら品種を開発し育成者権を持つという

対策を採ったという。赤キャベツ色素の開発、紫サツマ

イモ色素の開発を世界で初めて成功させるなど、食品添

加物業界をリードしているのは、三栄源エフ・エフ・ア

イ（株）に先見の明があったからに他ならない。さらに

はそれを成し遂げる技術力をも有していた。

紫サツマイモの市場がここまで伸びたのも、三栄源エ

フ・エフ・アイ（株）のような先見の明があり、技術力

を持ち合わせていた企業がいたからだといえる。また、

食品添加物業界の大手企業であったので、多くの食品メ

ーカーへ販促することができ、結果的に大きな市場が形

成されたといえる。

今後も国内農業との連携による新たな天然素材開発

の取組みが期待される。

【お問い合わせ】

三栄源エフ・エフ・アイ株式会社

〒561-8588 大阪府豊中市三和町 1-1-11
TEL 06-6333-0521 FAX 06-6333-8244
URL http://www.saneigenffi.co.jp/

（文：社団法人食品需給研究センター 藤科 智海）
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商品ラインナップ：左から、錠剤（試作品）、グミ（試作品）

エキス粉末、優かん君

い早くアルコールの分解が促進されるという社内での研

究結果も出ている。「優かん君」は、商品として売り上げ

を伸ばしていこうというよりは、紫サツマイモの機能性

を体感してもらうためにつくった広告塔のようなものだ

そうである。

赤色系天然色素のラインナップを色々持っているが、

機能性を付加したいというユーザーに対しては、機能性

のエビデンスが確保されている紫サツマイモを勧めてい

るそうである。九州沖縄農業研究センターの紫サツマイ

モ機能性研究はエビデンスもしっかりしているというこ

とで、ユーザーへの説明材料になっているそうだ。

4 赤色系天然色素市場におけるシェア 

食品化学新聞（2009 年 1 月 15 日）によると、紫サツ

マイモ色素（色価 801液体換算）の国内市場規模は年間

1
1g

pH3.0
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72ｔ、金額にして 8 億 6,400 万円である。その内、日農

化学工業（株）が取り扱っているのは、約 15％である。

それ以外の赤色系天然色素では、赤キャベツ色素（色価

80 液体換算）で国内市場規模 120ｔのところ約 15％、赤

シソ色素（色価 60 液体換算）で国内市場規模 17ｔのと

ころ 50％以上を占めている。平均単価でみると、赤シソ

色素が最も高く、次いで紫サツマイモ色素、赤キャベツ

色素となっている。この内、赤シソ色素は高級梅干や漬

物などでの一定の利用がある。紫サツマイモと赤キャベ

ツは代替されることも多く、中国産原料の輸入によって

低価格になっている赤キャベツ色素、機能性のエビデン

スが確保された紫サツマイモ色素ということで、ユーザ

ーが使い分けをしている。これまで赤キャベツ色素を使

用してきたユーザーが紫サツマイモ色素に切り替えると

いう需要は少ないが、新商品開発においては、臭いも少

なく利用しやすい紫サツマイモ色素を選択するユーザー

も多いそうである。

また、日農化学工業（株）では、次の赤色系天然色素

として、赤ダイコン色素にも注目している。赤皮・赤芯

の赤ダイコンから抽出される色素は朱赤色で、紫サツマ

イモ色素とも赤キャベツ色素とも異なる色が出せるので、

用途先も違いニーズがあるそうである。

前述の通り、日農化学工業（株）では、もともと国産

でできるものは国産でという考えがあり、中国産原料が

ほとんどを占める赤ダイコン色素市場において、国産原

料による色素を上市しようと考え、赤シソや赤キャベツ

の栽培で連携が構築されている（有）鹿遠農場に試験栽

培を依頼している。

赤ダイコンは、普通のダイコンに比べて臭いが少なく

甘みが強いので、食用や加工食品用にも向くのではない

かという。紫サツマイモの取組みでは加工食品利用と色

素利用の両方が存在している。赤ダイコンの取組みにお

いても自社による色素利用とともに、加工食品利用を手

掛けたいと語る。青果などで流通しにくい規格外品を色

素で利用するという基盤は出来上がっているので、後は、

青果物や加工食品での販路開拓を実現できれば、生産農

家への励みになるのではないかと語っていた。

5 おわりに 

日農化学工業（株）は、国産の天然色素の供給を重視

するというスタンスで、天然色素の原料供給者となる生

産農家との連携構築を密に図っている。北海道では鹿遠

産業（株）、九州では（株）都城くみあい食品と、農産物

一次加工メーカーも巻き込んだ連携である。「どこかが儲

けすぎてもダメ、どこかだけが潤っているのでは続かな

い。大きな利益にならずとも、持ちつ持たれつの関係で

協力し合いながら、継続的に事業を続け、安定供給につ

なげていきたい」と話していた椎名氏の言葉が印象に残

出す。

る。産地での連携構築を大事にする日農化学工業（株）

の取組みが、地域活性化に果たす役割は大きいと思われ

る。

赤色系天然色素市場

品目 
国内需要量

(ｔ/年) 

国内販売額

(千円/年) 

平均単価 

(円/kg) 

紫イモ 

(色価 80） 
72 864,000 12,000

赤キャベツ

（色価 80）
120 1,080,000 9,000

赤シソ 

（色価 60）
17 289,000 17,000

赤ダイコン

（色価 40）
32 176,000 5,500

資料：食品化学新聞 2009 年 1月 15日 

【お問い合わせ】

日農化学工業株式会社

〒340-0802
埼玉県八潮市鶴ヶ曽根 730 番地 5
TEL 048-996-8111 FAX 048-995-9712
URL http://www.nichinokagaku.co.jp/

（文：社団法人食品需給研究センター 

藤科 智海・松崎 朋子）

◇

◇

◇
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紫サツマイモ生産農場にて：（有）コウヤマの島川 英輔氏

2 有限会社コウヤマの概要 

有限会社コウヤマ（以下（有）コウヤマ）は、熊本阿

蘇外輪山台地のサツマイモ生産地帯、上益城郡益城町で

サツマイモの生産、加工、販売を行う農業生産法人であ

る。青果用、カット品、ペースト等、様々な形態の加工

ができるため、実需者ニーズにあった形で販売している。

最近では熊本名物いきなり団子1や芋焼酎等の自社ブラ

ンド商品も開発して販売している。また、会社の敷地内

には、いきなり団子の直売所も置いている。

3 熊本紫さつまいも需要創造協議会の設立 

南九州地域は、以前はでん粉に利用するサツマイモの

需要が多く、大量にサツマイモの生産をしていたが、近

年ではでん粉用サツマイモの需要も非常に少なくなり、

それに代わる新たなサツマイモの需要を創造しようと、

1

2008 4

2

5 4

3.1. 

2008 5 2 3
5

1.6ha 0.6ha 0.3ha
2.5 ha 50t 5 13 ha 337t

                                                                
2
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アニンが 400ppm 以上あると高アントシアニン含有とし

て出荷できるとされており、アヤムラサキの方がアント

シアニンを多く含んでいるが、ムラサキマサリでも基準

値以上を満たすことができる。色素を抽出するという点

では、アヤムラサキのほうが勝るが、細長く小さいもの

が多いアヤムラサキに比べ、ムラサキマサリの方が収量

も多く安定しているため、現在はムラサキマサリをメイ

ンに作付している。

栽培方法に関しては、2008 年は生産組合をつくり、生

産者に本格的に委託生産してもらっている最初の年とい

うこともあり、焼酎用のサツマイモと同様の慣行の栽培

方法で栽培しているが、大きな問題は出ていない。取引

価格に関しては、機能性農産物ということや、収量の増

加も期待できることから、多品種に比べてもデメリット

はないようだ。

また、（有）コウヤマでは、生産組合で栽培した 2.5ha
分の紫サツマイモ以外にも、地元 JA 等から約 5ha 分を

契約栽培してもらっている。

3.2. （有）コウヤマの加工メーカーとしての役割

（有）コウヤマは、生産物の集出荷だけでなく、生産

物の加工や商品化も行っている。納品された紫サツマイ

モは、（有）コウヤマの加工所で、ムラサキマサリ・アヤ

ムラサキはペースト等に加工し、パープルスイートロー

ドは主に青果用としてパックして販売している。今後、

紫サツマイモのパウダー製造を自社で行うことを計画し

ているそうだ。

集荷されたサツマイモの選別作業

手馴れた手つきで加工用紫サツマイモの皮を剥く作業を  

している（有）コウヤマの従業員

熊本紫さつまいも生産組合

原材料納入(生芋) 

ﾑﾗｻｷﾏｻﾘ 
 

原材料納入(生芋) 

ｱﾔﾑﾗｻｷ､ﾑﾗｻｷﾏｻﾘ

 

一次加工製品納入 

(芋ペースト等) 

ｱﾔﾑﾗｻｷ､ﾑﾗｻｷﾏｻﾘ

 

加工製品納入 

(いきなり団子等)

熊本紫さつまいも需要創造協議会

契約農家 

(4 戸) 

自社農場

㈲

コ

ウ

ヤ

マ

自社加工場
(製造)

いきなり団子

芋ペースト

契約農家 

契約 JA

酒造メーカー

製粉メーカー

流通業者

小売業者
  

オリジナル焼酎・パウダー・芋ペースト・いきなり団子・その他饅頭

等の直営店・各百貨店催事での販売、又は各取引店への販売

オリジナル紫サツマイモ 

焼酎製造・販売 
 

紫サツマイモパウダー 

加工製造・販売 

 

紫サツマイモ焼芋 

ペースト食品卸 

 

紫サツマイモ使用 

いきなり団子小売店 

熊本県産業技術センター

加工技術指導・研究

九州・沖縄農行研究センター

益城町

研究機関

＜熊本紫さつまいも需要創造協議会フロー図＞
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2008
45ha

1,000t
2.5ha 50t 5

13ha 337t

4

2008

861-2204 1316-1 
TEL 096-286-4016  FAX 096-286-4234 
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1988
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な赤色系天然色素の原料を探し、鹿児島の生産者と栽培

試験を行っていた三栄源エフ・エフ・アイ株式会社とも

連携して、品種開発に結び付けたものである。1990 年か

ら 1993 年まで九州沖縄農業研究センターと三栄源エ

フ・エフ・アイ（株）、焼酎メーカーの本坊酒造株式会社

（本社：鹿児島市）の 3 者の共同研究で、高アントシア

ニン品種の育成と色素利用の開発が行われている。

また、紫サツマイモの機能性研究に関しては、九州沖

縄農業研究センター機能性利用研究チーム、JA 宮崎経済

連グループの社団法人宮崎県ジェイエイ食品開発研究所、

三栄源エフ・エフ・アイ（株）、株式会社ヤクルト本社が

中心となって行っている。技術力の高い大手企業の三栄

源エフ・エフ・アイ（株）や（株）ヤクルト本社等との

共同研究により、動物実験やヒト介入実証試験などを行

い、血液流動性の改善、高血圧の抑制、肝機能の向上等

の効果があることを裏付け、紫サツマイモの抗酸化活性

に関するエビデンスを明らかにした。これらの研究成果

があることによって、紫サツマイモは機能性を意識した

食品の開発にも利用されている。

九州沖縄農業研究センターでは、品種開発を行うのみ

ならず、生産者に対する開発品種の普及、食品メーカー

に対する開発品種を利用した加工食品開発の提案等も行

っている。生産者との連携をとる育種研究チーム、食品

メーカーとの加工利用に向けた共同研究を行う機能性利

用研究チームと上手く役割分担がされている。アヤムラ

サキを開発した九州沖縄農業研究センターの山川 理氏

（当時）、アヤムラサキの機能性研究を進めた須田 郁夫

氏（当時）らが、食品メーカーをよく回っていたと食品

メーカーの開発担当者が異口同音に話していた。紫サツ

マイモの取組みにおいては、九州沖縄農業研究センター

表 1 調査対象の概要 

業種 
開発のコア

企業・団体 
主な業務、開発商品 概要 

研究機

関 

九州沖縄農

業研究セン

ター 

紫サツマイモの品種開発（アヤ

ムラサキ、ムラサキマサリ、ア

ケムラサキ） 

鹿児島の山川紫を品種改良して、色素利用に適したアヤムラサキ、アケムラサキや、

収量の安定したムラサキマサリなど紫サツマイモの品種開発をおこなった。紫サツ

マイモの機能性研究や用途開発に関する研究協力も行っている。 

研究機

関 

(社)宮崎県

ジェイエイ

食品開発研

究所 

みやざきの紅酢、肝康酢、やわ

らか紅酢、これおいも!?、アン

トシアニンパワー（錠剤）、紅芋

の雫ドレッシング、お茶漬けた

くあん 

九州沖縄農研センターでアヤムラサキが開発された当初より、研究所ではアヤムラ

サキの加工技術の開発を柱とした様々な商品の開発を行い、JA 系列のメーカーや

店舗を中心とした製造・販売ルートの確立を行った。 

生産・

一次加

工 

(株)都城く

みあい食品 

農協で生産された紫サツマイモ

の集荷 

色素、パウダー 

JA 都城のグループ企業として、農協で生産する紫サツマイモを一手に集荷し、自

社加工と共に、食品メーカーなどへの販売を行っている。近年は自社農場での紫サ

ツマイモの生産も行っている。 

生産・

一次加

工 

(有)コウヤ

マ 

紫サツマイモペースト、紫サツ

マイモ(生)、加工製品(紫餡いき

なり団子等) 

熊本紫さつまいも生産組合を組織し、紫サツマイモの生産拡大を目指している。紫

サツマイモの流通面に関しては、熊本紫さつまいも需要創造協議会を設立し、生産

者とメーカーを繋ぐ役割を果たしている。 

一次加

工 

(有)アグリ

プロセス宮

崎 

紫サツマイモの一次加工(遠赤

外線焼、スチーム、ボイル） 

旧田野農協管内を中心に、生産者との連携を図りつつ、規格に適した形での紫サツ

マイモの選別を行い、遠赤外線焼、スチーム、ボイルの3つの加工ラインを利用し

て、カット、ペースト、フィリング等の注文に応じた様々な形に加工している。

一次加

工 

宮崎県農協

果汁(株) 

これおいも!?、紫の野菜 7 の果

実、紅酢ドリンク、紫サツマイ

モ濃縮汁 

「これおいも!?」を始めとしたいくつかの紫サツマイモ含有飲料を製造・販売して

いる。また、紫サツマイモ濃縮汁を大手メーカーに対し、食品原料として販売して

いる。 

食品メ

ーカー 

霧 島 酒 造

(株) 

紫サツマイモ焼酎「赤霧島」開

発、商品化 

芋焼酎製造を行う霧島酒造は、「霧島」「黒霧島」につぐ新たなラインナップとして

紫サツマイモを使用した「赤霧島」という商品を開発、販売している。 

食品メ

ーカー 

(株)ヤクル

ト本社 

紫サツマイモ飲料「アヤムラサ

キ」「紫のおいしいお酢」開発、

商品化 

宮崎県農協果汁の紫サツマイモ濃縮汁を利用して、紫サツマイモ搾汁 100%飲料の

「アヤムラサキ」を独自に開発し、販売している。 

食品メ

ーカー 

大 塚 食 品

(株)琵琶湖

研究所 

紅イモおさつ CHIPS、紫サツマ

イモ飲料「野菜の戦士」、「ReSOLA

紫のおかゆ」  

紫サツマイモを使用した商品として、紫サツマイモ飲料「野菜の戦士」「ReSOLA紫

のおかゆ」を商品化している。 

色素メ

ーカー 

三 栄 源 エ

フ・エフ・

アイ(株) 

アヤムラサキの品種開発 

アヤムラサキ色素を使用した液

体色素、粉末色素、濃縮汁、パ

ウダーなど 

国内大手の色素メーカーである三栄源エフ・エフ・アイは、紫サツマイモから抽出

される色素に興味を持ち、九州沖縄農研センターと共同で品種開発を行った。それ

により、できた品種がアヤムラサキであり、現在はアヤムラサキ色素を抽出した

様々な食品素材を販売している。 

色素メ

ーカー 

日農化学工

業(株) 

液体色素、粉末色素、紫イモエ

キス「優かん君」 

日農化学工業は天然色素を多く扱う色素メーカーで、原料供給元の農家とは、契約

取引を行うなど連携を重視している。都城くみあい食品には、技術供与して産地で

色素用の紫サツマイモの一次抽出を行っている。 

資料：ヒアリング調査により作成
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JA

JA

3.2. 

JA JA
JA JA

JA

宮崎県JA食品
開発研究所

九州沖縄農業研
究センター 機能性
利用研究チーム

宮崎県農
協果汁

濃縮汁の開発

宮崎県JA食品
開発研究所

日農化学工業
エキス提供

ビブレアール宮崎
販売

錠剤の開発

九州沖縄農業研
究センター 育種
研究チーム

品種開発

アグリプロ
セス宮崎

九州沖縄農業研
究センター 機能性
利用研究チーム

都城くみ
あい食品

ペースト・パウダーの開発

鹿児島県農産物
加工指導センター

九州沖縄農業研
究センター 機能性
利用研究チーム

機能性研究

宮崎県JA食品
開発研究所

ヤクルト本社
甘藷飲料

大塚食品
甘藷飲料

製餡業者

宮崎県JA食品
開発研究所

九州大学

南九州大学
石川工業

紅酢の開発

ミヤチク
販売

三栄源エフ・エフ・アイ
食品原料、天然色素

霧島酒造
焼酎宮崎県JA食品
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り、（株）都城くみあい食品では自社農場での生産も手掛

けている。生産者にとって、紫サツマイモの生産はコガ

ネセンガンと同様の機械で収穫できるので、これまでコ

ガネセンガンを栽培している農家であれば、新たな投資

は必要ない。単収がコガネセンガンに比べ若干落ちるの

で、その分、生産者価格が高めになっているという状況

である。原料価格は気候変動による出来高の違いなども

あり、一定ではないが、例えばコガネセンガンが 50 円/kg
のところ、紫サツマイモは 52 円/kg といったところであ

る。生産農家と（株）都城くみあい食品の間では、作付

前の面積契約で契約取引されている。（株）都城くみあい

食品では、実需者から次年度の希望数量を出してもらい、

それを生産農家に割り振るという作業を行い、生産農家

と実需者をつなぐ重要な役割を担っている。焼酎用のコ

ガネセンガンの場合、収穫時期を前倒しして 8 月頃にす

ると、100 円/kg 程度で買い取る酒造メーカーもあり、そ

ちらに流れる生産者もいるという。そのため、（株）都城

くみあい食品では、自社農場での生産量を増やしており、

2008 年産では、紫サツマイモの取扱量 2,460ｔの内、約

900ｔが自社生産である。

都城地域での 2008 年産における紫サツマイモ（アヤ

ムラサキ、ムラサキマサリ）の加工用途別の仕向け割合

を見ると、焼酎が 55％と最も多い。ついで飲料が 18％、

色素が 14％となっている。焼酎に仕向けられているのは、

品種でいうとムラサキマサリが多く、それ以外の用途で

はアヤムラサキが多い。このうち色素に関しては、規格

外品の中でも最下級品（小さい、細い、変形等）でよい

ので、生産者にとっては、これまで捨てていたものを利

用できるということで、新たな付加価値の向上につなが

っている。都城地域におけるムラサキマサリの生産量は

2005 年以降約 3,000ｔで推移しており、アヤムラサキの

生産量は近年急増している。これは、飲料や色素への利

用が増えたことによる。

有限会社コウヤマは、熊本県で新たにムラサキマサリ

の生産を始めた生産者で、他 4 戸の農家と熊本紫さつま

いも生産組合を組織し、収穫したムラサキマサリを県内

の酒造メーカー、製粉メーカーへ販売するとともに、芋

ペーストの一次加工も行っている。（株）都城くみあい食

品の場合と同様に、生産者を組織するとともに、実需者

との関係をつなぐ、産地卸の役割も担っている。

3.3. 一次加工業者の取組概況

産地に立地する（有）アグリプロセス宮崎では、主に

（株）都城くみあい食品から仕入れたアヤムラサキをペ

ースト、カット品、フィリング等に加工して、食品メー

カーに販売している。（有）アグリプロセス宮崎は、大手

食品メーカーとの付き合いもあるため、サツマイモに関

する実需者や消費者のニーズをつかみやすい立場にある。

その情報を地域の食品メーカーや生産者にも伝えること

ﾊ ｳ゚ﾀﾞー
4% 色素

14%

飲料
18%

ﾍ ﾟー ｽﾄ･ﾀ ｲ゙
ｽ
9%

焼酎
55%

2008年産
生産量
5,460ｔ

図 2 都城地域における紫サツマイモの加工用途別仕向

け割合（2008 年）       資料：（株）都城くみあい食品
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図 3 都城地域における紫サツマイモ生産量の推移 

資料： （株）都城くみあい食品 

で、現地サイドでの需給動向を見極めた生産体制の構築

に貢献している。紫サツマイモに関しては、生産者に対

し色価を重視した指導を行っており、その取組みが紫サ

ツマイモの品質向上、ひいては自社製品の品質向上につ

ながっている。

また、食品メーカーの要求に合わせて水分、粘度、加

糖率等を調整した製品販売や、地域内の他社に委託して

製造した製品も販売するなど、豊富な製品ラインナップ

を取り揃えた販売展開が大手食品メーカーの評価を得る

ことにつながっている。このように一次加工メーカーで

ある（有）アグリプロセス宮崎は、生産者と食品メーカ

ーの間で、モノと情報をつなぐ役割を果たしているとい

える。

宮崎県農協果汁（株）でも濃縮汁を製造し、自社製品

の飲料に利用するとともに、（株）ヤクルト本社、大塚食

品（株）等の食品メーカーに販売している。搾汁したア

ヤムラサキの濃縮汁に対する需要は大きく、大手飲料メ

ーカーを中心に 6～10 社に加工原料として販売している。

今年度の販売量は約 250ｔで、「これおいも!?」「紫の野

菜 7 の果実」等、自社製品で利用している濃縮汁の量が
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20ｔ程度なので、相当な取引量となっている。宮崎県農

協果汁（株）と食品メーカーの間では、紫サツマイモの

作付前に次年度の濃縮汁購入量の確認をしている。それ

をもとに、宮崎県農協果汁（株）では、生産者との次年

度契約生産量の交渉をしている。搾汁した濃縮汁は、宮

崎県農協果汁（株）で貯蔵保管し、食品メーカーからの

注文に応じて配送しているため、食品メーカー側に貯蔵

時の品質管理やコストとしての負担はない。

一次加工メーカーが生産者と食品メーカーの間に入

ることで、食品メーカーからすると、品質管理されたハ

ンドリングの良い原料を手に入れることができ、生産者

からすると、実需者サイドの使用量や品質に関する市場

情報を手に入れることができるようになっている。

3.4. 食品メーカーの取組概況

紫サツマイモを利用している数多くある食品メーカ

ーのうち、南九州地域に所在しているメーカー2 社、全

国規模のメーカー2 社の取組みを取材した。何れも九州

沖縄農業研究センターと連携して共同研究を行ってきた

企業である。

宮崎農協果汁（株）は、JA 宮崎経済連グループとして、

宮崎県ジェイエイ食品開発研究所と飲料を共同開発して

いる。宮崎県農協果汁（株）では、みかん、日向夏、へ

べす等の柑橘類の搾汁を行う果汁搾汁ラインとニンジン、

甘藷、ほうれん草、ピーマン、生姜等の搾汁を行う農産

加工ラインの 2 つの搾汁加工ラインを有している。アヤ

ムラサキの搾汁に取り組み始める以前は、その収穫時期

10～12 月頃の農産加工ラインの利用頻度はあまり高く

なかったこともあり、アヤムラサキの搾汁に取り組んだ

ことが、農産加工ラインの稼働率を上げることにもなっ

ているそうである。初期に開発した「これおいも!?」は、

1,000ml 紙パックと 200ml 缶の 2 商品形態があり、200ml
缶換算で年間約 3,000 ケース（1 ケース＝24 缶）販売さ

れている。しかし、販売数量がここ数年安定してしまい、

これ以上伸びないということもあって、2008 年 3 月に、

アヤムラサキの濃縮汁にブルーベリー、クランベリーな

どアントシアニンを多く含む果汁を配合したペットボト

ル（280ml 及び 900ml）の新商品「紫の野菜 7 の果実」

の販売を開始した。同時期に販売を開始したニンジン主

体の「12 の野菜 6 の果実」、2007 年 3 月に販売を開始し

た「一日分の 12 の果実」とのシリーズものである。順に

紫色、橙色、黄色をイメージカラーにしている。「紫の野

菜 7 の果実」は 2008 年 3 月の発売開始から 8 月末までに

280ml換算で、既に40,000ケースが販売されている（9,000
万円程度の売上）。

（株）ヤクルト本社及び大塚食品（株）では、宮崎県

農協果汁（株）の濃縮汁を仕入れ、飲料製造を行ってい

る。大塚食品（株）の植物性乳酸飲料は、紫サツマイモ

のアントシアニンを意識した製品ではなく、植物性乳酸

菌やカロテノイドの摂取を増やそうという趣旨の商品で、

一部のスーパーやネット直販などで販売されている。か

ぼちゃ、にんじん、コーン、トマト等に加え、アヤムラ

サキ濃縮汁を入れた「野菜の戦士」飲むタイプ赤、アヤ

ムラサキ濃縮汁に換え農林ジェイレッド濃縮汁を入れた

「野菜の戦士」飲むタイプ黄、農林ジェイレッド濃縮汁

にアスパラガスやケール等を加えた「野菜の戦士」飲む

タイプ緑の 3 商品からなるシリーズものである。アヤム

ラサキは、ある程度知名度が上がったために生産農家も

増えて収穫量も安定しているが、農林ジェイレッド（カ

ロテンを多く含み果肉がオレンジ色をしたサツマイモ）

に関しては、生産農家も少ないため、今後原料不足にな

ることを危惧しているそうである。

ヤクルトの開発した健康飲料は、アヤムラサキ 100％
で作った飲料で、アントシアニンの抗酸化作用を訴求点

とした商品である。自社で機能性に関するエビデンスは

確保しており、特定保健用食品を狙いたいと考えている

そうである。発売当初は、190ｇ缶で「おいものめぐみ」

という商品名を付け、自動販売機で九州地区を中心に販

売をしていた。しかしながら、自動販売機での販売では、

アヤムラサキ搾汁を 100％利用しているよさが伝わりに

くいということで、対面販売で商品特性を説明できるヤ

クルトレディの宅配による販売を主体とする方針に転換

した。パッケージも紙製の容器を利用し、ヤクルトレデ

ィが販売しやすく、手軽に飲める 125ml に設定した。商

品名も原材料のアヤムラサキをストレートに示す「アヤ

ムラサキ」に変更し、2003 年 9 月より九州地区限定で販

売した。さらに 2008 年 4 月からはパッケージ容器に「お

酒が好きな方に」という飲酒で体を気遣う人をターゲッ

トにしたキャッチフレーズを付け、デザインも紫イモを

連想させる紫色を貴重としたシンプルなものとして、全

国展開を開始した。商品の全国展開は、発売当初より視

野に入れていたが、当初、アヤムラサキ濃縮汁は供給量

も少なく、原料確保や販売数量の見込みがつくまでは九

州地区限定の販売とし、ある程度の目処がついたところ

で、全国展開を図ったという。また、アヤムラサキの機

能性に関するエビデンスが確保されたことも全国展開を

始めた一つのきっかけとなったそうだ。年間の販売数量

は、全国展開前で約 50 万本であったものが、全国展開を

開始した 2008 年 4 月から 12 月までに既に 180 万本とな

っている。

霧島酒造（株）では、JA 都城や近隣の農業生産法人と

の契約栽培によって仕入れたムラサキマサリを使い、焼

酎「赤霧島」を製造している。白麹で作る「霧島」、黒麹

で作る「黒霧島」の次に続く商品という位置づけである。

「黒霧島」は全国のスーパーや居酒屋等で、取り揃えら

れている人気商品であるが、今の内に後継商品も考えて

おこうという企業戦略である。「赤霧島」の製造は、「霧

島」や「黒霧島」の製造ラインを兼用しているため、生

産量はあまり増やせず、3 月と 10 月の年 2 回の限定販売

としている。売れ行きはよく、販売時期を過ぎるとなか
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なか手に入れることができないほどの人気だそうである。

現在、発売当初の約 4 倍量のムラサキマサリを仕入れて

増産はしているものの、需要に応えきれていないのが現

状のようだ。「赤霧島」は、紫サツマイモに含まれるアン

トシアニンを生かした商品ではないが、今までにない新

しい風味の芋焼酎であり、使用する紫サツマイモの量も

多く、結果的に、生産者に対して紫サツマイモ需要の増

大を伝えることにもなっている。また、消費者に対して

は、紫サツマイモ関連商品及び限定発売ということで、

付加価値を付けて販売することが可能となっている。「霧

島」と「黒霧島」の希望小売価格が 970 円（25 度、900ml）
のところ、「赤霧島」は 1,234 円（25 度、900ml）として

いる。

紫サツマイモを利用した商品開発の企業戦略は、宮崎

県農協果汁（株）や大塚食品（株）のカラーバリエーシ

ョンによるシリーズ展開の一アイテムをつくるという戦

略、（株）ヤクルト本社のような機能性食品開発という戦

略という 2 通りの方向性がある。

紫サツマイモを利用した飲料の市場規模は特に大き

い。例えば、よくスーパーやコンビニ等で見かけるカゴ

メ株式会社の野菜果実ミックス飲料「野菜生活 100 紫の

野菜」の 2006 年度の売上高は年間 100 億円程ある（農畜

産業振興機構「月報野菜情報 2007 年 6 月号」より）。全

国販売をしている他の企業でも、野菜果実ミックス飲料

におけるシリーズの一つとして紫系の野菜や果実を利用

した商品をラインナップしているところは多く、少なく

とも年間 200 億円程度の市場規模があるのではないかと

推測される。

3.5. 色素メーカーの取組概況

三栄源エフ・エフ・アイ（株）、日農化学工業（株）

等の天然色素のメーカーでは、食品添加物及び食品原料

として、エキスやパウダーを販売している。特に、三栄

源エフ・エフ・アイ（株）は、多くの食品メーカーと取

引を行っており、飲料、菓子、漬物、氷菓等に利用され

ている。紫サツマイモ色素の取組みにおいては、鹿児島

県の農業協同組合との連携によって、アヤムラサキを委

託生産し、岡山工場・大阪工場にて処理している。品種

開発の取組みにおける試験栽培の時から、地域のリーダ

ー的な農家と連携を密に取りながら取り組んできた。今

では紫サツマイモ色素の生産量も増えたために、九州全

域から紫サツマイモを集めている。農家とは数量契約で、

色素用のため焼酎用途のように形状やサイズの詳細の規

格は厳しくなく、収穫のしやすいフレコン形態で買い取

っている。

これまで、赤色系天然色素市場の主流は赤キャベツ色

素であった（2008 年の国内年間販売額は 1,080 百万円）。

紫サツマイモ色素は登場して以降、年々シェアを高め、

2008 年の国内年間販売額は 864 百万円と、赤キャベツ色

素に迫る勢いである。三栄源エフ・エフ・アイ（株）、日

農化学工業（株）は、両者ともに赤キャベツ色素も扱っ
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図 4 赤色系天然色素市場（国内年間販売額の推移） 

資料：食品化学新聞 

ており、三栄源エフ・エフ・アイ（株）においては、紫

サツマイモ色素の販売量が赤キャベツ色素の販売量を抜

いたそうである。これまでに開発した赤色系天然色素の

中で、紫サツマイモ色素は熱や光に対して安定で、特有

の臭いを持つ赤キャベツ色素に比べて臭いも少なく使い

やすいため、赤色系天然色素の主流になりつつあるそう

である。中国産原料の輸入によって低価格になっている

赤キャベツ色素、機能性のエビデンスが確保された紫サ

ツマイモ色素ということで、ユーザーが使い分けをして

いる。零細企業が多い漬物メーカーでは、高級梅干や高

級漬物は赤シソ色素を利用するが、それ以外では赤キャ

ベツ色素を使うことが多いようである。

三栄源エフ・エフ・アイ（株）では、赤キャベツ色素

において、中国産原料の増加で価格破壊が起こってしま

ったという苦い経験を持っているので、紫サツマイモ色

素に関しては、自ら品種を開発し育成者権を持つという

対策をとったという。赤キャベツ色素の開発、紫サツマ

イモ色素の開発を世界で初めて成功させるなど、食品添

加物業界をリードしているのは、三栄源エフ・エフ・ア

イ（株）に先見の明があったからに他ならない。さらに

はそれを成し遂げる技術力をも有していた。三栄源エ

フ・エフ・アイ（株）は、紫サツマイモ以外の食品添加

物、食品原料も多数取り扱い（2 万数千品目）、約 300 名

もの研究員を配置しているため、多くの食品メーカーと

の取引があり、商品開発提案等も行っている。食品添加

物・食品原料業界の大手企業であったので、多くの食品

メーカーへ販促することができ、結果的に大きな市場が

形成されたといえる。

日農化学工業（株）では、色素の抽出は、紫サツマイ

モの仕入先である（株）都城くみあい食品の工場にプラ

ントを設置し、技術提供し製造委託している。抽出後、

精製・濃縮した色素を日農化学工業（株）に運び、そこ

で、最終製品化を行っている。埼玉の自社工場に生芋イ

モを運ぶのは効率も悪く、輸送によって農産物の質を下
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げてしまう心配があるため、産地で一次処理をしている

そうである。また、国産の天然色素の供給を重視すると

いうスタンスで、天然色素の原料供給者となる生産農家

との連携構築を密に図っている。北海道では赤シソや赤

キャベツの仕入先である鹿遠産業（株）と、九州では紫

サツマイモの仕入先である（株）都城くみあい食品と、

生産者、一次加工メーカーを巻き込んだ連携を組んでい

る。取組みのきっかけは、九州沖縄農業研究センターを

通じて、（株）都城くみあい食品より、紫サツマイモパウ

ダー製造におけるトリミングロスを有効利用できないか

という話があったことによる。日農化学工業（株）にと

って、北海道以外の生産基地を九州にも持てることも魅

力であり、協力体制を組むようになったそうである。色

素は形が悪くても抽出には問題なく、（株）都城くみあい

食品も食品加工用には向かない規格外品やパウダー製造

におけるトリミングロスを利用できるので、資源の有効

活用となっている。

4 紫サツマイモの流通フロー 

紫サツマイモの産地は、JA 都城と JA 南さつまを中心

とした南九州地域である。近年は、多くの食品メーカー

との関係を持っている三栄源エフ・エフ・アイ（株）で

の色素及び食品原料として利用が伸びており、九州一円

に産地が広がっている。食品メーカーが紫サツマイモを

利用するためには、焼酎原料に利用する以外は、カット、

ペースト、パウダー、濃縮汁、色素等に加工されたもの

である必要があり、産地にそのような一次加工を行う業

者が存在している。パウダーや色素抽出液を製造する

（株）都城くみあい食品、カットやペーストを製造する

（有）アグリプロセス宮崎、濃縮汁を製造する宮崎県農

協果汁（株）は宮崎県内のメーカーである。（株）都城く

みあい食品は主要産地の JA 都城の子会社であり、JA 都

城で生産されたアヤムラサキは、全て（株）都城くみあ

い食品が買い取り、自社でパウダー及び色素抽出液の製

造に利用する他は、他の県内一次加工メーカーへ卸して

いる。また、農業生産法人でもあるため、自社農場でも

アヤムラサキを生産している。

三栄源エフ・エフ・アイ（株）は、もう一つの主要産

地、JA 南さつま他、鹿児島県内の JA・農業生産法人、

及び九州一円の生産者とアヤムラサキの委託生産し、自

社で色素、濃縮汁、パウダー等の製造を行っている。

 国内で生産されているアヤムラサキは、（株）都城くみ

あい食品と三栄源エフ・エフ・アイ（株）によってその

多くが取り扱われている。食品メーカーがアヤムラサキ

を利用する場合、品種の育成者権を持つ九州沖縄農業研

究センター及び三栄源エフ・エフ・アイ（株）と品種の

利用許諾契約を結んだ上で栽培するか、利用許諾契約を

結んだところから購入した苗または種芋を使用して栽培

された原料を直接又は間接的に購入するかである。その

ため、食品メーカーは、JA 南さつまで生産されたアヤム

ラサキを食品原料や色素に加工する三栄源エフ・エフ・

アイ（株）、もしくは、JA 都城及び（株）都城くみあい

JA都城
アヤムラサキ　600ｔ
ムラサキマサリ2,000ｔ

JA宮崎経済連
（JA児湯）

アグリプロセス宮崎
アヤムラサキ取扱量

250～300ｔ

200ｔ卸

JA宮崎中央
（旧田野農協管内

の生産者）

50～60ｔ

JA南さつま

商品
・ペースト（無糖、加糖）
・ダイス
・皮無乱切スライス
・エアドライパウダー（都城くみあい食品）
・ドラムドライパウダー（製粉メーカー）
・濃縮汁（宮崎県農協果汁）

宮崎県農協果汁
アヤムラサキ

卸

三栄源エフ・エフ・アイ
アヤムラサキ

都城くみあい食品
アヤムラサキ　2,290ｔ
ムラサキマサリ　170ｔ

【生産者】

●単価
青果用：100円/kg
加工用：52円/kg（紫サツマイモ）
焼酎用：50円/kg
澱粉用：30円/kg

商品
・これおいも!?（甘藷飲料）
・紫の野菜（甘藷飲料）
・紅酢ドリンク
・濃縮汁

霧島酒造
ムラサキマサリ

商品
・パウダー
・色素抽出液
・その他生芋を製粉メーカー、パン・菓子メーカーへ卸

商品
・天然色素（エキス、パウダー）
・食品原料（エキス、パウダー）

日農化学工業
アヤムラサキ
ムラサキマサリ

商品
・赤霧島（焼酎）
・おいものお酒（醸造酒）

ヤクルト
濃縮汁

大塚食品
濃縮汁

商品
・天然色素（エキス、パウダー）
・食品原料（エキス、パウダー）
・優かん君（機能性エキス）

商品
・アヤムラサキ（甘藷飲料）
・紫のお酢（ビネガードリンク）

商品
・野菜の戦士（食べるタイプ、
飲むタイプ）
・リソラ（お粥）

】ーカーメ品食【】者業工加次一【

食品メーカー
（飲料、菓子、漬物、氷菓等）

製餡メーカー
卸売問屋

九州一円

JA都城、農業生産法人から
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ムラサキマサリ2,000ｔ

JA宮崎経済連
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青果用：100円/kg
加工用：52円/kg（紫サツマイモ）
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・色素抽出液
・その他生芋を製粉メーカー、パン・菓子メーカーへ卸
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・天然色素（エキス、パウダー）
・食品原料（エキス、パウダー）
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商品
・赤霧島（焼酎）
・おいものお酒（醸造酒）
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大塚食品
濃縮汁
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・天然色素（エキス、パウダー）
・食品原料（エキス、パウダー）
・優かん君（機能性エキス）

商品
・アヤムラサキ（甘藷飲料）
・紫のお酢（ビネガードリンク）

商品
・野菜の戦士（食べるタイプ、
飲むタイプ）
・リソラ（お粥）

】ーカーメ品食【】者業工加次一【

食品メーカー
（飲料、菓子、漬物、氷菓等）

製餡メーカー
卸売問屋

九州一円

JA都城、農業生産法人から

図 5 紫サツマイモの流通フロー 
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参考 主な紫サツマイモ関連商品

所在地 会社名 商品名 品種 所在地 会社名 商品名 品種

類子菓料飲実果菜野
東京都 株式会社ヤクルト うはらかお龍金社会限有県島福キサラムヤアキサラムヤア社本 す　おからDEランチ　ムラ

サキ芋
アヤムラサキ

東京都 株式会社伊藤園 充実野菜　巨峰ミックス アヤムラサキ 東京都 株式会社協和 さくさくしっとり　黒糖おからクッキー アヤムラサキ

東京都 日本ミルクコミュニティ株式
会社

農協健康菜園　紫のフルーツ＆ベジ アヤムラサキ 大阪府 大塚食品株式会社 ReSO LA　紫のおかゆ アヤムラサキ

愛知県 カゴメ株式会社 野菜生活100　紫の野菜 アヤムラサキ 大阪府 江崎グリコ株式会社 素材派プリッツ ムラサキイモ アヤムラサキ

大阪府 大塚食品株式会社 野菜の戦士（赤） アヤムラサキ 大阪府 有限会社嶋屋農園 むらさきいもケンピ アヤムラサキ

大阪府 サンスター株式会社 健康道場シリーズ 「おいしい紫甘藷」 アヤムラサキ 神奈川県 健康フーズ 健康フーズ 紫いもチップス 種子島ムラサキ

徳島県 有限会社シンワ販売 スィートファイバー・レッド アヤムラサキ 長野県 株式会社健康家族 紫いも飴 種子島ムラサキ

宮崎県 宮崎県農協果汁株式会社 紫の野菜7の果実、これおいも!? アヤムラサキ 鹿児島県 紫芋・安納芋のOrga種子島 紫芋ようかん、紫芋パイ、焼き芋（安
納芋・紫芋）、紫芋飴、紫芋クッキー

ムラサキマサリ

ビネガードリ リプサクン 等
東京都 キッスビー健全食株式会社 キッスビー 九州紫いも酢(紅酢) アヤムラサキ 北海道 合資会社ビーウェイブ ブルーベリー＋ルテイン アヤムラサキ

東京都 株式会社ヤクルト本社 紫のおいしいお酢 アヤムラサキ 群馬 マイクロフーズジャパン 天然家族 アヤムラサキ アヤムラサキ

兵庫県 マルカン酢株式会社 紫いも紅酢　蜂蜜＆カリン入り アヤムラサキ 大阪府 株式会社ウメケン ウメケン梅肉エキス粒 アヤムラサキ

熊本県 リバテープ製薬株式会社 おいしい紫芋の酢、おいしい壮肝紅酢 アヤムラサキ 和歌山県 不老梅本舗　林圓三郎商店 梅肉エキス粒 アヤムラサキ

宮崎県 株式会社ミヤチク みやざきの紅酢 アヤムラサキ 高知県 株式会社小谷穀粉 リキメイト 野菜22種ミックス、リキメイト
ルティン＆カシス、アヤシモン　粉末

アヤムラサキ

宮崎県 株式会社宮崎経済連直販 やわらか紅酢、肝康酢 アヤムラサキ 宮崎県 株式会社宮崎経済連直販 アントシアニンパワー アヤムラサキ

宮崎県 株式会社豆腐の盛田屋 今日のための紫芋黒酢 アヤムラサキ 一次加工品 ※一次加工品ラインナップ

鹿児島県 トーシン株式会社 ムラサキイモの元気エキス 紅命泉、
紅酢紅しぼり

キサラムヤア末粉モイ紫所究研品薬漢皇社会式株都京東キサラムヤア

酒類 千葉県 川光物産株式会社 玉三　紫いもの粉 種子島ムラサキ

キサラムヤアーダウパ芋きさらむ産県崎宮社会式株業産笠三県口山リサマキサラム魂乃蘇阿社会式株露の房県本熊

熊本県 農業法人山渡会 竹迫城　紫いも ムラサキマサリ 愛媛県 金太郎倶楽部 アヤムラサキ粉末 アヤムラサキ

、粉もい紫社会式株業工品食国乃火県本熊リサマキサラム島霧赤社会式株造酒島霧県崎宮 紫いもペースト 種子島ムラサ
キ、山川紫

宮崎県 落合酒造場 赤江、加江田、竃猫 ムラサキマサリ 宮崎県 有限会社アグリプロセス宮
崎

紫芋ボイルペースト、紫芋カット製
品、紫芋パウダー、紫芋濃縮汁

アヤムラサキ

鹿児島県 株式会社　堤酒造 黒麹　むらさきいも ムラサキマサリ 宮崎県 宮崎県農協果汁株式会社 紫サツマイモ濃縮汁 アヤムラサキ

東京都 東京農工大学 賞典禄 パープル
スィートロード

宮崎県 有限会社コウヤマ 紫サツマイモペースト アヤムラサキ、
ムラサキマサリ

島根県 有限会社植田工務店 貴女（あなた）の酒 パープル
スィートロード

福岡県 清力酒造株式会社 美夜古紫 パープル
スィートロード

佐賀県 窓乃梅酒造株式会社 復活兜釜蒸留　古式芋焼酎　「紅兜」パープル
スィートロード

鹿児島県 トーシン株式会社 紅酢液、パウダー、加工品（紫サツマ
イモもろみ発酵エキス、紅酢）

アヤムラサキ

長野県 株式会社健康家族 伝統島出る紫、柳川 種子島ムラサキ 色素 ※アントシアニン系色素のラインナップ

京都府 宝酒造株式会社 黒壁蔵「本格芋焼酎＜木桶蒸留＞
三年古酒」種子島紫使用、種子島紫

種子島ムラサキ 埼玉県 日農化学工業株式会社 赤キャベツ色素、シソ色素、ムラサキ
イモ色素、赤ダイコン色素

アヤムラサキ、
ムラサキマサ

宮崎県 櫻の郷醸造株式会社 炭火焼きいも焼酎 紫の焼芋 種子島ムラサキ 大阪府 キリヤ化学株式会社

鹿児島県 高崎酒造株式会社 紫いも焼酎　しまむらさき、紫の静香 種子島ムラサキ

鹿児島県 種子島酒造株式会社 紫（ゆかり）25、紫極、紫金の玉、種
子島　紫

種子島ムラサキ

鹿児島県 上妻酒造株式会社 芋焼酎　むらさき浪漫 種子島ムラサキ

鹿児島県 丸西焼酎合資会社 焼きいも焼酎　大甘藷(だいかんしょ) 種子島ムラサキ

鹿児島県 株式会社霧島町蒸留所 ムラサキ芋　農家の嫁 種子島ロマン

大分県 中俣合名会社 頴娃紫芋 なかまた、薩摩富士 紫芋 エイムラサキ

キサラムイエ馬兎赤の紫社会式株造酒田濱県島児鹿

キサラムイエ摩薩赤社会式株造酒摩薩県島児鹿

赤キャベツ色素、紫サツマイモ色素、赤ダ
イコン色素、紫コーン色素、ブドウ果皮色
素、ブドウ果汁色素、エルダーベリー色素

三栄源エフ・エフ・アイ株式
会社

キサラムヤア府阪大

シソ色素、アカキャベツ色素、アカダイコ
ン色素、ムラサキイモ色素、紫トウモロコ
シ色素、ブドウ果皮色素、エルダーベリー
色素、ブドウ果汁色素、ブルーベリー色
素

注）本表は、インターネットサイト上に掲載されている紫サツマイモ関
連商品の一部を記載したものである。

アヤムラサキ、
ムラサキマサリ、
パープルスイート
ロード

熊本県 合名会社天草酒造 池の露　島むらさき芋仕込み、池の
露　昔懐かし芋焼酎　白麹　島むらさ
き　チンタラ

種子島ムラサキ

宮崎県 株式会社都城くみあい食品 エアドライパウダー、色素用抽出液、
飲料用濃縮汁、ペースト、ドラムドラ
イパウダー、焼酎用
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2 宮城県食料産業クラスター全体協議会の取組

み状況 

 平成 18 年度はシンポジウムの開催のみであったが、平

成 19 年度は 6 つの商品開発に取り組んだ他、マッチン

グ・ニーズ調査、産学官連携のためのセミナーや交流会

の開催、シンポジウム、先進地視察、リーフレット配布

によるクラスター広報活動等も行っている。

2.1. 平成 19 年度の商品開発

 平成 19 年度は「モウカ鮫の角煮」「県産かぼちゃの無

添加スィーツ」「アカモク・国産小麦使用白石温麺・うど

ん・素麺」「秋刀魚由来青色色素、コラーゲンを活用した

ゼリー」「蔵王高原産小麦使用手延べ白石温麺」「アカモ

ク漬け」の 6 つの商品開発に取り組んだ（表 1）。

表１ 平成 19年度の商品開発 

開発商品 開発商品概要 

モウカ鮫の角煮 
サメ肉特有の臭いを軽減し、食感がソフ

トな常温食品を開発する。 

県産かぼちゃの

無添加スィーツ

（シフォンケーキ、

パンプキンパイ） 

県産かぼちゃの素材の良さを活かし、自

然派・こだわり志向の消費者を対象とし

た、添加物を使用しない商品として仕上

げる製法を検討する。 

アカモク・国産小

麦 使 用 白 石 温

麺・うどん・素麺 

国産小麦 100％（うち 1／3 を宮城県産ゆ

きちから使用）の麺にアカモクを2％使用

し新食感でかつ健康志向の温麺を開発す

る。 

秋刀魚由来青色色

素、コラーゲンを

活用したゼリー 

サンマ鱗から抽出した青色コラーゲンを

活用したゼリー等の菓子類を開発し、気

仙沼・三陸地域特産品として販売する。

蔵王高原産小麦

使用手延べ白石

温麺 

地域の転作組合と連携し地域で生産され

た小麦粉を 100％使用した手延べ製法に

よる白石温麺を開発する。 

アカモク漬け 

アカモクと地域産野菜を組み合わせた商

品の開発。アカモクの抗菌作用を活かし

た品質保持を検討する。 

資料：宮城県農林水産部 

2.2. 平成 19 年度の宮城県食料産業クラスター全体協議

会の主な事業内容

宮城県食料産業クラスター全体協議会の主な事業は、

①企画運営会議等、②商品開発専門部会、③産学官交流

会・セミナー等である（表 2）。
 まず、企画運営会議等は、宮城県食料産業クラスター

全体協議会事務局が中心となり取り組んでいる1。主な取

組みとしては、当該年度の事業開始時に通常総会を開き、

秋に商品開発の中間報告会、そして年度末に商品開発総

合評価を行う。また、次年度の取組みについて新商品開 

1
平成 19 年度は、運営委員会に企画部会も出席した。平成 20 年

度から、運営委員会による運営委員会と別に企画部会員（全員

ではない）が集まって企画部会を開催した。

 

平成 19年度の開発商品 

（写真：宮城県食料産業クラスター全体協議会提供）

平成 19年度食料産業クラスターシンポジウム 

（写真：宮城県食料産業クラスター全体協議会提供） 

 

発計画審査会も開かれる。 

 次に、商品開発専門部会は、それぞれの商品開発にお

けるコア企業が中心となって開催され、コーディネータ

もしくは協議会事務局が中に入る2。主な取組みとしては、

まず事業実施説明会が開催され、新商品開発中間報告会、

総合検討会が開催される。

 そして、交流会・セミナー等については、毎年開催さ

れるものは、商品開発のためのセミナーや食料産業クラ

スターシンポジウムがある。企業間や産学官の交流促進

のために，セミナー，シンポジウム開催後に懇親交流会

を開催している。また，宮城県食品工業協議会等とも連

携して先進事例調査やセミナーの開催もしている。

 さらに、食関連事業者ニーズ・シーズ調査に関しては、

平成 19 年度はアンケート調査が実施され、平成 20 年度

はコーディネータが食関連の企業・団体をまわり、ヒア

リング調査を行っている。

なお、企画運営会議等、商品開発専門部会では、他に

も様々な取組みを行っている。

2
商品開発専門部会は専門分科会によって実施されている。
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表 2 宮城県食料産業クラスター全体協議会の主な事業

（平成 19年度） 

事業の柱 主な取組み 

通常総会 

商品開発の中間報告会 

新商品開発計画審査会 
企画運営会議等 

商品開発総合評価 

事業実施説明会 

新商品開発中間報告会 商品開発専門部会

総合検討会 

商品開発セミナー・産学官交流会 

食料産業クラスター先進地事例研修 

食品リサイクルセミナー 

食料産業クラスターシンポジウム・産学

官交流会 

産学官交流会・セ

ミナー等 

食関連事業者ニーズ・シーズ調査 

資料：宮城県農林水産部 

註：企画運営会議等、商品開発専門部会では、表中のもの以外

の取組みも行っている。

3 今後の展望 

宮城県食料産業クラスター全体協議会の現在の会員

数は 52 とまだまだ少ないが、機会あるごとに関係団体等

に声かけしている。そして、今後は核となるテーマのも

とに複数の団体が集まって、活動展開できればと考えて

いる。

しかし、食料産業クラスター事業を推進するにあたっ

て、何の下地もないところから新商品を生み出すのは困

難であると認識している。従って、そのための芽作りが

重要であろうと考えている。以上を踏まえ、宮城県食料

産業クラスター全体協議会では、各地の先進事例を参考

にし、研究グループ等による脈々と続く商品開発の取組

みを目指したいとしている。

宮城県では「食材王国みやぎ」の旗印のもと、食関連

産業振興に関わる施策への取組みが積極的になされてい

る。今後、県全体の食関連産業振興のため、食料産業ク

ラスター事業をどのように有機的に結び付けていくかも

課題である。

【お問い合わせ】

宮城県農林水産部食産業振興課 

〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町 3-8-1

TEL 022-211-2812 FAX 022-211-2819
URL http://www.pref.miyagi.jp/syokushin/cluster/index.htm

（文：山形大学農学部 博士研究員 大西 千絵*）
*社団法人食品需給研究センター 非常勤研究員

◇

◇

◇
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981-3206 2 2
TEL 022-377-8700  FAX 022-377-8712 
URL http://www.mit.pref.miyagi.jp/ 

*
*

モウカ鮫の角煮 食品機能班 におい成分の分析

アカモク・国産小

麦使用白石温麺・

うどん・素麺 

食品機能班 

フコイダン定量 

（酸可溶性多糖類

として） 

秋刀魚由来青色色

素、コラーゲンを

活用したゼリー 

食品機能班 

コラーゲン、青色

色素に関する共同

研究（特許申請中）

蔵王高原産小麦使

用手延べ白石温麺
プロセス応用班 

機械延べ麺との差

異観察 

アカモク漬け プロセス応用班 
保存法、製法のア

ドバイス 

図１　宮城県産業技術総合センターにおける連携
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1 宮城県水産技術総合センターの概要 

宮城県における水産加工品は、生産額 2,691 億円、生

産量 40 万 6 千トンであり、宮城県の食品加工生産の約半

分を占めている。これまで水産加工は、原料を輸入に頼

る傾向があったが、国際状勢や消費者意識の変化に伴い、

地場資源を活用しようという気運が高まっている。

宮城県における水産加工に関する研究・技術支援を担

っているのが、宮城県水産技術総合センターである。水

産研究開発センター、気仙沼水産試験場、内水面水産試

験場、水産加工研究所、栽培漁業センターが統合、再編

され、2008 年 4 月に宮城県水産技術総合センター（以下

水技センターとする）が発足した。水産加工に関わる研

究・技術支援については、水技センター水産加工開発部

（旧水産加工研究所）が中心となっている。

水技センター水産加工開発部の取組みと連携につい

て、2008 年 11 月 7 日に、宮城県水産技術総合センター

水産加工開発部の三浦 悟氏、小野 信氏にお話を伺った。

1.1. 宮城県水産技術総合センター水産加工開発部の体制

水技センターは 70 名体制であるが、うち水産加工開

発部は 9 名＋機械の保安・場内整備専門の臨時職員 1 名

という体制になっている。旧水産加工研究所では、6 名+
臨時職員 1 名体制であったが、宮城県として水産加工に

力を入れていこうということで、部門として強化が図ら

れたものである。

水産加工開発部の業務内容は、「水産物利用加工の試

験研究」「水産物の保蔵試験研究」「水産加工品の包装試

験研究」「加工技術の普及促進」である。試験研究に関し

ては水産に限定しているが、企業等からの相談は水産に

関わらず食品加工全般について応じている。

また、2008 年度、みやぎ発展税1を財源として、水産

加工開発部に新しい加工機器が 3 台導入された。これも、

宮城県が水産加工に力を入れようとしていることの表れ

である。より先進的な機械が導入されたため、企業によ

る新製品の開発に期待が持てる。

この他にも、水技センターには 一次処理機器2、二次

1 5%
1

4
2

75% 15%

                                                                
3
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URL http://www.pref.miyagi.jp/mtsc/ 
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はたけなか製麺代表取締役社長 佐藤 隆氏 

 

3 アカモク麺の商品開発 

3.1.アカモク麺開発のきっかけ

 はたけなか製麺の佐藤氏は、薬剤師の資格を持ってい

ることもあり4、以前から「体に良い麺作り」を目指して

いる。佐藤氏がアカモク等海藻の粘質物に含まれるフコ

イダンの機能性に興味を持っていたところ、以前から付

き合いのあった仙台市内の桜井医師から、アカモク入り

の麺を作ることは可能なのかと聞かれた。佐藤氏はさっ

そく宮城県松島町産業観光課にアカモクが入手できるか

どうかを問い合わせた。その時、紹介されたのが、松島

町地場産品商品開発流通研究会（以下地場産品研究会と

4
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する）5であった。 

 地場産品研究会では、アカモクを茹でて細かく刻んだ

「藻華（もか）」6という商品を開発し、2006 年から松島

産直所で販売していた。そして、藻華を使った麺作りが

できないかどうか、話し合っているところだった。そこ

で、はたけなか製麺と地場産品研究会でアカモク麺の開

発に取り組むことになったのが、アカモク麺開発のきっ

かけである。

 また、佐藤氏は、若い頃に新潟でへぎそば7を好んで食

べていたのを思い出し、「海藻入りの麺は、絶対においし

いはずだ」と、積極的にアカモク麺の開発に取り組むこ

とになった。

3.2.アカモクうどんの開発

 アカモク麺の開発では、落麺（乾燥中に麺が落ちるこ

と）とアカモクの海藻独特の臭いが問題になった。

 最初の試作品は 10kg 分仕込んでも、落麺し、残ったの

は 2kg であった。落麺の第一の原因は、アカモク粉の粒

子の大きさにあった。粒子を細かくすれば落麺は防止で

きるが、風味、食感、麺の見た目が落ちてしまうため、

なるべく粒子は大きい方が良いため、その粒子の大きさ

の調整が難しかった。第二の原因は、国産小麦粉の組み

合わせにあった。国産小麦粉はグルテンの量が一定して

おらず、使用する小麦粉によって落麺する場合としない

場合とがあった。そこで、アカモクを落麺しないギリギ

リのサイズに粉砕し、国内産準強力粉も使用し、落麺し

ない配合割合を開発した。

 アカモクの海藻独特の臭いについては、はたけなか製

麺と以前から付き合いのあった三井製糖株式会社に相談

したところ、「薬や食品の臭いを消すのに使うサトウキビ

から作ったフレーバーを入れてはどうか」と提案され、

そのフレーバーを使うことによって解決した。

 試行錯誤を繰り返し、1 年 7 ヶ月かかって、アカモク

１%入りのアカモク麺、「アカモクうどん」「あかもく温

麺」が完成した。2007 年には、松島のレストラン「独ま

ん」でアカモク麺が食べられるようになった。

3.3.神馬草麺の開発

 「アカモクうどん」「あかもく温麺」は、地元のテレビ

局 4 社から取材を受けた。しかし、ビジネス商談会で、

東京のとあるバイヤーから、「ネーミングやパッケージが

田舎臭いですね」「アカモクが 1%しか入っていないので

すか？」と、否定的な評価をされた。これを機に、平成

19 年度の食料産業クラスター事業を使って、「アカモク

2%入りのアカモク麺を開発し、デザイン性の高いパッケ

5
 松島町地場産品商品開発流通研究会は、宮城県松島町の杉原

功商店と松島町商工会とで構成されている。アカモクを松島町

の特産品にしようと、商品開発に取り組んできた。 
6
藻華は 400g 入り 630 円。

7
へぎそばは、つなぎにふのり（海藻の一種）を使った新潟県

魚沼地方に伝わるソバ。

ージで販売する」ことになった。原料となる小麦粉や、

アカモクの粒子の大きさを調整し、試作を繰り返すこと

で、アカモク 2%入りのアカモク麺8を完成させた。

 また、お中元等のギフト商品として使ってもらうこと

を視野にいれ、ネーミングやパッケージを工夫すること

にした。東京の消費者にアンケートを実施し、「アカモク

を知っていますか？」「アカモクに含まれるフコイダンを

知っていますか？」等質問したが、アカモクやフコイダ

ンを知っている消費者は多くはなかった。アカモクの機

能性を全面に押し出した売り方をすると、様々なコスト

がかかる。そこで、アカモクの機能性ではなく、アカモ

ク麺の美味しさやストーリー性を押し出した商品にする

ことにした。

 アカモク2%入りアカモク麺のネーミングについては、

エージェントスタイル（社団法人日本セルフサービス協

会のアドバイザー）の白石展子氏が「疲れきった神様と

その馬が、アカモクを食べて元気になった」という伝説

を聞いて「神馬草麺がいいのでは」と提案し、商品名を

神馬草麺とすることになった。

 神馬草麺のパッケージデザインおよびしおりデザイン

については、前述の白石氏が担当した。ギフト用として

の商品開発を目指したため、アカモク伝説やアカモクの

特徴を載せたしおりの作成には、特に力を入れた。

 このような経緯で開発された神馬草麺は、お中元向け

のギフト商品として好評を博している。また、医療・介

護施設、ホテル、レストランへの販路拡大には、食材卸

の株式会社サトー商会の協力を得た。

アカモク麺（写真中央は、アカモク伝説を記したしおり） 

 

3.4.次の展開

 2007 年度の食料産業クラスター事業では、ギフト用の

商品開発をし、一定の成果を収めた。

 2008 年度は、宮城県のマーケティング普及事業を使い、

8
生換算で一袋(220g 入り)に約 50g の生アカモクが入っている

ことになる。
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「白石温麺クラスター」で開発された白石温麺（右）と

八宮農業生産組合の蔵王高原産小麦を使用した麦焼酎（左）

（背景の写真は蔵王高原の小麦畑） 

いるが、蔵王高原産小麦使用白石温麺は定価 330 円で販

売している。普段使いとしては高いため、地元商店や宮

城生協を利用する消費者の反応はあまり良いとは言えな

い。しかし、店頭直販、インターネット直販、パンフレ

ットによる販売では、地場産小麦使用のこだわり商品と

いうことで、一番売上が伸びている。ギフト商品として

も好まれている。

3 蔵王高原産小麦を使った商品開発の展開 

 2008 年には、蔵王高原産小麦を使った麦焼酎も開発さ

れた。麦焼酎は、福島県の笹の川酒造が商品化した。2008
年度は小麦 300 キロ分を醸造した。

図１　白石温麺クラスターにおけるフードシステム
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1 はじめに 

 食料産業と官学との連携を密にして、有機的な生産体

制を強化し、実効的な市場開拓や商品開発に取り組む生

産基盤を構築することを目的として、「宮城県食料産業ク

ラスター全体協議会」が2006年6月23日に設立された。

宮城県食料産業クラスター全体協議会が中心となって、

宮城県における食料産業クラスター事業は推進されてい

る。宮城県では食料産業クラスター事業による商品開発

は、「開発部会」と呼ばれる専門分科会によって取り組ま

れる。2007 年度は、6つの開発部会が商品開発に取り組

んだ（表１）。

 ここでは、宮城県における食料産業クラスターについ

て、Michael E Porter のダイヤモンドモデルにもとづき、

要素条件、需要条件、支援産業・関連産業、企業戦略・

構造・競合関係の４つの視点から、2008 年度に行ったヒ

アリング、セミナーへの取材、視察をもとに条件分析を

行う。ヒアリングは、宮城県食料産業クラスター全体協

議会、宮城県産業技術総合センター、宮城県水産技術総

合センター、株式会社シーフーズあかま、はたけなか製

宮城県における食料産業クラスターの条件分析

（平成 20 年度 現地調査結果） 
  

山山形形大大学学農農学学部部  博博士士研研究究員員  大大西西  千千絵絵**  

**社社団団法法人人  食食品品需需給給研研究究セセンンタターー  非非常常勤勤研研究究員員
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麺株式会社、株式会社きちみ製麺に対して行った。また、

宮城県食料産業クラスター全体協議会主催の地域食品開

発セミナーへの取材を行った。また、2007 年度の食料産

業クラスター事業での商品開発ではないが、農商工連携

88 選のひとつに選ばれた有限会社伊豆沼農産の取組み

について、視察およびセミナーでの事例報告を取材した。

2 要素条件 

M.E.ポーターによると、要素条件には物理的なインフ

ラストラクチャーなどの有形資産や情報、法律制度、大

学の研究機関などがある。食料産業クラスターでは、原

料調達、技術シーズ、文化的・歴史的・風土的条件が要

素条件として挙げられよう。

2.1. 宮城県の要素条件

宮城県は、農林水産物に恵まれた地域である。その特

性を活かし、宮城県では、「食」にかかわる産業の充実を

目指した「食材王国みやぎ」の取組みを行っている。そ

の中で、豊かな県産農林水産物を活用した、より高付加

価値の高い「売れる商品づくり」から販路拡大までを総

合的に支援することにより地域経済の活性化を図る目的

で食品製造業振興プロジェクトに取り組んでいる。食料

産業クラスター支援事業は、食品製造業振興プロジェク

トのひとつの柱であるとともに、「食材王国みやぎ」にお

いて、重点的な施策の一つである。

また、宮城県は漁業生産量、水産加工品生産量がとも

に全国第 2 位（第 1 位は北海道）となっており、水産物

に恵まれた地域であると言える。宮城県における水産加

工品は、生産額 2,691 億円、生産量 40 万 6千トンであり、

宮城県の食品加工生産の約半分を占めている。 

 このように、宮城県は要素条件においては恵まれてい

ると考えられる。以下では、原料調達、技術シーズ、文

化的・歴史的・風土的背景について事例を挙げ、要素条

件について分析する。  

2.2. 原料調達

宮城県の食料産業クラスター事業では、生産者団体と 

の連携による原料調達や、未利用・低利用資源の活用が

見られる。 

蔵王高原産小麦使用白石温麺の商品開発では、生産者

団体・製粉業者との連携により、地場産小麦の調達を可

能にした。コア企業であるきちみ製麺は、生産段階から

白石市福岡八宮（やつみや）の農事組合法人「八宮農業

生産組合」と連携した商品開発を行った。作付面積や作

付品種については、八宮農業生産組合ときちみ製麺が相

談して決めた。八宮農業生産組合の小麦の生産量は、約

20 トンであったが、20 トンという小ロットで製粉してく

れる製粉業者は、東北地方には少ない。そのような中、

白石興産株式会社が、八宮農業生産組合が生産した小麦

のみを他産地産小麦と分けて管理し、製粉した。その結

果、蔵王高原産小麦使用白石温麺の商品開発では、生産

段階から一次加工、二次加工、そして販売までのフード

システムが構築されたと言えよう。

また、県産かぼちゃを活用した無添加スイーツの商品

開発では、大郷町・瀬峰町のかぼちゃ生産農家と連携し

た商品開発が行われた。県産かぼちゃを活用した無添加

スイーツは贈答用として販売されたが、コア企業である

花蓮堂によると 2009 年 3 月時点で販売中止の方向で動

いている(理由は不明)。

アカモク・国産小麦使用白石温麺・うどん・素麺（以

下アカモク麺とする）の商品開発とアカモク漬の商品開

発では、未利用資源とも言えるアカモクを使った商品開

発を行った。海藻の一種であるアカモクは、日本海側で

は昔から食されていたが、太平洋側ではあまり活用され

ていなかった。それどころか、浮き藻が刺し網や漁船の

スクリューに絡まるため、宮城県では「邪魔モク」と呼

ばれ嫌われていた。以前は、宮城県では、漁業関係者ら

はアカモクを捨てるか、または肥料や飼料にしていた。

しかし近年、アカモクの水質浄化作用やアカモクに含ま

れるミネラルやポリフェノール、フコイダンが注目され

るようになってきた。アカモク麺の商品開発では、松島

湾のアカモクを活用し、アカモク漬の商品開発では塩釜

湾のアカモクを活用した。しかし、2008 年になり、松島

表１ 宮城県食料産業クラスター全体協議会における商品開発（平成１９年度） 

専門分科会名 コア企業 開発商品 備考 

 発開を」き焼お「初当 煮角の鮫 社会式株いてほ沼仙気 会部門専き焼おクーャシ

かぼちゃスイーツ専門部会 有限会社花蓮堂 
県産かぼちゃを活用した無添加

スイーツ（パイ・シフォンケーキ）
冷凍やレトルト技術の導入 

アカモク麺専門部会 はたけなか製麺株式会社
アカモク・国産小麦使用白石温麺・

うどん・素麺 
前年度アカモク1%入りの麺を連携して開発

サンマブルー専門部会 株式会社阿部長商店 
秋刀魚由来青色色素、コラーゲンを

活用したゼリー 
商品化まで至らず 

蔵王小麦手延温麺専門部会 株式会社きちみ製麺 蔵王高原産小麦使用手延べ白石温麺
原料小麦について、生産・製粉段階との協

力体制の構築 

アカモク漬専門部会 グリーンライブ株式会社 アカモク漬 前年度類似商品を連携して開発 



70 7170 71

Food Marketing Research & Information Center 

- 70- 

2.3. 

KC

1

5%
1

4
KC KC

                                                                
1
2

2005 6
KC

KC 10
400

KC
HP

3 300
400

2.4. 

4

2.5. 

KC

                                                                
3 KC 400 300

HP HP

4
2009 3



70 7170 71

宮
城
県

Food Marketing Research & Information Center 

- 71- 

M.E.

3.1. 

3.2. 

1%
19

2%

3.3. 

3.4. 

M.E.

4.1. 

2006 6 23
2008 7 11 52 7

41 4



72 7372 73

Food Marketing Research & Information Center 

- 72- 

18
19 6

4.2. 

KC

4.3. 

4.4. 

KC

M.E.

5.1. 

10

5.2. 

19
2

2

5.3. 



72 7372 73

宮
城
県

Food Marketing Research & Information Center
食料産業クラスター ～分析編～

 - 73-

5.4. 食料産業クラスターが企業戦略・構造・競合関係に

与える影響

 アカモクを使った商品開発を行った企業間での新たな

連携が見られる。これらが発展していくことにより、宮

城県内アカモククラスターが形成される可能性があると

言えよう。

6 宮城県における食料産業クラスター 

 宮城県における食料産業クラスターの取組みについて、

M.E.ポーターのダイヤモンドモデルにもとづき、要素条

件、需要条件、支援産業・関連産業、企業戦略・構造・

競合関係の４つの視点から条件分析を行った。

 まず要素条件について、宮城県の食料産業クラスター

事業での商品開発の特徴として、「未利用資源を活用す

る」「地場産原料へのシフト」がキーワードとして読み取

れよう。宮城県はもともと豊富な農林畜産物に恵まれて

いるため、今後、地域資源のさらなる利活用に期待した

い。そして、宮城県は、産技センター・水技センターを

中心として技術シーズの利活用がなされており、さらに

KC みやぎを介した技術シーズに関する情報発信もなさ

れている。

 需要条件については、宮城県の食料産業クラスター事

業では、ほぼ全ての商品開発で「誰に売るか、どこで売

るか」といった点について、コンセプトデザインの段階

から明確であった。また、当初ターゲットを明確にして

いなかった事例でも、こだわり抜いた商品開発が、こだ

わり志向の消費者から指示された。このように、宮城県

の食料産業クラスター事業の特徴は、事前に消費者のタ

ーゲッティングがなされているという点にあろう。

企業戦略・構造・競合関係については、特にアカモク

麺、アカモク漬の商品開発では、食料産業クラスター事

業への参加を機に、企業間の連携が強化され、さらにア

カモクの普及に努めていた。これがさらに発展すれば、

アカモククラスターが形成されるのではないだろうか。

 支援産業・関連産業については、宮城県食料産業クラ

スター全体協議会、産技センター、水技センターの支援

体制が確立していることが、宮城県における食料産業ク

ラスター事業を支援産業・関連産業から見た際の成功要

因であろう。

 宮城県における食料産業クラスターの特徴は、①ター

ゲットの明確化、②支援体制の確立、③技術シーズの公

開、④クラスター間の連携にあると考えられる。そして、

これらのことが、後発ながらも宮城県の食料産業クラス

ター事業が順調である理由であろう。

 しかし一方で、宮城県食料産業クラスター全体協議会

の会員数は 2008 年 7 月 11 日時点で 52 であり、決して多

くない点が気になる。多様なアイディアに基づいた新し

い商品開発を行うためには、さらに会員数を増やすこと

が必要であろう。宮城県には、食料・農業関係の中小・

零細企業が数多く存在する。中小・零細企業が食料産業

クラスター事業に参加しやすい体制作りが、解決策のひ

とつとなるのではないだろうか。
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製粉の生きる道の一つとも言えるのかもしれない（小原

氏談）。

平成 19 年度には、果実・きのこ関係、製粉関係と共

に、県産大豆を利用した豆腐、そば粉を利用しての 12
品目もの商品開発が行われた。

このように、現在長野県では、幅広い食材を利用し多

様な商品開発が行われている。また今年度、食料産業ク

ラスター事業では、新たな枠組みとして、「共同アンテナ

スペース出会いの会」を長野県農政部が受け持ち、村お

こし事業として参画する 13 団体ほどを束ねているなど、

各方面で連携の枠組みが構築されている。

2 長野県産大豆を利用した取組み 

2.1. 長野県産大豆の利用

長野県では昔から国指定研究機関の大豆試験場とし

て、長野県中信農業試験場が大豆の研究や品種改良、育

種などを進めてきた。大豆は、緯度の差によって品種ご

との栽培適地が大きく異なるため、国内地方ごとの試験

場で何品種かが育種されており、長野県の試験場もその

一つである。

長野県の栽培育種で有名なのが、「エンレイ」である。

現在では、富山や新潟で有名になっているが、エンレイ

はもともと長野県で栽培され、栽培年数も長い。このよ

うに、長野県はエンレイをはじめとする土地の適正にあ

った様々な品種が育種されているという基盤がある。

県産大豆利用の受け皿としては、主に味噌や豆腐での

利用ということが考えられるが、長野県内の味噌業者は、

大手メーカーが生産の大部分を占め、輸入大豆主体で製

造している傾向が強い。一方で、豆腐業者には県産の大

豆を利用して豆腐製造をしていこうという機運もあり、

今後の長野県産豆腐への取組みが期待される。

2.2. 信州豆腐づくり

豆腐組合がクラスター事業に興味を示し、現在クラス

ター事業の一環として、豆腐組合の 50 企業ほどが集まり、

「信州豆腐」と呼べる長野ブランドを作ろうという取組

みが進められている。商品化においては、県産大豆の共

通の品種を使い、製法にも一定の基準を設け、同一のパ

ッケージデザインを使用することで、信州豆腐としての

ブランドを確立させようとしている。長野では、毎年 1
月に豆腐の品評会を行っており、豆腐クラスターでは、1
月の品評会に向けて「信州豆腐」づくりに励んでいる。

このような取組みが進み、地元産大豆利用のきっかけづ

くりになればよいと小原氏は話されていた。

今回の豆腐組合の取組みは、長野県食料産業クラスタ

ー協議会の事務局を担う食品工業協会が、豆腐組合の事

務局も兼ねていることにより、情報共有がなされ、コー

ディネートがうまくいった事例といえる。食品工業協会

は漬物組合、蕎麦組合、麺業組合等の事務局も兼ねてお

り、様々な情報が集約されている。今後も、それらの情

報集積を生かし、新たな連携による取組みが実施される

ことが期待される。

【お問い合わせ】

長野県食料産業クラスター協議会

〒380-0921 長野市栗田西番場 205-1
社団法人 長野県食品工業協会内

TEL 026-229-6775 FAX 026-229-6774
（文：社団法人食品需給研究センター 松崎 朋子）

出展：農林水産省HP 食料産業クラスター展開事業関連情報「平成19年度開発製品一覧」より抜粋 

開発のコア企業・ 要概品商発開体団

長野興農（株）
デイリーフーズ(株)

黄金桃とプルーンの高品質・低糖度
ジャム

長野産のプルーン、黄金桃を使用した高品質の低糖度ジャムを開発。

新進漬物（株） きのこの新食感漬物 きのこを使用し、優れた食感を活かした漬物製品を開発。

長野興農（株） エノキダケの高品質なめ茸 県産エノキダケを使用し、エノキダケの機能成分を強化した、高品質なめ茸を開発。

長野興農（株）
寿高原食品（株）

きのこペーストの加工食品 県産きのこをペースト化し、ペーストを使用した加工食品（飲料、スープ、アイスク
リーム等）を開発。

柄木田製粉(株)
日穀製粉(株)

①県産小麦をブレンドした１００％
県産の小麦粉

①県産硬質小麦「ユメアサヒ」、超強力小麦「ハナマンテン」、低アミロース小麦「ユ
メセイキ」をブレンドした１００％県産の小麦粉を開発。パン、麺等の製造用の小麦粉
とした。

②県産硬質小麦の全粒粉 ②県産硬質小麦を使用し、ミネラルや繊維を美味しく摂取できる硬質小麦の全粒粉を開
発。

③α化発芽小麦粉とそのお粥 ③県産小麦「ユメセイキ」を使用したα化発芽小麦粉の開発と、α化発芽小麦粉のお粥
を開発。

(株)おびなた 北信濃産のそば菓子（饅頭、焼き菓
子）

北信濃産のそばを使用し、付加価値の高い饅頭、焼き菓子を開発。

丸昌稲垣(株) 米と発芽玄米を使用した甘味食材と
甘味飲料

長野産米と機能性のある発芽玄米を使用し、高濃度で砂糖の代替甘味料となる甘味食材
や、ドリンクタイプの甘味飲料を開発。

登喜和冷凍食品(株) 高品質高野豆腐、熟成豆腐チーズ 需要が低迷する凍り豆腐の製造方法を見直し、長野産大豆を使用した高品質な高野豆腐
や、熟成豆腐チーズを開発。

八光食品工業（株） 高品質なおからを使用した加工食品
（うの花そば餅）

長野産大豆を使用し、濃い豆乳を使用した高品質な豆腐製造の副産物として発生するお
からを使用した、加工食品（うの花そば餅）を開発。

（有）宮城商店 山口大根（辛味大根）の漬物（味噌
漬）

長野の伝統野菜「山口大根（辛味大根）」を使用した漬物（味噌漬け）を開発。山口大
根の復活と消費の拡大を図る。

平成19年度長野県食料産業クラスター　開発商品
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1 はじめに 

長野県では「食と農が織りなす 元気な信州農業」を

モットーとし、農作物生産や地域内産業を活性化させる

様々な計画を立て、農業・食品産業への支援を図ってい

る。長野県農政部を中心に、地域食材の付加価値向上、

地域内産業の連携にも力を入れており、食料産業クラス

ターに関わる取組みもその一つである。

2009 年 1 月 27 日に、長野県農政部園芸畜産課 野菜・

特産係 主任 湯本 憲正氏を訪ね、農政部を中心とする取

組みについてお話を伺った。また、長野県長野農業改良

普及センター 地域生活第一係 主査 中谷 まゆみ氏に御

同席いただき、平成 20 度食料産業クラスター事業におい

て進めた共同アンテナスペース出会いの会の取組みにつ

いてもお伺いすることができた。

2 長野県の農業、地域農産加工の概要 

 長野県の農業は、南北に長い広大な山と谷に囲まれて

おり、地域により気候風土が大きく異なり、農産物の生

育条件も地域毎の特徴があるという。かつて、長野県の

園芸部門の生産額は全国 1 位であったが、県内農業従事

者の高齢化、後継者不足の問題などもあり、年々、生産

額が減少している。現在、全国 1 位の座を復活すべく、

2012 年を目標に、食と農業農村の活性化に向けた計画を

推進している。計画では、地域により固有の気候風土が

あることを踏まえ、県下 10 地域ごとの特色、地域性を発

揮できる方策が盛り込まれている。

また、長野県の地域農産加工品は、首都圏に近いとい

う立地条件もあり、瓶・缶詰の出荷額は全国 1 位、漬物

長野県農政部の取り扱う様々な取組みパンフレット

は和歌山に次ぎ 2 位という位置を占めている。長野県で

は今後、地元漬物産業など小規模な製造展開をしている

加工品も含めて改善し、農産加工を推進していくことを

目指している。現在、農政部を中心として、県産農産物

の付加価値の向上などソフト面でのバックアップを充実

させるような様々な取組みが行われている。

3 長野県農政部の取組み 

3.1. 信州オリジナル食材

長野県では農政部農業政策課農産物マーケティング

室が中心となり、数年前より長野県オリジナルの食材を

ブランド化する取組みを開始している。

信州の伝統野菜、信州サーモン、信州黄金シャモ、長

野県原産地呼称管理認定品など、県が開発又は認定に関

わっている食材を、有名料理店、高級食材取扱店、土産

物屋へ売り込むことなどで、食に関心の高い消費者に対

してＰＲし、これらの食材のブランド化を推進するもの

である。活動の一環として、信州オリジナル食材取扱店

登録制度を設けており、2008 年 12 月末には 271 店舗が

登録している。

信州オリジナル食材の取組みに先立ち、2002 年に長野

県原産地呼称管理制度を設けている。この制度では、従

来の大きさ、色、形などではなく、栽培方法や、生産方

法、味に価値を置き、「長野県で生産・製造されたもの」

として責任を持って消費者にアピールできるものを認定

している。現在の対象は、日本酒、焼酎、米、ワイン、

シードルの 5 品目で、認定された商品には認定マークと

生産情報が表示される。

左から、長野県農政部園芸畜産課 湯本 憲正氏と     

長野県長野農業改良普及センター 中谷 まゆみ氏

長野県における農業者と食品加工メーカーへの連携支援

～長野県農政部、長野農業改良普及センターの取組み～
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信州オリジナル食材で取り扱っている長野県原産地

呼称管理認定品も、長野県原産地呼称管理制度で認定さ

れたもので、様々な制度が連動しながら、信州独自の食

材をつくりあげている。

3.2. 長野県のクラスター協議会に対する支援

長野県農政部園芸畜産課は、長野県食料産業クラスタ

ー協議会の立ち上げ当初から連携をしており、事務局の

設置や協議会の運営など、協議会をコーディネートする

ような立場で関わってきた。昨年度は園芸畜産課の湯本

氏が協議会の事務局の一員として、協議会運営に携わっ

た。会計処理に対する指導や規約の作成など事務的な部

分でのバックアップをしている。

 また、湯本氏は、長野県長野農業改良普及センターが

昨年度より行っていた共同アンテナスペース出会いの会

が、事業者の連携という点で、クラスターの取組みにマ

ッチするのではないかと考えた。そこで、長野農業改良

普及センターへクラスター事業への参画を提案し、今年

度より食料産業クラスター事業で、共同アンテナスペー

ス出会いの会の取組みが始まった。

4 共同アンテナスペース出会いの会 

この取組みは、農業者自らが生産した農産物を、食品

加工メーカーと互いに満足できる商品につくりあげ、首

都圏の百貨店に設けたアンテナショップで販売するとい

ったものだ。さらには、消費者などから収集した商品の

改善点に対する意見をもとに、商品改良を進め、消費者

ニーズにあった商品づくりを目指すものである。首都圏

アンテナショップ、情報収集のツールとして、有限会社

良品工房の共同アンテナスペース事業を活用している。

4.1. 設立のきっかけ

近年では、市場の卸売価格が不安定であり、ニーズの

多様化で現地サイドがニーズに対応しきれないこともあ

り、農業者が従来の取引のみでは、経営を成り立たせる

のは困難になってきている。また、食品加工メーカーか

らは、地元のものほど流通が確立しておらず、地元産品

を入手するのが大変でどうにか流通ルートを確立してほ

しいという要望もでていた。

そのような中、長野県長野農業改良普及センターの担

当者は、農業者と食品加工メーカーの取引価格に対する

思いに大きなギャップがあることに気が付いた。このギ

ャップを是正するためには、自分でつくった農作物が、

メーカーによってどのように加工され、顧客の手に入る

のかを体系的に考えられる農業者をつくっていかなけれ

ばならないと考えていた。また、食品加工メーカーも農

業者から生産物を買い取るのみではなく、生産の現場を

もっと知って欲しいと考えた。

長野農業改良普及センターでは、農業者とメーカーの

良好な関係づくりを目指し、講座やマッチングの機会を

設けてきた。さらに、その結果できた商品が、消費者に

受け入れられるかどうかの検証が必要と考えた。

商品の課題を農業者やメーカー自らが発見できるよ

うな仕組みを検討していたところ、（有）良品工房が共同

アンテナスペース事業を実施していることを知った。長

野農業改良普及センターは、共同アンテナスペースへの

エントリーが、農業者とメーカーの「協働」による商品

づくりの目標として適しているのではないかと考え、一

昨年、普及センターを中心に管内の農産物加工グループ

や食品加工メーカーを参集し、「共同アンテナスペース出

会いの会」を立ち上げた。

4.2. 共同アンテナスペース事業の流れ

共同アンテナスペース出会いの会が、年度始めに管轄

地域で、エントリーの希望者を募り、エントリー希望者

にはエントリー希望時期に基づき、商品規格書を提出し

てもらう。長野県からは、1 年で 3 回、1 回平均 10 点ず

つ出展している。共同アンテナスペース出会いの会では、

エントリー企業の取りまとめをしたのち、共同アンテナ

スペース事業に対し一地方公共団体としてエントリーし、

一連の手続きの窓口となる。専門機関の商品規格書の審

査、商品選定会議による商品に対するモニターの評価を

受け、エントリー企業にフィードバックしていく役割を

担っている。商品規格書の記載事項、商品選定会議の評

価結果が共に合格すれば、百貨店での販売が可能となる。

共同アンテナスペース出会いの会は、長野農業改良普

及センターの普及指導員各々が、エントリーした農家や

事業者の担当となり、支援できるような体制をとってい

る。モニターからは、率直だが、販売者にとっては辛辣

な意

参考：共同アンテナスペース事業の流れ

販売状況等をフィードバック

モニターによる商品選定会

商品提案の事前審査(良品工房) 

都内デパートに

てテスト販売

結果をフィード

バックし、修正

結果をフィード

バックし、修正 

商品規格書を普及センターへ提出(各企業・団体)

商品提案呼びかけ (普及センター) 

表示のチェックを良品工房が専門機関に依頼して行う
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見も多い。センターとしては、エントリー商品ごとに関

係者が集まって話し合う場を設け、どこが悪かったかを

一緒に考える体制、返ってきた報告に対し何が悪かった

かを読み解き、シビアな意見に対しても受け入れ、改善

へ導いていくような体制を整えている。

4.3. エントリー企業への効果

今年度は、県内で 17 社の企業がエントリーしている。

現在、エントリーしている 17 社の中には、「農家がメー

カーに委託製造（農家エントリー）」「メーカーが農家よ

り受託（メーカーエントリー）」「農家自らが加工施設で

加工（農家エントリー）」している 3 つのケースがある。

エントリー企業は、中身には力を入れるが、パッケー

ジに対する意識が低く、モニターからは、パッケージの

記載内容のわかり難さやデザインに対する指摘が多い。

一度エントリーすると、自分に何が足りないか課題がみ

えてくる。エントリー企業の多くは、アドバイスを生か

して修正を加え、事業で築き上げた連携を生かしつつ、

新たな展開方法を探りながら販売するようになるそうだ。

エントリーすることにより、農家が興味を持たなかった

ところへ興味を持たせることや、商品に対する責任の重

さ、意識を持たせるいいきっかけになる。

また、限られた地域の中で、頑張っても努力の成果を

発揮する場や機会の少ない地方メーカーの新たなチャン

スの場となる。都内デパートでの販売がきっかけとなっ

て、地元においても評判があがり、売上高が飛躍的に伸

びたケースもある。ある商品は都内デパートからの引き

合いもあり、都内を中心に展開する高級スーパーから声

がかかったそうである。

4.4. 今後の展開

現在、共同アンテナスペース出会いの会は、長野農業

改良普及センターが窓口となり、農業関係者にエントリ

ーの呼びかけを行っているが、農業関係者のみの取組み

では、連携の幅も狭まり、商品数を集めていくのも難し

い。また、センター独自で行うより、補助事業を活用し

たほうが、呼びかけ対象の幅が広がり連携が広がると共

に、金銭的な面でも企業側にも呼びかけがしやすい。

今後は、様々な事業を活用し、商工業者へのインフォ

メーションも行い、商工業者にも共同アンテナスペース

出会いの会にエントリーしてもらい、出会いの輪を広げ

ていきたいそうだ。

5 農業者と食品加工メーカーの意識改革に向けて 

現在、長野県では、農業従事者の高齢化、後継者不足

による農業の衰退が問題視されている。共同アンテナス

ペース出会いの会の取組みや、信州オリジナル食材、原

産地呼称制度の取組みは、農産物に付加価値をつけ、価

格の決定権を掌握する農業者を増やしていくという取組

みではないだろうか。

共同アンテナスペース出会いの会の取組みでは、農業

者が、ただ農作物をつくって終わりではなく、メーカー

や消費者まで目を向ける視野の広さ、責任を持って消費

者にアピールできるものをつくるといった意識を持つこ

となど、「営業力を持った農業者」、「農産物を客観的に評

価できる農業者」の誕生が、メーカーと対等な立場でい

られることにつながることを伝えている。また、食品加

工メーカーへは、農業生産の現状などを理解しながら、

メーカーの思いや生産のリスクなどを農業者に伝えつつ、

消費者にいかに付加価値をつけて提供していくかという

姿勢を持つことを望んでいる。

今後、農業者、メーカー共に、お互いを支えあうとい

う意識を持つ者が少しでも増えていくことが、農業・食

品産業の活性化の鍵となるのではないだろうか。

【お問い合わせ】

長野県農政部園芸畜産課

〒380-8570 長野県長野市大字南長野字幅下 692-2
TEL 026-235-7228 FAX 026-235-7481
URL http://www.pref.nagano.jp/ nousei/engei/kashokai.htm

長野県長野農業改良普及センター

〒380-0836
長野県長野市南県町 686-1（長野合同庁舎内）

TEL 026-234-9534 FAX 026-235-8393
URL http://www.pref.nagano.jp/xnousei/nagakai/

（文：社団法人食品需給研究センター 松崎 朋子）

◇

◇

◇
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1 はじめに 

JA 全農長野グループの研究機関である社団法人長野

県農村工業研究所は、県産農産物の消費拡大を目的に、

県産の農畜産物を加工する食品メーカーとの共同研究・

開発および製品開発支援を行っている。長野県食料産業

クラスターの事務局が社団法人長野県食品工業協会に移

る前は、（社）長野県農村工業研究所が事務局を担当して

おり、長野県における食料産業クラスターの推進にも協

力している。同じ JA全農長野グループの食品メーカー、

長野興農株式会社とも連携をして、食料産業クラスター

事業による新商品開発も実施している。

そこで、2008 年 12 月 25 日に長野県を訪れ、（社）長

野県農村工業研究所の農業開発研究部長 深井 洋一氏

と上席研究員の竹内 正彦氏、長野興農（株）の開発営業

企画部長 岡澤 由晃氏と係長の田口 計哉氏に、新商品

開発や食農連携の取組みについてお話を伺った。

2 （社）長野県農村工業研究所の概要 

（社）長野県農村工業研究所は、長野県経済連（現、

JA 全農長野）をはじめとした農協各県連（JA 長野中央

会、JA 長野信連、JA 全共連、JA 長野厚生連）が中心と

なり、1981 年に設立された組織である。農業開発研究部

ときのこ開発研究部という 2 つの研究部を持ち、主に、

果実・きのこを中心とした農産加工品開発やその機能性

研究、花き及びきのこの優良品種育成等の研究を行って

いる。また、農業開発研究部には、3 名のスタッフから

なる食品安全管理室を設置し、県内の農協グループが出

荷する農産物や農産加工品の安全性・品質評価も引き受

けている。

3 （社）長野県農村工業研究所の取組み 

3.1. 長野県農産加工品開発推進協議会

（社）長野県農村工業研究所は、2003 年 5 月に、県内

食品メーカーとの連携による研究開発を推進することを

目的として、長野県農産加工品開発推進協議会を立ち上

げた。会員構成は、食品メーカーから寿高原食品株式会

社、デイリーフーズ株式会社、長野興農（株）、新進漬物

株式会社、技術指導及び事務局を担当する（社）長野県

農村工業研究所、商品評価や商品 PR の場の提供として

長野県園芸特産振興展1協議会の 6 者である。

1
園芸特産振興展品評会は、長野県内で生産される園芸作物及

び園芸加工品を対象とした品評会で、近年の多様化する消費者

（社）長野県農村工業研究所が持つ技術シーズを活用

した商品開発を各食品メーカーと連携して行うという取

組みである。（社）長野県農村工業研究所に研究蓄積があ

ることもあって、長野県産の農畜産物として代表的な果

実、野菜、きのこを利用した新商品開発の事例が多い。

共同開発を行う食品メーカーは、（社）長野県農村工業研

究所の製品試作室を利用して、技術指導も仰ぎながら行

うことができる。試作品の成分分析等も、（社）長野県農

村工業研究所の役割である。これらの取組みが高じて、

2005 年度より長野県食料産業クラスター協議会の事務

局も担うことになったのである。

左から長野興農（株）の田口 計哉氏、（社）長野県農村

工業研究所の深井 洋一氏、竹内 正彦氏、長野興農（株）

岡澤 由晃氏

（社）長野県農村工業研究所の研究開発体制

農業開発研究部（8名） 

・ 農業バイテク利用開発（花き） 

・ 農産物の高付加価値化技術開発（農産加工品開発及び機能

性研究） 

・ 農産物の安全性及び品質評価（食品安全管理室3名） 

きのこ開発研究部（6名） 

・ きのこ優良品種育種 

・ きのこ新品目及び新品種の培養法の確立 

・ きのこ培地の開発 

志向・市場性等に対応できる園芸特産物の開発や生産加工技術

の向上を目的としている。園芸加工品の部、漬物類の部、鉢花

類の部、寒天の部、くだものの部を設け、毎年 9～11 月にかけ

て行われている。協議会の事務局は長野県農政部園芸畜産課に

置かれている。

社団法人長野県農村工業研究所の技術シーズを活用した新商品開発の取組み

～果実・きのこクラスター～
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（社）長野県農村工業研究所の製品試作室に置かれてい

る機器類（手前にあるのが、利用頻度の高い多目的真空

調理装置である）

3.2. 食料産業クラスター事業の推進

（社）長野県農村工業研究所は、2005～2006 年度の間、

長野県食料産業クラスター協議会の事務局も兼ね、食料

産業クラスター事業を利用した商品開発を長野県農産加

工品開発推進協議会のメンバーとともに行った。これら

の商品開発において、県産果実のピューレ、シラップ漬

け、エキス抽出、県産きのこのペースト化の技術支援、

成分分析、安全性検査等の支援を行っている。2007 年度

からは、食料産業クラスター事業を利用して商品開発を

行いたいという企業が広範囲に渡るようになったので、

より広い分野で連携を構築している（社）長野県食品工

業協会の方に事務局を譲ることになった。（社）長野県農

村工業研究所は、立ち上げ期の長野県食料産業クラスタ

ー協議会の基礎をつくったといえる。事務局を移管した

後も、長野県農産加工品開発推進協議会のメンバーを主

体とした果実・きのこ加工クラスターの取組みを中心に

なって引っ張っている。

果実・きのこ加工クラスターの取組みでは、商品開発

に取り組む企業が、年に 3 回程度全体で集まる機会を持

っている。食料産業クラスター事業が始まると、まず、

開発予定商品に類似する市販品の調査を行う。7 月～8
月に 70～80 個の市販品を集め、食味やデザイン等の評価

を行い、自分たちの取組みでは、具体的に何をどのよう

に開発していくかという計画をメンバー全員で議論しな

がら立てる（開発製品検討会）。その後の商品開発は、基

本的には個々の企業が行う。研究開発体制の整っていな

い企業であっても、（社）長野県農村工業研究所と研究設

備の年間使用契約等を結び、開発協力を得られる状況に

ある。2 度目の会合（12 月頃）では、商品開発の途中経

過を報告し、品評会のような形で各企業が開発した商品

について意見交換やアドバイスを行う（開発製品発表会）。

そして、3 月頃に最後の検討会を開催し、最終的な報告

を行うとともに、来年度に向けて、各企業からの取組み

長野県食料産業クラスター協議会
事務局：（社）長野県食品工業協会

長野県農産加工品開発推進協議会
事務局：（社）長野県農村工業研究所

寿高原食品（株）
新製品開発（果実等によるジャ
ム、ジュース）

デイリーフーズ（株）
新製品開発（果実等による果
肉製品）

長野興農（株）
新製品開発（果実等による
ジュース、きのこ山菜加工）

新進漬物（株）
新製品開発（野菜等による漬
物）

長野県園芸特産振興展協議会
事務局：長野県農政部園芸畜産課

商品評価
商品PRJA全農長野

JAグループとの連携

連携

技術指導、成分分析
新製品開発支援

連携

果実・きのこ加工クラスター

長野県農産加工品開発推進協議会の構成

食料産業クラスター事業を利用した長野県農産加工品開発

推進協議会メンバーの商品開発

実施企業 開発製品 

2006 年度 

寿高原食品（株）、（社）

長野県農村工業研究所 

黄金桃果肉製品（ピューレ、シラッ

プ漬け、高品質果汁製品） 

長野興農（株）、（社）長

野県農村工業研究所 

プルーン、ブルーベリー、黄金桃の

抽出エキス 

長野興農（株）、デイリ

ーフーズ（株）、（社）長

野県農村工業研究所 

エノキダケペーストの開発と飲料・

ジャムへの利用 

新進漬物（株） エリンギの醤油漬け 

2007 年度 

長野興農（株）、デイリ

ーフーズ（株）、（社）長

野県農村工業研究所 

長野県産プルーン、黄金桃を使用し

た高品質の低糖度ジャムの開発 

新進漬物（株）、（社）長

野県農村工業研究所 

きのこを使用し、優れた食感を活か

した漬物製品を開発 

長野興農（株）、（社）長

野県農村工業研究所 

県産エノキダケを使用し、エノキダ

ケの機能性成分を強化した高品質な

め茸を開発 

長野興農（株）、寿高原

食品（株）、（社）長野県

農村工業研究所 

県産きのこをペースト化し、ペース

トを使用した加工食品（飲料、スー

プ、アイスクリーム等）を開発 

計画の説明や JA 全農長野からの情報提供（加工用原料

の供給体制や規格外品の発生見込み）をしてもらう。

4 長野興農（株）との連携による取組み 

長野興農（株）は、JA 全農長野で生産された長野県産

農産物を飲料や缶詰・ビン詰に加工する食品メーカーで

ある。（社）長野県農村工業研究所では、製品化に際して

の技術指導や新商品開発支援を常日頃から行っている。

そのため、長野興農（株）と（社）長野県農村工業研究

所の間では、既に密接な連携が構築されている。



82 8382 83

長
野
県

Food Marketing Research & Information Center 

- 83 - 

4.1. 

2006
2,112 68

JA

215g 2,100
5,000

4.2. 

JA

4

JA

2007 3.2ha 100
10ha 200

JA

JA
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るという作業が重要だ」という。現時点では、事業者へ

の普及はある程度進んできた。今後は、一般の消費者に

おいしさを知ってもらうような活動をもっと増やすこと

で、需要を喚起し、県産小麦利用拡大を目指そうと考え

ているそうだ。

2 月に行われたこだわり食品フェアにて 

（長野県食料産業クラスター協議会の傘のもと、2 社が

肩を並べて出展している） 

5 連携による効果 

通常、ライバル会社に動きを教えたくないということ

から、県内同業者が連携するのは難しい。柄木田製粉（株）

と日穀製粉（株）においても、これまで連携した取組み

を行うということは少なかったが、県産小麦利用の活動

をきっかけに、互いに手を取り合って行こうという考え

に至った。クラスター事業を始めたことで、県の情勢な

どもこれまで以上にみえるようになったそうである。国

や農協、生産者に対しても、連携して必要なことを進言

していこうという体制ができてきたそうだ。

企業として県内小麦の生産が安定していないという

ことは悩ましいところであるが、クラスター事業を始め

たことで生産者との結びつきは強くなり、県内小麦産地

を拡大することもできた。A コープなど新たな販売チャ

ネルの開拓にもつながった。また、農業改良普及センタ

ーとは以前から付き合いがあったが、クラスターの取組

みでより深くものが言えるようになったそうだ。

それに加え、今までは付き合いの少なかった 2 社間で

も取引が始まった。柄木田製粉（株）は、小規模粉砕に

も対応できる石臼製粉機を導入しているため、日穀製粉

（株）で利用するユメアサヒ、ハナマンテンも含めて、

柄木田製粉（株）で製粉されている。また、日穀製粉（株）

は柄木田製粉（株）にはない蕎麦ラインナップの強みを

生かし、柄木田製粉に蕎麦粉を提供している。

このように、同業者同士との結びつきが強まったこと、

そしてその結びつきがさらなる連携体制へと広がってい

ったことは、クラスター事業を通じての大きな効果とい

えるだろう。 

6 今後の展開 

世界的な異常気象による不作、新興国の人口増や経済

発展による需要の拡大、さらにはバイオエネルギー向け

に消費される穀物が増加した一昨年以降、外国産小麦の

価格が急騰し、国産小麦に割安感が出て需要が一気に高

まった。国内全体でみても、供給が追いつかない状況だ。

製粉クラスターとしては、これを機にさらなる販売展開

へと進めていきたいところだが、県内小麦の量は不足し、

それに対応できる基盤が整っていない。

しかしながら、長野県では製粉クラスターやユメセイ

キ産地化推進会議での取組みを通じて、県産小麦に興味

を示してくれる人も増えている。製粉クラスターでは、

今後も生産者、製粉会社、製パン・製麺業者、飲食店、

地元消費者などと手を取り合い、引き続き県産小麦の産

地化推進に向けた取組みを続けていきたいと考えている

そうだ。

【お問い合わせ】

柄木田製粉株式会社

〒388-8004 長野県長野市篠ノ井会 30 番地-2
TEL 026-292-0890 (代表) FAX 026-293-2206
URL http://www.karakida.co.jp/

日穀製粉株式会社

〒380-0823 長野県長野市南千歳一丁目 16 番地 2
TEL 026-228-4145（代表） FAX 026-228-4952
URL http://www.nikkoku.co.jp/

（文：社団法人食品需給研究センター 松崎 朋子）

◇

◇

◇



86 8786 87

長
野
県

Food Marketing Research & Information Center
食料産業クラスター ～関連情報（ルポ）～

- 87 -

るという作業が重要だ」という。現時点では、事業者へ

の普及はある程度進んできた。今後は、一般の消費者に

おいしさを知ってもらうような活動をもっと増やすこと

で、需要を喚起し、県産小麦利用拡大を目指そうと考え

ているそうだ。

2 月に行われたこだわり食品フェアにて 

（長野県食料産業クラスター協議会の傘のもと、2 社が

肩を並べて出展している） 

5 連携による効果 

通常、ライバル会社に動きを教えたくないということ

から、県内同業者が連携するのは難しい。柄木田製粉（株）

と日穀製粉（株）においても、これまで連携した取組み

を行うということは少なかったが、県産小麦利用の活動

をきっかけに、互いに手を取り合って行こうという考え

に至った。クラスター事業を始めたことで、県の情勢な

どもこれまで以上にみえるようになったそうである。国

や農協、生産者に対しても、連携して必要なことを進言

していこうという体制ができてきたそうだ。

企業として県内小麦の生産が安定していないという

ことは悩ましいところであるが、クラスター事業を始め

たことで生産者との結びつきは強くなり、県内小麦産地

を拡大することもできた。A コープなど新たな販売チャ

ネルの開拓にもつながった。また、農業改良普及センタ

ーとは以前から付き合いがあったが、クラスターの取組

みでより深くものが言えるようになったそうだ。

それに加え、今までは付き合いの少なかった 2 社間で

も取引が始まった。柄木田製粉（株）は、小規模粉砕に

も対応できる石臼製粉機を導入しているため、日穀製粉

（株）で利用するユメアサヒ、ハナマンテンも含めて、

柄木田製粉（株）で製粉されている。また、日穀製粉（株）

は柄木田製粉（株）にはない蕎麦ラインナップの強みを

生かし、柄木田製粉に蕎麦粉を提供している。

このように、同業者同士との結びつきが強まったこと、

そしてその結びつきがさらなる連携体制へと広がってい

ったことは、クラスター事業を通じての大きな効果とい

えるだろう。 

6 今後の展開 

世界的な異常気象による不作、新興国の人口増や経済

発展による需要の拡大、さらにはバイオエネルギー向け

に消費される穀物が増加した一昨年以降、外国産小麦の

価格が急騰し、国産小麦に割安感が出て需要が一気に高

まった。国内全体でみても、供給が追いつかない状況だ。

製粉クラスターとしては、これを機にさらなる販売展開

へと進めていきたいところだが、県内小麦の量は不足し、

それに対応できる基盤が整っていない。

しかしながら、長野県では製粉クラスターやユメセイ

キ産地化推進会議での取組みを通じて、県産小麦に興味

を示してくれる人も増えている。製粉クラスターでは、

今後も生産者、製粉会社、製パン・製麺業者、飲食店、

地元消費者などと手を取り合い、引き続き県産小麦の産

地化推進に向けた取組みを続けていきたいと考えている

そうだ。

【お問い合わせ】

柄木田製粉株式会社

〒388-8004 長野県長野市篠ノ井会 30 番地-2
TEL 026-292-0890 (代表) FAX 026-293-2206
URL http://www.karakida.co.jp/

日穀製粉株式会社

〒380-0823 長野県長野市南千歳一丁目 16 番地 2
TEL 026-228-4145（代表） FAX 026-228-4952
URL http://www.nikkoku.co.jp/

（文：社団法人食品需給研究センター 松崎 朋子）

◇

◇

◇
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1 はじめに 

長野県南部地域には、上伊那地域1、飯伊地域を中心と

した食品企業と上伊那郡南箕輪村に所在する信州大学農

学部が連携した信州機能性食品開発研究会があり、地元

食品産業と大学の技術シーズをマッチングさせる活動を

行っている。

その取組みを取材するために、2008 年 9 月 30 日、信

州大学農学部を訪れ、食料保健機能開発研究センターの

大谷 元 センター長、藤井 博 専任教授、中村 浩蔵 専

任准教授、清水 義治 産学連携コーディネーター及び信

州機能性食品開発研究会の事務局を担当している財団法

人長野県テクノ財団 伊那テクノバレー地域センターの

福澤 幹雄 テクノコーディネータと意見交換を行った。

2 食料保健機能開発研究センターの取組み 

信州大学大学院農学研究科には、「食料の持つ健康保

持機能に着目し、機能性を付加した食料の開発、製品化

に関する教育・研究を展開すること」を目的とした独立

専攻「機能性食料開発学専攻」が 2001 年 4 月に設置され

ている。機能性食料開発学専攻は、新たな食品素材の発

掘から食品業界における新商品開発までの一連の流れを

意識した（育てる→調べる→創る→活かす）、機能性食料

育種学、食料機能解析学、食料機能開発学、機能性食品

創製学の 4 つの講座からなりたっている。

機能性食料開発学専攻の設置は、機能性食品の研究を

信州大学農学部の中核的研究分野にするという姿勢の表

れであり、その方向に沿い、外部機関との研究開発の推

進や地域社会からの技術相談に対する拠点施設として、

食料保健機能開発研究センターを 2006 年 2 月に発足し

た。

食料保健機能開発研究センターは、大谷センター長の

もと、開発研究部門と産学連携受託部門を置いている。

開発研究部門に専任教員を 2 名（藤井氏、中村氏）、産学

連携受託部門の産学連携支援分野に専任のコーディネー

ターを 3 名（清水氏他）配置している。開発研究部門で

は、保健機能物質のスクリーニング、合成・生産・製造、

構造解析、機能メカニズムの解明などに関する研究を推

進している。また、様々な分析機器を取り揃えているの

1
上伊那地域は、伊那市、駒ヶ根市と上伊那郡からなる地域で、

飯伊地域は飯田市と下伊那郡からなる地域である。中央アルプ

スと南アルプスの間を流れる天竜川沿いの盆地で伊那谷と呼ば

れている。

で、産学連携オープンラボとして、民間企業等の研究者

がセンターの機器を利用して研究開発を推進することが

できるようにしている。産学連携受託部門は、民間企業

と農学部との共同研究や受託研究、センターの分析機器

を活用した各種機能評価分析に関する相談窓口である。

機能性食料開発学専攻の講座概要

講座 教育・研究内容

機能性食料育種学（基幹講座）

テーマ： 育てる

食資源の探索

遺伝子の解析

新品種の育成

食料機能解析学（基幹講座）

 テーマ： 調べる

生体調節機構の解析

機能発現手法の開発

機能発現成分の解析

食料機能開発学（基幹講座）

 テーマ： 創る

機能性食品の開発

動物実験による効能の確認

安全性の確認

機能性食品創製学（連携講座）

 テーマ： 活かす

医学・食品分野との連携

保健食料の実用化

食料保健機能開発研究センターの業務内容

開発研究部門 

・ 保健機能物質のスクリーニング、合成・生産・製造、構造

解析、機能メカニズムの解明などに関する研究の推進 

・ 外部研究者が使用できるスペースとして産学連携オープ

ンラボを設置 

産学連携受託部門 

① 機能評価分析分野 

・ 生物学的調査（細胞・遺伝子解析） 

・ 生理活性の調査（各種活性の測定） 

・ 機能性成分の分析・定量（分光分析、HPLC、MS他） 

・ 有効成分の分子構造解析（NMR、MS、FTIR 他） 

② 産学連携支援分野 

・ 共同研究、受託研究等の相談窓口 

・ 知的財産の権利化・管理・運用 

信州大学農学部の技術シーズを活用した地域連携推進の取組み

～信州機能性食品開発研究会～
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3.1. 

2

2002 3

22 5
8 3
3 2

2007 3 5
5

31

9

3.2. 

5

1 1

2007 6 29

                                                                
2

2001 4
5

2007

20,000

2008 9 25 45
8 25

信州大学

食料保健機
能開発研究
センター

企業A

企業B

企業C

企業D

企業E

企業F

信州機能性食品
開発研究会

会長：会員企業の互選
専務理事：農学研究科教員
事務局：伊那テクノバレー

共同研究費
・試薬の購入
・学生への謝金
・機器維持費

共同研究契約
（信州機能性食品開
発研究会会長と食料
保健機能開発研究セ
ンター長を担当者）

入会
・研究会費
・試料分析を希
望する場合は
分析費をその
都度納入

分析結果
・依頼企業に直接
分析結果を報告
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10
10

5
3

7

2007 8
2008 9 6

7

9 30

399-4598 8304

TEL/FAX 0265-77-1638 

TEL 0265-77-1647 FAX 0265-77-1315 
URL http://crefas.shinshu-u.ac.jp/ 

399-4501 2415-6

TEL 0265-76-5668 FAX 0265-73-9023 
URL http://www.valley.ne.jp/~ina-tec/
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2.1. 

2.2. 

2006 2 1

25

2

                                                                
1

2.3. 

2.4. 

100%

クラスター事業にて商品開発されたこうや豆腐と熟成豆腐

チーズ「芳醇醍醐丸」

登喜和冷凍食品（株）

養命酒製造（株）

　研究会開催

商品化バックアップ

信州機能性食品
開発研究会

（研究機関）

長野県食料産業
クラスター協議会

（支援機関）

商品開発

熟成豆腐チーズ「芳醇 醍醐丸」ができるまで
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2.5. 

2.6. 

4

5

2008 9

in Tokyo
5

1000

2.7. 

396-0026 5057
TEL0265-72-7277 FAX0265-78-1944
URL http://www.tsuruhabutae.co.jp/ 
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1 はじめに 

長野県は、東西に約 120km、南北に約 212km と南北に

長く、耕地は標高 260m から 1,490m に分布し、その高低

差は 1,200m におよんでいる。そのため、気候・風土の

地域差が大きく、それぞれ地域の立地条件に適した農林

産物が生産されてきた。県行政における地域区分でみて

も、北から、北信、長野、大北、上小、松本、佐久、諏

訪、上伊那、木曽、飯伊の 10 地域におよぶ。農林産物の

生産量で全国 1 位となっている品目も多く、北信、長野

地域が主産地の巨峰（ぶどう）、長野、佐久地域が主産地

のプルーン、佐久、上小、松本地域が主産地の白菜とレ

タス、諏訪、松本地域が主産地のセロリとパセリ、松本、

上伊那、上小地域が主産地の加工用トマト、北信、長野

地域が主産地のえのきたけ、ぶなしめじなどがある。冷

涼な気候を生かした花きも盛んで、カーネーション、ト

ルコギキョウ、アルストロメリアの生産量も全国 1 位で

ある。このように、気候・風土を生かし園芸王国として

の地位を築いている。

長野県食料産業クラスター協議会の設立は 2006 年 2
月 20 日で、食料産業クラスター事業が開始された平成

17 年度から、長野県産農林産物を利用した数々の新商品

開発に取り組んでいる。平成 17 年度事業では 2 件、平成

18 年度事業では 3 件、平成 19 年度事業では 10 件の商品

開発を実施した。2005～2007 年度までの 3 年間で計 15
件もの商品開発を実施している都道府県は、計 21 件の山

形県以外にはなく、協議会を中心とした食料産業クラス

ターの取組みとしては、非常に先進的な地域である1。

本稿では、長野県食料産業クラスター協議会を中心と

した食料産業クラスターの取組みについて、Michael E
Porter のダイヤモンドモデルにもとづく要素条件、需要

条件、支援産業・関連産業及び企業戦略・構造・競合関

係の 4 つの視点から分析し、ポテンシャルの整理及び今

後の可能性を検討する。

1 山形県に関しては、昨年度、既に調査を実施している。

2 要素条件 

長野県における要素条件としては、豊富な農林産物と

いう地域資源、大学・研究機関等の技術シーズ、長野県

における制度としてのインフラ整備状況、という観点か

ら整理した。

2.1. 地域資源

長野県では、果樹、野菜、花き、きのこ等の園芸作物

の生産量が多い。長野県のシェアが全国 1 位の園芸作物

を挙げると、果樹は巨峰、プルーン、あんず、くるみ、

ブルーベリー、かりん（まるめろ）、野菜ははくさい、レ

タス、セロリ（セルリー）、加工用トマト、パセリ、漬け

菜（みずなを除く）、花きはカーネーション、トルコギキ

ョウ、アルストロメリア、きのこはえのきたけ、ぶなし

めじ、まつたけ、なめこと相当の品目が挙がる。加工食

品では、寒天、味噌、ジュース、野菜缶詰（瓶詰・つぼ

表 1 長野県のシェアが全国1位の産業 

農林水産物

果樹 巨峰、プルーン、あんず、くるみ、ブルーベリー、

かりん（まるめろ）の生産量

野菜 はくさい、レタス、セロリ（セルリー）、加工用トマ

ト、パセリ、漬け菜（みずなを除く）の生産量

花き カーネーション、トルコギキョウ、アルストロメリ

アの生産量

きのこ えのきたけ、ぶなしめじ、まつたけ、なめこの生産

量

その他 岩魚の内水面漁業漁獲高、うさき飼養羽数、みつば

ち飼養者・ほう群数

加工食品

寒天、味噌、ジュース、野菜缶詰（瓶詰・つぼ詰を含む）、凍り

豆腐の出荷額、乾そばの生産量

工業製品

小型モータ（３Ｗ未満）、顕微鏡・拡大鏡、眼鏡レンズ（コンタ

クトレンズ含む）、ギター（電気ギター含む）、縫針・ミシン針

の出荷額、打上花火等の生産額

資料：長野県の HP http://www.pref.nagano.jp/

長野県における食料産業クラスターの条件分析

（平成 20 年度 現地調査結果） 
  

社社団団法法人人  食食品品需需給給研研究究セセンンタターー  研研究究員員  藤藤科科  智智海海
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22
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122

事業年度 開発のコア企業・団体 開発商品 概要

H19 年度
長野興農 (株 )

黄金桃とプルーンの高品質・低糖度ジャム
長野産のプルーンや黄金桃等の果実を使用し、果実の色や風
味を活かした高品質な低糖度ジャムを開発デイリーフーズ (株 )

H19 年度 新進漬物 (株 ) きのこの新食感漬物
きのこ新品種「バイリング」を使用し、優れた食感を活かし
た漬物製品を開発

H19 年度 長野興農 (株 ) エノキ茸の高品質なめ茸
県産エノキダケを使用し、エノキダケの機能成分を強化した、
高品質なめ茸を開発

H19 年度
長野興農 (株 )
寿高原食品 (株 )

きのこペースト 県産バイリングをペースト化し、ペーストを使用した加工食
品（飲料、スープ、アイスクリーム等）の開発きのこペースト飲料等

H19 年度
柄木田製粉 (株 )
日穀製粉 (株 )

県産小麦をブレンドした 100％県産の小麦粉
県産硬質小麦「ユメアサヒ」、超強力小麦「ハナマンテン」、
低アミロース小麦「ユメセイキ」をブレンドした１００％県
産の小麦粉を開発。パン、麺等の製造用の小麦粉とした。

県産硬質小麦の全粒粉
県産硬質小麦を使用し、ミネラルや繊維を美味しく摂取でき
る硬質小麦の全粒粉を開発

α化発芽小麦粉とそのお粥
県産小麦「ユメセイキ」を使用したα化発芽小麦粉の開発と、
α化発芽小麦粉のお粥を開発

H19 年度 (株 )おびなた 北信濃産のそば菓子 (饅頭、焼き菓子）
北信濃産のそばを使用し、付加価値の高い饅頭、焼き菓子を
開発

H19 年度 丸昌稲垣 (株 ) 米と発芽玄米を使用した甘味食材と甘味飲料
長野産米と機能性のある発芽玄米を使用し、高濃度で砂糖の
代替甘味料となる甘味食材や、ドリンクタイプの甘味飲料を
開発

H19 年度 登喜和冷凍食品 (株 ) 高品質高野豆腐、熟成豆腐チーズ
需要が低迷する凍り豆腐の製造方法を見直し、長野産大豆を
使用した高品質な高野豆腐や、熟成豆腐チーズを開発

H19 年度 八光食品工業 (株 )
高品質なおからを使用した加工食品
（うの花そば餅）

長野産大豆を使用し、濃い豆乳を使用した高品質な豆腐製造
の副産物として発生するおからを使用した、加工食品（うの
花そば餅）を開発

H19 年度 (有 )宮城商店 山口大根（辛味大根）の漬物（味噌漬）
長野の伝統野菜「山口大根（辛味大根）」を使用した漬物（味
噌漬け）を開発。山口大根の復活と消費の拡大を図る。

H18 年度
寿高原食品 (株 )
デイリーフーズ (株 )

信州産果実（黄金桃、ブルーベリー）の高品質果
汁エキス

信州産黄金桃、ブルーベリーを使用し、果皮の色や風味を活
かした高品質果汁エキスの開発

黄金桃の高品質ゼリー
黄金桃の高品質果汁と果肉のシロップ漬けを使用した高品質
ゼリーの開発

H18 年度
長野興農 (株 )
デイリーフーズ (株 )

信州産エノキ茸ペースト
県産エノキダケを使用し、エノキダケの白色を活かしたペー
スト化技術の確立

H18 年度
柄木田製粉 (株 )
日穀製粉 (株 )

ユメセイキ(低アミロース小麦)を使用したうどん
温かい麺でも粘弾力に優れるうどん小麦粉 (更科のめぐみ）
やうどん (信州の夢うどんの改良）の開発及び製法の確立

ユメアサヒを使用したパン用粉及びパン
ユメアサヒ、ハナマンテンを単独でロール製粉したことによ
りできるパン用に適した小麦粉及び、パンの開発

ハナマンテンを使用したラーメン用粉及び中華麺
ユメアサヒ、ハナマンテンを単独でロール製粉したことによ
りできる中華麺に適した小麦粉及び、中華麺の開発

H17 年度
新進漬物 (株 )
デイリーフーズ (株 )

きのこ類漬物（エリンギ醤油漬物）
きのこ類の消費の低迷する春夏期のきのこ利用法を検討。ブ
ナシメジ、エリンギ等の漬物は原料の風味、食感を生かした
製品開発

きのこ、果物味噌
信州産味噌にきのこ及び果実類を合わせた新製品及びきのこ
と果実による新しいタイプのジャム製品の開発

H17 年度
長野興農 (株 )
寿高原食品 (株 )

きのこと山菜の炊き込みご飯の素 県産きのこ使用の炊き込みご飯の素の開発

なめ茸ほか調味加工製品（新食感なめ茸） えのきたけでは数十年続いているなめ茸製品に代わる開発品

信州産果実（プルーン）の高品質果汁エキス
信州産プルーンを使用し、果皮の色や風味を生かした高品質
果汁のエキス

果物・野菜・米ミックス天然飲料
県産「野菜」「果物」米糖化液を利用して、無添加化した高
品質の『混合飲料』の開発、販売展開等
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よう）を開発している。そばの製粉・製麺を業とする株

式会社おびなたは自社で生産したそばを利用したそば菓

子を開発している。漬物メーカーの有限会社宮城商店で

は、上田市山口地区に伝わる伝統野菜を利用した山口大

根の味噌漬を開発している。

 長野県は、日本の屋根ともいわれる日本アルプスをは

じめとする山々が連なっており、観光地としての魅力も

ある。豊な自然環境を有し、水源も豊富にあることから、

水を多く利用する産業の集積が見られる。小型モータ（３

Ｗ未満）、顕微鏡・拡大鏡、眼鏡レンズ（コンタクトレン

ズ含む）の出荷額が全国 1 位であることからも、水を大

量に必要とする精密機械工業が盛んである。加工食品で

も、きれいな水を必要とする凍み豆腐メーカーが 4 社も

存在し、国内の凍み豆腐生産量の大部分を占めている。

2.2. 技術シーズ

食品関係の研究者を有する大学としては信州大学が

ある。上伊那郡南箕輪村に位置する農学部の大学院には、

「食料の持つ健康保持機能に着目し、機能性を付加した

食料の開発、製品化に関する教育・研究を展開すること」

を目的とした独立専攻「機能性食料開発学専攻」がある。

この教員の持つ技術シーズを、上伊那、飯伊地域を中心

とした食品企業の産業ニーズにマッチングさせることを

目的とした信州機能性食品開発研究会が 2002 年 3 月か

ら活動をしている。信州大学は、長野市に工学部、上田

市に繊維学部、松本市に医学部と学部ごとに所在地が異

なり、それぞれの学部に食品関係の研究者が数人は所在

している。

その他の大学では、松本大学人間健康学部健康栄養学

科（松本市）、長野県短期大学生活科学科健康栄養専攻（長

野市）、長野女子短期大学生活科学科食物栄養専攻（長野

市）、飯田女子短大家政学科食物栄養専攻（飯田市）に管

理栄養士コースがあり、管理栄養学の研究者が所在して

いる。これまで、これらの大学と連携して食品開発を行

ったという話は聞かないが、地域の食文化や食生活に関

する取組みを行う際には、連携の可能性がある。

長野県の公的試験研究機関としては、長野県工業技術

総合センター（長野市）に食品技術部門があり、商品開

発支援を行っている。特産果実・野菜の抗酸化性研究の

他、醤油、野沢菜漬、清酒、そば等の地域素材利用に関

する技術シーズを保有している。長野県農業総合試験場

では、果樹や畜産、小麦、花き等の品種開発が行われて

いる。県産小麦を利用した柄木田製粉株式会社と日穀製

粉株式会社の製粉クラスターの取組みでは、長野県農業

総合試験場の農事試験場（須坂市）で育成された小麦品

種を利用している。登喜和冷凍食品（株）の県産大豆を

利用した新商品開発では、長野県農業総合試験場の中信

農業試験場（塩尻市）で育成された大豆を利用している。

民間の試験研究機関としては、JA 全農長野グループの

社団法人長野県農村工業研究所（須坂市）がある。主に、

果実・きのこを中心とした農産加工品開発やその機能性

研究、花き及びきのこの優良品種育成等の研究を行って

いる。JA 全農長野が生産する農産物の加工利用に向けた

研究である。

2.3. 長野県における制度としてのインフラ整備状況

長野県農政部農業政策課農産物マーケティング室で

は、数年前より長野県オリジナルの食材をブランド化す

る取組みを実施している。来歴、食文化、品種特性とい

う 3 つの基準を満たしたものを認定する信州の伝統野菜、

長野県水産試験場が開発した養殖専用の信州サーモン、

長野県畜産試験場が開発した信州黄金シャモ、長野県果

樹試験場が開発したぶどう「ナガノパープル」、りんご「シ

シナノスイート」、「シナノゴールド」、「秋映」等を長野

県のオリジナルの食材して、ブランド化しようという取

組みである。加工食品に関しても、長野県原産地呼称管

理制度を設け、①長野県産の原料を使って県内で生産さ

れていること、②品目ごとに定められた厳しい品種基準

を満たしていること、③官能審査の 3 つの基準を満たし

たものに、認定マークと生産情報が表示している。これ

までに日本酒、焼酎、ワイン、シードル及び加工品では

ないが米の 5 品目が対象となっている。

（有）宮城商店では、認定された信州の伝統野菜「山

口大根」を利用した商品開発を実施している。食品企業

にとって、それらを利用することで、加工食品の付加価

値を高めることができる可能性がある。このように制度

としてのインフラ整備が長野県では進んでいる。

3 需要条件 

需要条件の検討は、想定している市場に応じて行う必

要がある。通常は、地域需要がどのくらいあるのかを分

析するのが基本であろう。しかし、商品によっては地域

需要にとどまらない需要を見越した戦略をとる必要もあ

る。本節では、地域需要を意識した取組みを行っている

事例と地域外需要を意識した取組みを行っている事例に

おける販売戦略を検討する。

3.1. 地域需要と販売戦略

2007 年の総務省「家計調査」では、県庁所在地別の 1
世帯当たり年間の品目別支出金額を見ることができる。

県庁所在地のデータであるが、長野県の地域需要を反映

したものと考え、表 3 に、長野市の品目別の順位が 1～3
位のものを取り上げて示した。

小麦粉の消費量が 1 位となっている。長野県には野菜

や小豆で作った餡を小麦粉で包んで焼いた「おやき」と

いう伝統食があり、それを家庭で作ったり、うどんを打

って食べるという食文化があることが影響していると思

われる。柄木田製粉株式会社の宮崎氏によると、地元で

採れる山菜や野菜を家庭で天ぷらにして良く食べるとい

う習慣もあるそうである。小麦粉の消費量とともに食用
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油の消費量が 1 位になっていることからも、天ぷらの家

庭での調理回数が多いことが推測される。このような地

域需要を意識した販売戦略をとっているのが、製粉クラ

スターとして協力して商品開発を行っている柄木田製粉

（株）と日穀製粉株式会社である。両社は、開発した県

産小麦粉を利用するうどんやラーメン作りの教室を県内

各地で開催して、家庭での消費需要を喚起しようとして

いる。日穀製粉（株）が開発した地粉おやき専用粉も、

まさに長野県の地域需要を狙ったものといえる。それ以

外にも、製粉クラスターでは、県産小麦を使用したそば

つなぎ用、パン用、ラーメン用の小麦粉の開発など、家

庭消費と飲食店等の実需を狙った商品展開を図っている。

また、家計調査では、他のきのこ（生しいたけ以外）

の消費量が 2 位となっている。えのきたけ、ぶなしめじ、

まつたけ、なめこの生産量が全国 1 位ということもあり、

長野県ではきのこの消費量が多く、そのような地域需要

を狙った商品開発の事例もある。新進漬物株式会社のき

のこの新食感漬物及びエリンギの醤油漬け、長野興農

（株）のエノキダケの高品質なめ茸、長野興農（株）と

デイリーフーズ株式会社によるエノキダケペースト等で

ある。

さらには、長野興農（株）のプルーンの高品質エキス、

寿高原食品株式会社とデイリーフーズ（株）の黄金桃、

ブルーベリーの高品質エキスなどは、消費量の多いケー

キの原料に利用するといったことも考えられる。

ある品目に地域需要があるというのは、その地域の消

費者や実需者が、その品目に関する商品を見る目が肥え

ているということを意味しているのではないだろうか。

まさに当該地域が持つ武器といえよう。そのような品目

に関する商品開発を行えば、地域需要が期待できるとと

もに、目の肥えた消費者や実需者に鍛えられ、よりレベ

ルの高い商品になる可能性が高い。家計調査の結果から

見ると、ブランド化を進めようとしている信州サーモン、

りんご新品種を利用した商品開発や、ソーセージや牛乳

等の酪農関連商品の開発等が考えられるであろう。

3. 2. 地域外需要を見据えた販売戦略

長野興農（株）が長野県農村工業研究所と連携して開

発したプルーンの高品質エキスは、市販のプルーンエキ

スが外国産の乾燥プルーンを使用しているのに対し、県

内産の生プルーンを使用しているため、品質が高いとい

う評価を受けている。長野県産の生のプルーンを洗浄・

凍結処理後に熱水抽出して、低温濃縮するという、これ

までにない製造方法をとっているので、ポリフェノール

等の成分が効率よく抽出でき、低温での濃縮のため風

味・色調が損なわれないという特徴がある。商品として

従来品より品質の高いものになっているので、一定の需

要が期待され、全国の市場への販売を考えているそうで

ある。しかし、現段階では、生プルーンの生産量が間に

合わず、需要量に応えられない状況だそうだ。

表 3 地域需要がある品目（家計調査 2007） 

品目 長野市 全国平均 

円564 円767 ）位1（粉麦小

円632,3 円469,4 ）位3（けさ

干しイワシ（3位） 688円 364 円

魚介の缶詰（3位） 2,667 円 1,943 円

ソーセージ（3位） 6,694 円 5,239 円

円193,41 円408,71 ）位1（乳牛

ブロッコリー（3位） 1,611 円 1,247 円

他のきのこ（生しいたけ以外）（2位） 5,409 円 3,933 円

りんご（2位） 10,341 円 4,560 円

円693,3 円756,4 ）位1（脂油

食用油（1位） 4,040 円 2,785 円

円184 円106 ）位2（塩食

ケーキ（2位） 8,027 円 6,115 円

他の主食的調理食品（2位） 10,535 円 8,104 円

学校給食（1位） 14,167 円 8,649 円

資料：総務省「家計調査」2007 

注：都道府県庁所在市別１世帯当たり年間の品目別支出

金額（総世帯）で、長野市が 1～3位のものを抜き出した。

また、長野地域を管轄する長野農業改良普及センター

では、管内の農業者自らが生産した農産物を、食品加工

メーカーと互いに満足できる商品につくりあげ、首都圏

の百貨店に設けたアンテナショップで販売することを目

的としたグループ「共同アンテナスペース出会いの会」

を組織している。首都圏の消費者から収集した商品の改

善点に対する意見をもとに、商品改良を進め、消費者ニ

ーズにあった商品づくりを目指す、有限会社良品工房の

共同アンテナスペース事業を活用した取組みである。

（有）良品工房が伊勢丹新宿本店に全国各地の農産物加

工特産品を並べる棚（共同アンテナスペース）を設けて

おり、そこに並べる商品のオーディションを開催してい

る。オーディション（消費者モニターによる選定会議）

を経て、合格したものだけが棚に並ぶことになる。今年

は 17 社がエントリーして、合格したものは 1 社もなかっ

たが、モニターからの商品改善のアドバイス等が得られ、

商品のブラッシュアップにつなげることができている。

パッケージデザインに関する意見が多く、首都圏の消費

者からは、信州というブランドイメージを意識した商品

が求められているようである。

全国の市場を視野に入れた販売戦略としては、プルー

ンの高品質エキスのように、他に負けないような高品質

な商品をつくるか、信州というブランドイメージを前面

に出した商品をつくるといった方法が重要になってくる

ようである。

Food Marketing Research & Information Center
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関しては、産地 JA と組んで、加工専用圃場での栽培も

始めている。長野興農（株）の信州プルーンエキスの取

組みのきっかけは、JA 全農長野の規格外品利用の要望か

らであったが、4 年前から、遊休果樹園を利用したプル

ーンの加工専用圃場で契約栽培をしてもらっている。JA
全農長野を通した面積契約で、契約した面積で取れた分

については全て買い取る形である。2007 年現在の加工専

用圃場は、3.2ha で収穫量 100ｔに満たないが、計画目標

として 10ha、収穫量 200ｔを目指している。

製粉クラスターの事例でも、生産者との連携が図られ

ている。長野県では 2 社ある製粉メーカーが県内産小麦

をほぼ全て取り扱っており、国内産麦の民間流通へ移行

もあり、生産者との関係を強めている。2004 年 1 月に小

麦産地の JA ちくま及び千曲市と共にユメセイキ産地化

推進会議を立ち上げ、県産小麦ユメセイキを利用したう

どんの開発等を行ってきた。2006 年には、食料クラスタ

ー事業を活用して、パンや中華麺にむく硬質小麦のユメ

アサヒやハナマンテンを使用した商品開発をしている。

このような取組みもあり、新たな品種の作付が増加し、

2008 年産のユメセイキ、ユメアサヒ、ハナマンテンの生

産量は 2,000ｔを超えている。製粉メーカーから生産者に

対し、作付品種や生産量の増大等の要望を伝えられるよ

うな関係が構築されている。

他の事例としては、長野市戸隠でそばの製粉・製麺を

業とする（株）おびなたは、農業生産法人としてそばの

栽培にも進出している。
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図 1 県産小麦ユメセイキ、ユメアサヒ、ハナマンテン

の生産数量の推移 

5 企業戦略・構造・競合関係 

長野県において、クラスターが形成されているといえ

る果実・きのこクラスター、製粉クラスターを中心にそ

の企業戦略・構造・競合関係を分析する。

5.1. 果実・きのこクラスターにおける企業戦略・構造・

競合関係

果実ときのこは、県内の生産量が多く、供給産業が発

達している。また、県内需要が多く需要条件も満たされ

ている品目である。さらには、それに関する技術シーズ

を持つ（社）長野県農村工業研究所があるというのも、

要素条件からの強みである。

果実飲料・きのこ瓶詰を主な業とする長野興農（株）、

業務用の果実ジャム、ペースト、フィリングの製造を主

な業とするデイリーフーズ（株）、果実飲料、ジャムを主

な業務とする寿高原食品（株）、野菜漬物・きのこ瓶詰を

主な業とする新進漬物（株）が互いに競合関係にありな

がら、（社）長野県農村工業研究所の技術シーズの利用と

いう面から協力し、共同開発を行っている。例えば、長

野興農（株）が主に開発を担当した信州プルーンエキス

は、既存商品としてカリフォルニア産プルーンを使った

エキスを販売しているデイリーフーズ（株）からしてみ

れば、ライバル商品になってしまう。企業戦略として、

競合関係と協調とを上手く使い分けているようである。

また、長野興農（株）の信州プルーンエキスは、業務用

としての引き合いも多く、今後、プルーンの生産量を拡

大することができれば、業務用への販売も検討していく

そうである。

5.2. 製粉クラスターにおける企業戦略・構造・競合関係

長野県内にある製粉メーカーは、柄木田製粉（株）と

日穀製粉（株）の 2 社のみで、県産小麦のほぼ全てが 2
社に配分される。両社は、主業務が同一で、競合関係に

ある。現在県内では、5 品種が栽培されており、少量の

生産量しかない品種もある。しかし、それぞれが特性を

持った品種であるので、その特性を生かして様々な用途

向けに小麦粉を製造しようとする場合、少量で製粉しな

ければならないことになり効率が悪い。柄木田製粉（株）

と日穀製粉（株）では、柄木田製粉（株）の方が規模が

小さく、石臼引きの小型製粉機を持っていた。そこで、

日穀製粉（株）に配分された県産小麦も、柄木田製粉の

石臼引き小型製粉機で、委託製粉してもらうことになっ

た。柄木田製粉（株）としても一定量が集まり効率的に

製粉できるようになるため、利点が大きい。

このような協力関係を持ち、両社で共同開発したのが、

パン用、中華麺用、そばつなぎ用と品種比率を考えた小

麦粉であった。ブランド名も統一して主に業務用で販売

されている。競合関係にありながら、上手く協調してい

る事例といえる。

6 長野県における食料産業クラスターの今後の

可能性 

食料産業クラスター事業を活用し、（社）長野県農村

工業研究所をコーディネーターとした果実・きのこクラ

スター、製粉メーカー2 社を中心とした製粉クラスター
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（行政）
長野県農政部
園芸畜産課

図 2 長野県の食料産業クラスターの展開フロー 
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1 熊本県食料産業クラスターの推進概況 

九州の中央部に位置する熊本は、阿蘇山麓の自然に恵

まれ、食材が豊富な地域である。熊本では、2006 年より

食料産業クラスター推進事業の取組みが行われており、

現在いくつかのクラスター商品が出来上がっている。

2008 年 6 月 12 日に熊本県食料産業クラスター協議会

を訪問し、熊本県での取組概況について、お話を伺った。

また、2008 年 7 月 14 日に熊本県合同庁舎にて開催され

た九州食料産業クラスター連絡協議会活動報告会では、

九州各県の取組みと共に、熊本の優良な事例が紹介され

た。

今回は、熊本県食料産業クラスター協議会での取組み

と活動報告会での報告を基に、熊本県で推進されている

クラスターの取組み概要と開発商品について報告する。

1.1. 熊本県食料産業クラスター協議会設立経緯

熊本県食料産業クラスター協議会の事務局が置かれ

ている熊本県工業連合会は、県内の製造業関連の企業が

290 社程集まり、業種ごとに自主的なグループ活動を行

っている。工業連合会は、県内の工業界の力を結集して

共通の課題を克服し、熊本県内工業の振興を図るととも

に地域社会の発展に貢献することを目的として設立され

ている。半導体や自動車関連産業のメーカーなどの会員

が主体となり、様々なグループ活動が行われる中、食品

メーカーも連合会内に自主的なグループ活動の一つとし

て食品グループを結成し、活動を行ってきた。

2006 年 2 月にその食品グループが基盤となり、熊本県

食料産業クラスター協議会が設立された。工業連合会の

集まりが主体だったこともあり、協議会のメンバーには、

地元の機械メーカーが入っていることも特徴的で、様々

な分野を勉強したいという意欲の高い企業も多い。

熊本県食料産業クラスター協議会事務局長 福田 克己氏

1.2. 主な取組み

熊本県食料産業クラスター協議会は、平成 18 年度よ

り人材育成と新製品開発の 2 本柱で事業を進めている。

人材育成では、セミナーの開催、クラスター商品とし

て商品展開を検討しているものに関する需要創出調査、

新製品の販売展開へ向けたフェアへの出展などを行って

いる。主なセミナーとして、年 2 回、熊本県産業技術セ

ンターのくまもと食品科学研究会と共催で、熊本県の農

産物利用拡大とブランド化を目的とした「産学官連携促

進セミナー」を開催すると共に、協議会のメンバーを対

象に研修会も行っている。

また、需要創出調査として、平成 18 年度は子供をタ

ーゲットにしたヘルシーパン及び納豆の開発に結びつく

「子供を取り巻く食環境と健康状態を把握するためのヒ

アリング調査」、平成 19 年度には「青紫蘇黒酢及び紫蘇

リキュールの需要創出を支援するための類似商品の調

熊本県食料産業クラスターの推進概況

～ 熊本県食料産業クラスター協議会の取組み ～

＜クラスター協議会の主な取組み＞

人材育成 新製品開発 

セミナー開催 

・産学官連携促進セミナー（年 2回） 

・クラスター協議会会員対象の研修会（年 1回） 

需要創出調査 

（H18 年度） 

・子供を取り巻く食環境と健康状態把握調査 

（H19 年度） 

・青紫蘇黒酢及び紫蘇リキュール類似商品調査 

（H18 年度） 

・県産小麦ヘルシーパン 

・県産大豆を利用した子供専用納豆、黒大豆納豆 

・冷凍流通に優れたいきなり団子 

（H19 年度） 

・二次加工性に優れた米粉 

・紫蘇リキュール 

・青紫蘇黒酢 

熊
本
県
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1 はじめに 

熊本県における食料産業クラスターの推進は、熊本県

食料産業クラスター協議会が中心となって進めている取

組み以外にも、熊本県産業技術センター農産加工部が中

心となって進めている先進的な取組みがある。

そこで、2008 年 7 月 15 日、熊本県産業技術センター

を訪問し、研究主幹兼農産加工部長 工藤 康文氏、農産

加工部参事 堤 えみ氏に、熊本県産業技術センター農産

加工部の食料産業クラスター形成に関する取組み概要を

お伺いした。

2 熊本県産業技術センターの組織概要 

2.1. 熊本県産業技術センターの設立

2007 年 4 月 1 日、熊本県工業技術センター、熊本県食

品加工研究所、熊本県計量検査所の 3 機関を再編・統合

し、熊本県産業技術センターが設立された。初代所長に

民間出身の柏木 正弘氏が就任したこともあり、従来の研

究開発業務を中心とした公設試験研究機関という位置づ

けではなく、「売れるものづくり」を進めるために県内企

業や農産加工グループを支える「県内産業の技術部」的

な役割を担うという目標を掲げている。

旧工業技術センターを基にした総務企画部、情報デザ

イン部、生産技術部、電子部、微生物応用部、材料開発

部、旧食品加工研究所を基にした農産加工部、旧計量検

定所を基にした計量検定部の 8 部体制となっている。こ

の内、農産加工部は、食品加工研究所時代から熊本県内

の食料産業クラスターに関する取組みを推進してきた。

2.2. 農産加工部の業務

農産加工部は、大きく分けると技術指導事業と研究開

発事業という 2 つの業務を行っており、3 名ずつ計 6 名

のスタッフを要している。技術指導事業は、加工技術向

上支援事業と食料産業クラスター形成支援事業に分かれ、

研究開発事業は試験研究と依頼分析に分かれている。民

間出身の柏木所長の意向もあり、事業の優先順位を、「1
に技術指導、2 に依頼分析、3 に試験研究」としているそ

うで、技術指導事業に 3 名のスタッフを配置して、重視

しているところに特徴がある。

加工技術向上支援事業の食品加工技術研修会は、年 4 
回、そのときの消費者ニーズに対応した加工技術や品質

管理技術に関するテーマで開催し、各回 50～70 名程度の

参加者がいる。受託研修・現地指導は、農産加工グルー

熊本県産業技術センター農産加工部の皆さん

（一番左がお話を伺った研究主幹兼農産加工部長 工藤

康文氏、左から二番目が農産加工部参事 堤 えみ氏）

熊本県産業技術センター農産加工部の業務

技術指導事業 

1 加工技術向上支援事業 

・ 県産加工組織等を対象に、売れる商品づくりに役立つ研修

や技術指導を実施 

① 食品加工技術研修会（年4回） 

② 受託研修（約60件） 

③ 現地指導（約50件） 

④ 現地対応型技術開発プロジェクト 

2 食料産業クラスター形成支援事業 

・ 食品産業での県産農産物活用促進のため、農業者等と食品

産業との連携を支援 

① 食料産業連携交流会 

② 連携による県産農産物活用新商品開発支援 

③ 食料産業クラスター形成に関する調査研究 

研究開発事業 

1 試験研究 

・ 県産農産物を利用した加工品の開発 

・ 県産農産物の加工特性の解明 

2 依頼分析 

・ 県産加工品及びその原材料の各種成分含量・生菌数等を有

料で分析 

熊本県産業技術センターの食料産業クラスター形成に関する取組み

～熊本県産農産物を活用した食品開発支援～
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プや食品製造業者からの依頼に基づいて行うもので、年

間 100 件程度（受託研修・現地指導合計）の要請に応じ

ている。それ以外にも、年間 700 件程度の電話及び来所

相談に応えており、来客のない日はないという話である。

すぐには分からない相談事項に対しても、時間をもらっ

て調べたり、他の機関を紹介したりといったフォローを

している。技術指導事業を担当している堤氏によると、

企業や農業団体からの相談は、既存の統計データでは分

からない生の話なので、それが産業技術センターの財産

となっているという。食品メーカーには、原料産地や農

業生産の現状を紹介し、農業団体には、食品メーカーの

求めている農産物の品質や形態等情報提供するなど、両

者からの相談があることによって、自然と情報が集約さ

れるので、農業産地と食品メーカーをつなぐコーディネ

ートを行っていることが多いそうである。産業技術セン

ターという立場で、技術が分かるからこそコーディネー

トができると話されていた。

 また、熊本県は、農村女性の農産加工や直売活動がと

ても盛んで、農林水産省が実施している平成 18 年度農村

女性による起業活動実態調査1では、全国 2 位となってい

る。このような結果をもたらした理由として、身近に技

術相談ができたり、研修や商品化試作に対応できる産業

技術センターの存在は大きい。

3 熊本県産業技術センター農産加工部の取組み 

3.1. 食料産業クラスター形成支援事業

平成 16 年度よりフードシステム支援事業を始め、平

成 18 年度からは食料産業クラスター形成支援事業に事

業名を替え、この間、食品産業での県産農産物活用促進

のため、農業者等と食品産業との連携を支援している。

県内の食品産業（外食、中食、製パン・製菓業）に対

し、青果物・一次加工品に対するニーズ調査を行うとと

もに、クラスター形成による県産農産物活用の商品開発

支援を行っている。熊本県産業技術センターの技術指導

やコーディネートによって、地域連携による 10 件の商品

開発が生まれている（次表）。

例えば、「くまもとの地産地消菓子」、「青みかん加工

品」は、熊本市河内町の果樹農家の女性農産加工グルー

プが開発した青みかんジュースを、洋菓子店やホテルが

菓子やデザート用素材として利用するという連続した商

品開発の取組みである。熊本県産業技術センターでは、

商品化のための加工技術や機能性分析、農産加工グルー

プと食品製造業との連携構築を支援している。

1 本調査は、農村女性による農林漁業関連起業活動の実

態を把握し、今後の起業活動の支援策の検討に資するた

め、全国の普及指導センターの協力を得て農林水産省経

営局普及・女性課が経年的に実施しているものである。

平成 18 年度調査における県別の女性起業の数は、第 1
位秋田県 441 件、第 2 位熊本県 420 件、第 3 位宮城県 409
件となっている。

「JA あしきた直販ネットワークによる新商品開発」は、

JA あしきたが、特産物である極早生たまねぎの業務用ペ

ーストを開発し、それを使ったドレッシングや菓子等の

商品開発を醤油メーカー・菓子メーカーと連携して行っ

ている取組みである。熊本県産業技術センターでは、貯

蔵試験やペーストの成分分析、JA あしきたと県内食品メ

ーカーとの連携構築を支援している。

また、熊本産青紫蘇に宮崎産黒酢と熊本産はちみつを

ブレンドした清涼飲料「酢っきり青紫蘇」や県産大豆を

活用した子供専用納豆・復刻版寺納豆「妙解時納豆」の

開発は、熊本県食料産業クラスター協議会と協力して、

青紫蘇を生産する有限会社中原温室や納豆メーカーの株

式会社丸美屋に対して支援した取組みである。

熊本県産業技術センター農産加工部がこれまでに開発協

力した商品群（農産加工部の玄関に展示）

熊本県産業技術センター農産加工部のクラスター形成に

よる県産農産物活用の商品開発支援事例

開発事例 開発実施主体 

くまもとの地産地消菓子 （有）真 フランス菓子

トワ・グリュ 

はちべえトマトのドライトマト・

業務用一次加工品 

 JAやつしろ 

青みかん加工品 （株）オレンジブロッサム

「酢っきり青紫蘇」の開発 （有）中原温室 

県産大豆を活用した子供専用納

豆・復刻版寺納豆「妙解寺納豆」 

（株）丸美屋 

8代目銘菓をめざす香梅「花橘」 （株）香梅 

ヒゴラサキの浅漬けの商品化 阿蘇丸漬け本舗 

徳丸漬物 

JAあしきた直販ネットワークによ

る新商品開発 

JAあしきた 

新しい熊本ブランド「阿蘇デリシ

ャス」開発 

（株）阿蘇デリシャス 

酒造米ヌカを活用した吟醸米せっ

けん 

河津酒造合名会社 

熊
本
県
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多収穫米品種の育成

  九州沖縄農研センター

多収穫米の原料栽培：県内農家

指導：九州沖縄農研センター

 熊本県農業技術課

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：丸美屋㈱、㈲コウヤマ

サンプル提供（１１品種）

加工適性の高い米粉

米粉製品サンプル 消費者の反応

加工アドバイス

  GTスパイラル

㈱セイブ

㈱丸山ステンレス工業

山下機工㈱

販路アドバイス

㈱丸菱

種子提供

原料

提供

米処理設備の設計

多収穫米による米粉の製造と加工適性評価

  ㈱熊本製粉

  熊本県産業技術センター

  九州沖縄農研センター

多収穫米粉製品の市場評価

 熊本製粉㈱、㈱丸菱

評価・支援

 九州沖縄農研センター

 九州東海大学

 尚絅大学

熊本県産業技術センター 他

多収穫米による新製品開発

 ①麺：㈱熊本製粉、㈲ソルトファーム

 ②菓子類：㈲コウヤマ、イナダ㈲ 他

 ③飲料：熊本県産業技術ｾﾝﾀｰ、㈲中原温室 他

資料：熊本製粉(株)提供資料より抜粋

米粉クラスター 開発・製造・販売の実施に係る連携体制
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1 はじめに 

おおいた食料産業クラスター協議会は、「食品産業と

農林水産業の連携を促進し、地域経済の活性化を図る」

をキャッチフレーズに、平成 20 年 1 月に設立した国内

48 番目の食料産業クラスター協議会である。

平成 17 年度より開始されている食料産業クラスター

の取組みは、既に都道府県を基本的な単位として協議会

の設置、事業推進のための枠組形成と地域事業者等の連

携による新商品開発が行われ、大分に先行する地域も数

多く存在する。これらの地域の事例を踏まえ、後発ゆえ

のメリットを活かし、大分の取組みは開始された。

この度、6 月 10 日に開催された「平成 20 年度総会・

ビジネス交流会」、8 月 20 日に開催された「品質管理研

修会」に参加し、関係者の意見も交えた現地の気運づく

りの様子について、簡易な意見交換を行った。今回は、

これから推進される「おおいた食料産業クラスター」の

取組みについて、参加者が有するポテンシャルと今後の

可能性をポイントに報告する。

2 おおいた食料産業クラスター協議会の取組み 

2.1. 協議会の設置と取組概要

おおいた食料産業クラスター協議会は、食品メーカー、

大学・公設試、生産者・生産者団体、流通・小売業者な

ど、地域の食料関連事業者を中心に 130 社が参加したネ

ットワークで構成されている。

これまで設置されてきた食料産業クラスター協議会

の参加者数と比較すると、大分ではネットワーク形成の

初発段階から、生産～製造～流通・小売及び研究、行政

に至る多くのメンバーが参集しており、新商品開発や連

携による新たな取組みを実施する上で、多くの選択肢が

揃っているといった強みがある。

①協議会の構成と特徴

協議会の構成は、地域の大手焼酎メーカーである三和

酒類株式会社の和田久継専務を会長とし、副会長には別

府大学食物栄養科学部 江崎一子部長が、学際サイドから

リードを行っている。

事業を推進する事務局は、有限会社 大分 TLO（大分

おおいた食料産業クラスター協議会の設立と今後の方向性

～地域における連携枠組みの構築と新商品開発に向けた気運づくり～

会長 　　和田 久継 （三和酒類株式会社 代表取締役専務）
副会長　江崎 一子 （別府大学食物栄養科学部長）

企企 画画 運運 営営 会会 議議
各ＷＧの代表者により構成。協議会・ＷＧの企画検討、事業評価各ＷＧの代表者により構成。協議会・ＷＧの企画検討、事業評価

大分ＴＬＯ大分ＴＬＯ

（コーディネーター）

　新商品開発：大分県産業創造機構 鎗水道雄
　販売・マーケ：（株）サポートシステム 三河尻源義
　技術開発　　：大分大学工学部 平田 誠

食品メーカー、原料メーカー、流通業者、生産者・生産者団体、大学、金融機関、行政機関等

事 業

交流・マッチング

　①公募した会員相互の交流を深めるため
の総会、セミナー、講演会等の開催

　②農林水産物の利活用について、食品企
業サイドと産地サイドのニーズ調査

　③食料産業クラスターの推進役となるコー
ディネーターによる食品産業と農林水
産業のマッチング

技術力強化

　④食品企業等の経営・技術・流通課題を
解決するための専門家の派遣

　⑤食品の製造に必要な技術研修の実施

新商品開発

　⑥新商品開発や商談会・展示会への出展
等の販路開拓の支援

情報提供

　⑦国や県の各種支援策、企業・製品情報、
農林水産物情報、流通・販売情報、マッ
チング情報等のデータベース化と情報
提供

農工連携、商品開発・産学連携・マーケティング等のコーディネート

カボスＷＧ トマトＷＧ 水煮ＷＧ 粕漬ＷＧ

おおいた食料産業クラスター協議会おおいた食料産業クラスター協議会

大分大学、別府大学、大分県産業科学技術センター大分大学、別府大学、大分県産業科学技術センター

三和酒類、ジェイエイフーズおおいた、クローバー食品、富士甚醤油、フンドーキ
ン醤油、九州乳業

米水津水産加工協同組合、全国農業協同組合連合会大分県本部、大分県椎茸
農業協同組合、大分県漁業協同組合

くにみ農産加工

フーズテクニカルサービス

大分県商工労働部、大分県農林水産部

大学・公設試：大学・公設試：

食品メーカー：食品メーカー：

生産者団体：生産者団体：

原料加工：原料加工：

技術コンサル：技術コンサル：

地方自治体：地方自治体：

会　員会　員 （（H20.6H20.6現在：現在：130130社）社）

事事 務務 局局

会長 　　和田 久継 （三和酒類株式会社 代表取締役専務）
副会長　江崎 一子 （別府大学食物栄養科学部長）

企企 画画 運運 営営 会会 議議
各ＷＧの代表者により構成。協議会・ＷＧの企画検討、事業評価各ＷＧの代表者により構成。協議会・ＷＧの企画検討、事業評価

大分ＴＬＯ大分ＴＬＯ

（コーディネーター）

　新商品開発：大分県産業創造機構 鎗水道雄
　販売・マーケ：（株）サポートシステム 三河尻源義
　技術開発　　：大分大学工学部 平田 誠

食品メーカー、原料メーカー、流通業者、生産者・生産者団体、大学、金融機関、行政機関等

事 業

交流・マッチング

　①公募した会員相互の交流を深めるため
の総会、セミナー、講演会等の開催

　②農林水産物の利活用について、食品企
業サイドと産地サイドのニーズ調査

　③食料産業クラスターの推進役となるコー
ディネーターによる食品産業と農林水
産業のマッチング

技術力強化

　④食品企業等の経営・技術・流通課題を
解決するための専門家の派遣

　⑤食品の製造に必要な技術研修の実施

新商品開発

　⑥新商品開発や商談会・展示会への出展
等の販路開拓の支援

情報提供

　⑦国や県の各種支援策、企業・製品情報、
農林水産物情報、流通・販売情報、マッ
チング情報等のデータベース化と情報
提供

農工連携、商品開発・産学連携・マーケティング等のコーディネート

カボスＷＧ トマトＷＧ 水煮ＷＧ 粕漬ＷＧ

おおいた食料産業クラスター協議会おおいた食料産業クラスター協議会

大分大学、別府大学、大分県産業科学技術センター大分大学、別府大学、大分県産業科学技術センター

三和酒類、ジェイエイフーズおおいた、クローバー食品、富士甚醤油、フンドーキ
ン醤油、九州乳業

米水津水産加工協同組合、全国農業協同組合連合会大分県本部、大分県椎茸
農業協同組合、大分県漁業協同組合

くにみ農産加工

フーズテクニカルサービス

大分県商工労働部、大分県農林水産部

大学・公設試：大学・公設試：

食品メーカー：食品メーカー：

生産者団体：生産者団体：

原料加工：原料加工：

技術コンサル：技術コンサル：

地方自治体：地方自治体：

会　員会　員 （（H20.6H20.6現在：現在：130130社）社）

事事 務務 局局

おおいた食料産業クラスター協議会の概略

参考：おおいた食料産業クラスター協議会資料 「食料産業クラスターの形成に向けて」
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設試験場がラインナップされていることが光る。

地域の生産者と食品メーカーを繋ぐカウンターとし

て、農産物加工メーカーの技術力を有効に活用し、また、

大学や公設試験場といった研究機関等との連携による新

技術を開発することで、地域の生産、製造（加工）に寄

与するブレークスルーの開発が大いに期待できるかも知

れない。

②原料確保の課題とクラスターのポテンシャル

おおいた食料産業クラスター協議会では、既に会員が

130 社にのぼる。その中には、県農業協同組合及び地域

農業協同組合を始め、農業法人協会、県漁業協同組合連

合会、水産加工協同組合、椎茸農業協同組合など複数の

生産者団体が参加している。

これら組織をとおした生産者サイドのニーズ把握を

行い、その解決策を企画運営会議や WG などで検討して

ゆくことで、生産者と製造（加工）業者との意味ある連

携が構築されてゆく可能性がある。

③商品販売とクラスターのポテンシャル

販売戦略面においても、上記と同様に、会員には多く

の流通・小売業者が参加している。また、前出の販売・

マーケティングを担当するコーディネーターは、前職が、

大分県大分市に本社を置くスーパーマーケットチェーン

（トキハインダストリー）の営業本部長であり、流通・

小売業界に対するネットワーク構築や、販売に関する知

見、戦略構築において強力なブレーンとなっている。

また、開発しようとする商品の安全・安心、信頼性確

保の面では、8 月 20 日に開催された「品質管理研修会」

にも見られるように、協議会を通じた会員への認知向上

といった取組みが推進されている。研究会も参加者数が

100 名を超えるほどの盛況ぶりで、地域における関心の

高さが見られる。さらに、企画運営会議には、大分県椎

茸農業協組合のように、「大分乾しいたけトレーサビリテ

ィ協議会」に参加し、乾燥椎茸のトレーサビリティに取

組む組織もあり、その経験は、今後、大分県など地域の

農産物を原料として利活用し、表示の信頼確保や商品の

差別化を図ってゆくための検討など、品質管理をテーマ

とした取組みを行う場合、戦略的なツールになるかもし

れない。

何分にも立ち上がったばかりであるため、初発から明

確な成果達成とは行かないかも知れない。しかしながら、

地域には大きな連携推進と課題解決のためのポテンシャ

ルがあると考えられる。先ずはクラスター推進の理念共

有と連携による新商品開発の経験を積み、会員のネット

ワーク強化を図ることで、次なる飛躍のステップが期待

されるものである。

【お問い合わせ】

おおいた食料産業クラスター協議会（(有)大分 TLO）

〒861-1192 大分県大分市旦野原 700 番地

大分大学地域共同研究センター内

TEL 097-554-6158 FAX 097-554-6180

（文：社団法人食品需給研究センター 長谷川 潤一）

おおいた食料産業クラスター協議会のポテンシャルと今後の展開への期待おおいた食料産業クラスター協議会のポテンシャルと今後の展開への期待

•• 企画運営会議のメンバーや会員に企画運営会議のメンバーや会員に
農産物加工メーカーや大学・公設農産物加工メーカーや大学・公設
試験場がラインナップ試験場がラインナップ

•• 農産物加工メーカーの技術力を有農産物加工メーカーの技術力を有
効に活用し、また、大学や公設試効に活用し、また、大学や公設試
験場といった研究機関等との連携験場といった研究機関等との連携
による新技術を開発してゆく展開による新技術を開発してゆく展開
が可能が可能

地域に潜在する技術シーズを地域事業者のニーズに対し地域に潜在する技術シーズを地域事業者のニーズに対し
マッチングするためのスキルを既に持っており、食料産業マッチングするためのスキルを既に持っており、食料産業
クラスターの推進については大きな武器クラスターの推進については大きな武器

事事 務務 局局
（大分ＴＬＯ）（大分ＴＬＯ）

会　員会　員 （（H20.6H20.6現在：現在：130130社）社）

大大 分分 県県
おおいたブランド推進課おおいたブランド推進課

地域に潜在する原料を、地域に潜在する原料を、
ニーズに即し展開してニーズに即し展開して
ゆくための知見を有する。ゆくための知見を有する。

（事務局フォロー）（事務局フォロー）

企企 画画 運運 営営 会会 議議 コーディネーターコーディネーター
新商品化、技術開発、販売・新商品化、技術開発、販売・
マーケティングの有識者配置マーケティングの有識者配置

原材料を加工品に適したバルク
にするための基盤技術の利活用

原材料の確保と加工に仕向けた
場合の安定供給体制の構築

信頼感、地域として愛着のある
商品作りと販売戦略の構築

地域連携推進における課題と解決のための潜在的なポテンシャル

•• 県農業協同組合及び地域農業協県農業協同組合及び地域農業協
同組合を始め、農業法人協会、県同組合を始め、農業法人協会、県
漁業協同組合連合会、水産加工漁業協同組合連合会、水産加工
協同組合、椎茸農業協同組合など協同組合、椎茸農業協同組合など
複数の生産者団体が参加複数の生産者団体が参加

•• 組織をとおした生産者サイドのニー組織をとおした生産者サイドのニー
ズ把握を行い、その解決策の検討ズ把握を行い、その解決策の検討
が可能が可能

•• 販売・マーケティングを担当するコー販売・マーケティングを担当するコー
ディネーターの存在ディネーターの存在

•• 大分乾しいたけトレーサビリティ協大分乾しいたけトレーサビリティ協
議会など、地域にはトレーサビリティ議会など、地域にはトレーサビリティ
システム構築事例も存在、地域原システム構築事例も存在、地域原
料の利用に係る信頼確保、品質管料の利用に係る信頼確保、品質管
理等を共有のテーマとして検討し理等を共有のテーマとして検討し
てゆくことが可能てゆくことが可能

おおいた食料産業クラスター協議会のポテンシャルと今後の展開への期待おおいた食料産業クラスター協議会のポテンシャルと今後の展開への期待

•• 企画運営会議のメンバーや会員に企画運営会議のメンバーや会員に
農産物加工メーカーや大学・公設農産物加工メーカーや大学・公設
試験場がラインナップ試験場がラインナップ

•• 農産物加工メーカーの技術力を有農産物加工メーカーの技術力を有
効に活用し、また、大学や公設試効に活用し、また、大学や公設試
験場といった研究機関等との連携験場といった研究機関等との連携
による新技術を開発してゆく展開による新技術を開発してゆく展開
が可能が可能

地域に潜在する技術シーズを地域事業者のニーズに対し地域に潜在する技術シーズを地域事業者のニーズに対し
マッチングするためのスキルを既に持っており、食料産業マッチングするためのスキルを既に持っており、食料産業
クラスターの推進については大きな武器クラスターの推進については大きな武器

事事 務務 局局
（大分ＴＬＯ）（大分ＴＬＯ）

会　員会　員 （（H20.6H20.6現在：現在：130130社）社）

大大 分分 県県
おおいたブランド推進課おおいたブランド推進課

地域に潜在する原料を、地域に潜在する原料を、
ニーズに即し展開してニーズに即し展開して
ゆくための知見を有する。ゆくための知見を有する。

（事務局フォロー）（事務局フォロー）

企企 画画 運運 営営 会会 議議 コーディネーターコーディネーター
新商品化、技術開発、販売・新商品化、技術開発、販売・
マーケティングの有識者配置マーケティングの有識者配置

原材料を加工品に適したバルク
にするための基盤技術の利活用

原材料の確保と加工に仕向けた
場合の安定供給体制の構築

信頼感、地域として愛着のある
商品作りと販売戦略の構築

地域連携推進における課題と解決のための潜在的なポテンシャル

•• 県農業協同組合及び地域農業協県農業協同組合及び地域農業協
同組合を始め、農業法人協会、県同組合を始め、農業法人協会、県
漁業協同組合連合会、水産加工漁業協同組合連合会、水産加工
協同組合、椎茸農業協同組合など協同組合、椎茸農業協同組合など
複数の生産者団体が参加複数の生産者団体が参加

•• 組織をとおした生産者サイドのニー組織をとおした生産者サイドのニー
ズ把握を行い、その解決策の検討ズ把握を行い、その解決策の検討
が可能が可能

•• 販売・マーケティングを担当するコー販売・マーケティングを担当するコー
ディネーターの存在ディネーターの存在

•• 大分乾しいたけトレーサビリティ協大分乾しいたけトレーサビリティ協
議会など、地域にはトレーサビリティ議会など、地域にはトレーサビリティ
システム構築事例も存在、地域原システム構築事例も存在、地域原
料の利用に係る信頼確保、品質管料の利用に係る信頼確保、品質管
理等を共有のテーマとして検討し理等を共有のテーマとして検討し
てゆくことが可能てゆくことが可能

おおいた食料産業クラスター協議会のポテンシャルと今後の展開への期待
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1 はじめに 

食料産業クラスターをはじめ、各地で展開されている

食をとおした産学官、農商工、食農等の連携では、消費

者が求めるニーズに対し、地域で生産される農畜水産物

をいかに加工し、原料の調達、品質、安全性確保、価格

といった課題に対応するかがポイントとなる。

今回は、地域原料を利用した農産物加工において、生

産者と連携した品質管理の取組みを行っている「くにみ

農産加工有限会社」に訪問し、同社の農産物加工、安全

性確保に対する取組みと、地域原料の加工による付加価

値化の戦略等についてお話を伺った。

1.1. くにみ農産加工有限会社の概要

くにみ農産加工有限会社（以下「くにみ農産」と略す。）

は、1981 年 11 月、農産物加工を行う地域の第３セクタ

ーとして、大分県国見町1、ＪＡくにさき及び地域生産者

等が出資し設立、創業を開始した。

現在の業務概要は、①業務用冷凍野菜の製造（加工ベ

ビーフード原料や各種ソテー品原料としてスイートバジ

ル、大根及びその他各種地域農産物などの加工）、②業務

乾燥野菜の製造（フライドガーリック、オニオン、クル

トンなど）、③業務用冷凍米飯（吉野とり飯等）の製造で

ある。取扱商品は業務用（いわゆる「ＢtoＢ」）が主要を

占め、小売向け（いわゆる「ＢtoＣ」）は、別途、自社ブ

ランド「KUNIMIX」を展開し、冷凍ピラフ等の販売を行

っている。

売上高は 1,490 百万円（2006 年）、従業員は 85 名（2006
年）、製造拠点は、第１工場（冷凍加工野菜・フライ工場）、

第２工場（ピラフ工場）とも大分県内といった地域密着

型の中小企業である。

くにみ農産の製造品目（製品）

冷 凍 加

工野菜

オニオンジュリアン、オニオンアッセ、バジルペ

ースト、ミルポア、イチゴスライス、ドレッシン

グ用調味ネギ、ベビーフード用人参・大根、大根

おろし、セロリ－ＭＰ、細ネギ、カボス果汁、青

ジソミンチ

乾 燥 食

品

フライドガーリック、フライドクルトン、フライ

ドオニオン、フライドごぼう、フライドレンコン

冷 凍 米

飯

たこごはん、吉野鶏めし、炭火焼き鶏めし、ひじ

きごはん、高菜ごはん、白かゆ、炒飯ベース（業

務用）他各種

1 2006 年 3 月 31 日、国東町・武蔵町・安岐町と合併し、現在は

国東市となる。

大分空港から車 40分、周りに何もないのどかな風景に建つ 

「くにみ農産の社屋及び工場」 提供：くにみ農産加工(有)

1.2. 原料の調達と産地のこだわり

同社で加工している農産物は、イチゴ、高菜、細ねぎ、

大根、スイートバジル、セロリ、玉ねぎ、カボス、柚子、

ミョウガ、梅などであり、その多くは大分県、九州地域

を中心に国産原料を仕入れている。

例として、イチゴは、とよのか、さちのか、あまおう、

さがほのか、高菜は国東半島産、瀬高産、宮崎産、セロ

リは玖珠産、瀬高産を利用している。また、カボス、柚

子、ミョウガでは、農業生産法人精華農園を、梅も農業

生産法人朝日ヶ丘農園を発足させ生産している。更に、

いちご、玉ねぎ、大根、バジル、唐辛子は、量と質の確

保対応のため九州圏内の生産者との契約取引を行うなど、

徹底した素材へのこだわりをもっている。

1.3. 地域農業生産者支援と付加価値の向上

各素材にこだわる同社ではあるが、その中でもとりわ

け注目されるのがスイートバジルの取組みだ。

同社創業の背景は、地域における安定した農業の創出

と生産者が安定した収入を得られよう、地域の特産品を

作り、付加価値のある加工品を製造してゆくことからな

る。

旧国見町は、国東半島の北東部に位置し、その多くは

山林である。山の多い地形を象徴するものとして、域内

に 19 ものトンネルを有している。このような山間部であ

るがゆえ、くにみ農産が位置する旧国見町は、農業生産

を行うには不適当な土地であった。このような地域に適

した農産物を模索し、小規模農業でも安定した取組みを

促進する手段として、スイートバジルの加工食材製造に

取組み、現在、成果を得ているといった状況だ。

大分県食料産業クラスターに参加するくにみ農産加工有限会社の取組み

～農産物加工における生産者ネットワークの構築と品質確保～

大
分
県



118 119118 119

Food Marketing Research & Information Center
食料産業クラスター ～関連情報（ルポ）～

- 118 -

1.4. 履歴管理によるスイートバジルの生産・加工

(1)スイートバジル栽培の適地（国東市） 

近年の食の多様化は、私たちに多くの食機会をもたら

す半面、その供給側は日々、新たな食材の確保が必要と

なる。イタリア食ブームを契機に、そこで利用される食

材の本物志向は、現地からの輸入に頼る一方、国内にお

いても栽培の適性地において、品質の高い原料の生産が

模索されているのが現状だ。

主にパスタ等に用いられるハーブ類（スイートバジ

ル）は、近年、我が国においても生産が始まり、国産ス

イートバジルのニーズは高まりを見せている。

国東市は、九州の中では雨が少なく、国東半島の東側

に位置する豊後水道からの湿り気を持った風により、地

中海性気候に近く、地中海沿岸地域で栽培されている農

作物の栽培適地といえる。そこで取組み始めたのがスイ

ートバジルというわけだ。

(2)スイートバジルの加工 

スイートバジルの栽培適地である当該地域ではある

ものの、単に生鮮品としての取扱いでは、個々の農家の

生産量にも限りがあり、競争に耐える商材にはなりにく

い。そこで、くにみ農産によるバジル加工の取組みが、

地域の生産者との連携で進められた。

同社では、大分県振興局生産流通部、農協、生産者と

の連携を講じることで、生産、収穫、集荷、加工、出荷

といったシステムを同社がファシリテーターとなり進め

ている。規模は 2008 年度段階で、生産者 46 戸、栽培面

積 168ha、スイートバジルの収穫量は 46.6 トンとなって

いる。地域でのスイートバジル生産は、農協、くにみ農

産等による栽培指導等により進められ、指導に従い生

産・収穫されたスイートバジルは、生産者が同社に直接

持ち込む仕組みだ。同社では、塩とオイルを加え、業務

用食材として冷凍加工を行う。できあがった商品は主に

大手メーカーのパスタソースの具材として出荷される。

商流

栽培指導

残農検査
種子販売

肥料販売
農薬販売

振 興 局

栽培指導など

バジルを直接持ち込み

肥培日誌提出

商流

農　協

生 産 者 くにみ農産

くにみ農産加工(有) 内部資料より引用 

生産者・農協・くにみ農産加工の関係

旧国見町に広がるスイートバジルの農地

提供：くにみ農産加工(有)  

タッチパネルによる播種栽培記録の様子

提供：くにみ農産加工(有)  

(3)徹底した履歴管理と品質確保 

同社で取扱われるスイートバジルは、生産記録や加工

ロットの形成等について、トレーサビリティシステムを

導入し実施している。

生産者の播種・栽培記録は、同社工場で荷受管理し、

生産者が、どのような作業をしたかを、荷受のコンピュ

ーターに入力してもらい、基準に合わないものは荷受の

対象から外している。生産段階の記録は生産者に業務を

お願いしているわけだが、その記録管理と工場内の加工

記録の管理等は、同社のオペレーションシステムで進め

られている（上記タッチパネルの写真参照）2。

同社では、これまで、大手食品メーカーや大手ファス

トフードと提携してきた経緯もあり、内部の製造管理や

品質確保対策等については、既に ISO 取得等もあり十分

な対応が可能だ。

2
同社トレーサビリティシステムの詳細については、「『トレー

サビリティシステム導入事例集 第 3 集 pp126～128』平成 18
年度ユビキタス食の安全・安心システム開発事業 社団法人食

品需給研究センター」をご参照ください

（(社)食品需給研究センターＨＰにも掲載中です）。

http://www.fmric.or.jp/trace/h18/casestudy3.htm
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http://www.fmric.or.jp/foodcluster/

872-1406 214-14 
TEL 097- 542-1145 FAX 097- 586-1906 
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1 1 1

1

1
1

 1

原料原料

原料加工原料加工
製品開発製品開発

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

研究機関研究機関

卸・小売卸・小売 販販 売売

新たな新たな
原料原料

（単年度の成果）

経験を活かした
新たな商品化

原料原料

原料加工原料加工
製品開発製品開発

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

研究機関研究機関

卸・小売卸・小売 販販 売売

新たな新たな
原料原料

（単年度の成果）

経験を活かした
新たな商品化

は、食品メーカー１企業の業務の範囲

図 1 1企業を中心とした新商品開発 

2.1. 1企業を中心とした新商品開発の問題点

以下に、1 企業を中心とした新商品開発について、ク

ラスター形成という視点から見た問題点を整理する。

・ 生産者は原料提供者としての位置づけが多い。生産

者のメリットは希薄なため、生産者サイドに大きな

問題意識がないと、食品メーカーとの間で理念の共

有化が図りにくい。

・ 技術シーズの利活用や流通サイドとの連携は基本

的に、商品化を主体的に行う 1 企業単位である。基

本的に地域における基盤技術の強化や新産業創出

には結びつきにくい。

・ 発想力や技術力のある企業による連続的な新商品

開発が行われているが、技術革新を伴わず、いわゆ

る「おみやげ品」開発の域を脱しないものが多い。
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2.2. 一次加工の取組みに対する分析視点（仮説設定）

一次加工を経由した地域連携による新商品開発の事

例を見る際の分析視点を以下に提示する。

・ 生産者がアグリビジネスという観点から、一次加工

にも参入して、取組みの主体者となることも可能で、

地域での付加価値向上にもつながるのではないか。

・ 地域の技術力のある企業、公設試験研究機関などが

一次加工の取組みの中心となり、クラスター形成に

おけるコーディネート的役割を果たすのではない

か。

・ 開発された商品は個々の企業において販売戦略を

講じるのが普通であるが、特定の原料をテーマとし

た商品群を形成できることから、地域全体としての

販売戦略を立てることも可能なのではないか。

3 事例分析 

農産物の一次加工を行っている事例において、生産者

や食品メーカー及び研究機関等がどのような関係性を持

っているのかを分析したところ、原料素材に由来し、い

くつかのパターンがあるように思われる。そこで、それ

ぞれのパターンごとに、一次加工の取組みを実施するこ

とによるクラスター形成の可能性を検討する。

クラスター形成がなされているかどうかの判断は非

常に難しいが、ここでは、地域内に協調とともに競争構

造が形成されているか、地域内にイノベーションや新事

業創出がもたらされているかという点に注目してみてい

く。

原料原料

卸・小売卸・小売

製品開発製品開発

研究機関研究機関 一次加工一次加工（バルク化）（バルク化）

販販 売売

一つの原料を複数の食品メーカーが
利活用することによる、素材をテーマ
とした小クラスターの形成

研究機関研究機関

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

製品開発製品開発 製品開発製品開発

販販 売売 販販 売売

原料原料

卸・小売卸・小売

製品開発製品開発

研究機関研究機関 一次加工一次加工（バルク化）（バルク化）

販販 売売

一つの原料を複数の食品メーカーが
利活用することによる、素材をテーマ
とした小クラスターの形成

研究機関研究機関

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

商品化商品化
（販売戦略）（販売戦略）

製品開発製品開発 製品開発製品開発

販販 売売 販販 売売

図 2 一次加工を経由した地域連携による新商品開発 

 

表 1 分析対象（一次加工の取組み） 

地域 
開発のコア企

業・団体 
資本金 

従業

員数 
開発商品

 

（又は利用原料）
 

概要 

岩手 葛巻高原食品

加工(株) 

9,800万円 28名 ヤマブドウ果

汁、ジャム 

研究機関と粘度などを調整し、業務用の山葡萄ジャムや果汁を開発。 

岩手 (株)須藤食品 8,255万円 82名 桑の葉の微粉

末パウダー 

桑の葉の微粉末パウダーを利用した蒟蒻を製造。 

山形 日 東 ベ ス ト

(株) 

14億7,400万円 945名 ラ・フランスパ

ウダー、さくら

んぼパウダー 

熟度管理した山形県産のラ・フランスを使用し、香りを保持した品質安定

性のあるパウダーを開発し、菓子やドレッシング等に使用できるような基

盤をつくった。 

栃木 笠原産業(株) 1,000万円 37名 栃木県産小麦粉 栃木県内の生産者、製粉メーカー、製パン・製麺・製菓等のメーカー、流

通業者が連携して「麦わらぼうしの会」の名前で商品を共同販売。 

宮城 はたけなか製麺

(株) 

5,000万円 50名 アカモクパウダー アカモクパウダーを練り込んだ白石温麺を開発。 

長野 長野興農(株) 3億円 197名 プルーンエキス 長野県産の生プルーンで作ったエキスを開発。 

長野 柄 木 田 製 粉

(株) 

日穀製粉(株) 

2億円 

4億 8,000万円 

120名 

220名 

長野県産硬質

小麦粉 

JAと連携した長野県産硬質小麦の産地化推進、その小麦を利用したうどん

用、パン用、中華麺用、そばつなぎ用の小麦粉を実需者との協力の上で開

発した。 

大分 くにみ農産加工

(有) 

8,000万円 79名 スイートバジ

ルペースト 

国東市の生産農家を組織し、トレーサビリティを実現したスイートバジル

ペーストを開発した。大手食品メーカーのパスタソースの具材として利用

されている。 

熊本 熊本製粉(株) 4億 9,350万円 170名 米粉 二次加工適性のある米粉を開発し、それを利用した菓子や麺の新商品開

発。 

宮崎 (有)アグリプ

ロセス宮崎 

755万円 30名 紫サツマイモ

ペースト、カット

紫サツマイモのペーストやカット、フィリング等を製造し、製餡メーカー

へ販売。 

宮崎 (株)都城くみ

あい食品 

8,010万円 96名 紫サツマイモ
パウダー、紫サ
ツマイモ抽出

九州沖縄農業研究センターの技術を導入した紫サツマイモパウダー、日農

化学工業（株）の技術を導入した色素用の紫サツマイモ抽出液を製造。 

表 1 分析対象 （一次加工の取組み）

地域
開発のコア企業・

団体
資本金

従業

員数

開発商品

（又は利用原料）
概要

岩手 葛巻高原食品加

工 ( 株 )

9,800 万円 28 名 ヤマブドウ果汁、

ジャム

研究機関と粘度などを調整し、 業務用の山葡萄ジャムや果汁を開発。

岩手 ( 株 ) 須藤食品 8,255 万円 82 名 桑の葉の微粉末

パウダー

桑の葉の微粉末パウダーを利用した蒟蒻を製造。

山形 日東ベスト ( 株 ) 14 億 7,400 万円 945 名 ラ ・ フランスパウ

ダー、 さくらんぼ

パウダー

熟度管理した山形県産のラ ・ フランスを使用し、 香りを保持した品質安定性のあ

るパウダーを開発し、 菓子やドレッシング等に使用できるような基盤をつくった。

栃木 笠原産業 ( 株 ) 1,000 万円 37 名 栃木県産小麦粉 栃木県内の生産者、 製粉メーカー、 製パン ・ 製麺 ・ 製菓等のメーカー、 流通業

者が連携して 「麦わらぼうしの会」 の名前で商品を共同販売。

宮城 はたけなか製麺

( 株 )

5,000 万円 50 名 ア カ モ ク パ ウ

ダー

アカモクパウダーを練り込んだ白石温麺を開発。

長野 長野興農 ( 株 ) 3 億円 197 名 プルーンエキス 長野県産の生プルーンで作ったエキスを開発。

長野 柄木田製粉 ( 株 ) 2 億円 120 名 長野県産硬質小

麦粉

JA と連携した長野県産硬質小麦の産地化推進、 その小麦を利用したうどん用、

パン用、 中華麺用、 そばつなぎ用の小麦粉を実需者との協力の上で開発した。
日穀製粉 ( 株 ) 4 億 8,000 万円 220 名

大分 くにみ農産加工

( 有 )

8,000 万円 79 名

　

ス イ ー ト バ ジ ル

ペースト

国東市の生産農家を組織し、 トレーサビリティを実現したスイートバジルペーストを

開発した。 大手食品メーカーのパスタソースの具材として利用されている。

熊本 熊本製粉 ( 株 ) 4 億 9,350 万円 170 名 米粉 二次加工適性のある米粉を開発し、 それを利用した菓子や麺の新商品開発。

宮崎 ( 有 ) アグリプロ

セス宮崎

755 万円 30 名 紫 サ ツ マ イ モ

ペースト、 カット

紫サツマイモのペーストやカット、 フィリング等を製造し、 製餡メーカーへ販売。

宮崎 ( 株 ) 都城くみあ

い食品

8,010 万円 96 名 紫サツマイモパ

ウダー、 紫サツ

マイモ抽出液

九州沖縄農業研究センターの技術を導入した紫サツマイモパウダー、 日農化学工

業 （株） の技術を導入した色素用の紫サツマイモ抽出液を製造。

宮崎 宮崎県農協果汁

( 株 )

9 億 4,338 万円 229 名 へべす、日向夏、

紫サツマイモ濃

縮汁

九州沖縄農業研究センターや （社） 宮崎県ジェイエイ食品開発研究所と共同研

究で紫サツマイモ濃縮汁を開発した。 へべすや日向夏の搾汁も行っており、 （株）

響や JA 日向の新商品開発の取組みに原料提供をしている。

資料 ： ヒアリング調査結果より作成
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3.1. 

JA

JA

JA

6

JAJA都城都城
（紫サツマイモ）（紫サツマイモ）

製餡・製菓製餡・製菓

九州沖縄農研セ九州沖縄農研セ
JAJA食品開発研食品開発研

主に全国販売主に全国販売

一つの原料を複数の一次加工メーカーが利活用するこ
とによる、素材をテーマとした小クラスターの形成

甘藷飲料甘藷飲料 パン・菓子パン・菓子
色素色素

パン・菓子パン・菓子

ヤクルトヤクルト
大塚食品大塚食品

日農化学工業日農化学工業
製餡・製菓製餡・製菓

主に全国販主に全国販 売売
（農協果汁製品は（農協果汁製品は

地域販売）地域販売）
色素は全国販売色素は全国販売

一次加工一次加工宮崎県農協果汁宮崎県農協果汁
（濃縮汁）（濃縮汁）

アグリプロセス宮崎アグリプロセス宮崎
（カット、ペースト）（カット、ペースト）

都城くみあい食品都城くみあい食品
（パウダー、抽出液）（パウダー、抽出液）

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

研究機関研究機関

JAJA都城都城
（紫サツマイモ）（紫サツマイモ）

製餡・製菓製餡・製菓

九州沖縄農研セ九州沖縄農研セ
JAJA食品開発研食品開発研

主に全国販売主に全国販売

一つの原料を複数の一次加工メーカーが利活用するこ
とによる、素材をテーマとした小クラスターの形成

甘藷飲料甘藷飲料 パン・菓子パン・菓子
色素色素

パン・菓子パン・菓子

ヤクルトヤクルト
大塚食品大塚食品

日農化学工業日農化学工業
製餡・製菓製餡・製菓

主に全国販主に全国販 売売
（農協果汁製品は（農協果汁製品は

地域販売）地域販売）
色素は全国販売色素は全国販売

一次加工一次加工宮崎県農協果汁宮崎県農協果汁
（濃縮汁）（濃縮汁）

アグリプロセス宮崎アグリプロセス宮崎
（カット、ペースト）（カット、ペースト）

都城くみあい食品都城くみあい食品
（パウダー、抽出液）（パウダー、抽出液）

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

研究機関研究機関

3.2. 

100

100

3.3. 

JA
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て加工専用プルーンの生産圃場を拡大しようとしている。

また、プルーンエキスを利用したジャムの開発もデイリ

ーフーズ株式会社、（社）長野県農村工業研究所との共同

で行われている。

また、同じ技術を利用して、特産の黄金桃やブルーベ

リーのエキスも、（社）長野県農村工業研究所と長野興農

（株）、デイリーフーズ（株）との連携で試作している。

黄金桃エキスを利用したジャムの開発は、長野興農（株）

とデイリーフーズ（株）との連携で、ゼリーの開発は、

寿高原食品（株）が実施している。

飲料に強い長野興農（株）、ジャムに強いデイリーフ

ーズ（株）、寿高原食品（株）という図式ではあるが、3
社は同業種である。これらの企業を（社）長野県農村工

業研究所が技術支援という形で結びつけている。（社）長

野県農村工業研究所は、これらの食品メーカーと共に立

ち上げた長野県農産加工品開発推進協議会の事務局を担

い、（社）長野県農村工業研究所の技術シーズを利用した

新商品開発を進めている。プルーンエキス以外の商品開

発に関しては始まったばかりであるが、競争しつつ協調

するという関係が築かれており、クラスターが形成され

ているといえる。

JAJA全農長野全農長野

寿高原食品寿高原食品

長野県農村長野県農村
工業研究所工業研究所

研究機関の技術を利用し、複数の企業が
長野県産果実エキスを製造し、それを利用
した商品開発を行う小クラスターの形成

ゼリーゼリージャムジャム

長野興農長野興農
デイリーフーズデイリーフーズ

一次加工一次加工

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

研究機関研究機関

エキスエキス

長野興農長野興農長野県農村長野県農村
工業研究所工業研究所

試作中試作中

長野興農長野興農
（プルーンエキス）（プルーンエキス）

長野興農長野興農
デイリーフーズデイリーフーズ
（黄金桃エキス）（黄金桃エキス）

長野興農長野興農
デイリーフーズデイリーフーズ

（ブルーベリーエキス）（ブルーベリーエキス）

プルーンプルーン ブルーベリーブルーベリー黄金桃黄金桃

全国販売全国販売

JAJA全農長野全農長野

寿高原食品寿高原食品

長野県農村長野県農村
工業研究所工業研究所

研究機関の技術を利用し、複数の企業が
長野県産果実エキスを製造し、それを利用
した商品開発を行う小クラスターの形成

ゼリーゼリージャムジャム

長野興農長野興農
デイリーフーズデイリーフーズ

一次加工一次加工

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

研究機関研究機関

エキスエキス

長野興農長野興農長野県農村長野県農村
工業研究所工業研究所

試作中試作中

長野興農長野興農
（プルーンエキス）（プルーンエキス）

長野興農長野興農
デイリーフーズデイリーフーズ
（黄金桃エキス）（黄金桃エキス）

長野興農長野興農
デイリーフーズデイリーフーズ

（ブルーベリーエキス）（ブルーベリーエキス）

プルーンプルーン ブルーベリーブルーベリー黄金桃黄金桃

全国販売全国販売

図 4 プルーンの事例－長野興農（株） 

3.4. ヤマブドウの事例

プルーンエキスと似た果実エキスの事例としては、岩

手県の葛巻高原食品加工株式会社が製造しているヤマブ

ドウ果汁及びジャムがある。この取組みでは、岩手県工

業技術センターが技術指導を行い、葛巻高原食品（株）

が特産のヤマブドウで果汁やジャムを製造し、製パンメ

ーカーの白石食品工業株式会社がパンに練り込んだり、

ジャムとして挟んだりして利用している。ジャムの粘度

調整等は、実需者の白石食品工業（株）とも協力して行

っている。この取組みのコーディネート役は岩手県商工

労働観光部地域産業課が担っている。葛巻高原食品（株）

と白石食品工業（株）との 2 社の連携で、クラスターと

呼べるまでには発展していない。

3.5. ラ・フランスの事例

日東ベスト株式会社は、山形大学農学部や山形県工業

技術センターと連携し、ラ・フランスパウダーを開発し

た。ラ・フランスの芳香を残すのが難しく、そこを解決

したのが山形県工業技術センターの技術であった。地元

JA から規格外品のラ・フランスを仕入れ、パウダー化し

たラ・フランスを県内の菓子メーカーが利用して、お菓

子を製造している。日東ベスト（株）は自社でもラ・フ

ランスロールケーキを開発している。ラ・フランスパウ

ダーの評価は高く、県外の企業からも引き合いあったが、

県内企業への提供が先で、ある程度、県内企業に渡った

後に県外企業にも提供するというスタンスで取り組んで

きた。現在は、ある程度県内企業に行き渡ったので、県

外企業にも販売している。

日東ベスト（株）が地域を大事にしようというスタン

スをとったことによって、地域内での広がりが生まれて

いる。この取組みのコーディネート役は地域の大企業で

ある日東ベスト（株）で、販売先となる県内の大沼デパ

ートとも連携している。県内の菓子店がそれぞれにラ・

フランスパウダーを利用したお菓子を製造しており、競

争しつつ協調しているという関係が構築されている。一

次加工のところは、日東ベスト（株）が供給しているの

みで、競争構造はないが、ラ・フランスパウダーを利用

した製品開発のところで競争構造が生まれている。地域

の特産物として知名度の高いラ・フランスを利用したこ

とと、地域企業への販売を重視する日東ベスト（株）の

取組みが、県内の多くの菓子店を巻き込むことができた

要因であろう。

また、日東ベスト（株）では、同様のパウダー化技術

を利用したさくらんぼパウダーを試作しており、こちら

の取組みでも、地域との連携による今後の展開が期待さ

れる。

JAJAさがえ西村山さがえ西村山
（ラ・フランス）（ラ・フランス）

県外県外
大手菓子メーカー大手菓子メーカー

ホテルホテル

山形大学農学部山形大学農学部
山形県工業技術セ山形県工業技術セ

研究機関との連携によって開発した果実
パウダーを利用して菓子メーカーが商品開
発を行う小クラスターの形成

菓子菓子
料理料理

菓子菓子

杵屋本店杵屋本店
他県内菓子店他県内菓子店

一次加工一次加工

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

研究機関研究機関

ロールケーキロールケーキ

日東ベスト日東ベスト

日東ベスト日東ベスト
（ラ・フランスパウダー）（ラ・フランスパウダー）

県内のデパート県内のデパート 県内のデパート県内のデパート 全国販売全国販売

JAJAさがえ西村山さがえ西村山
（ラ・フランス）（ラ・フランス）

県外県外
大手菓子メーカー大手菓子メーカー

ホテルホテル

山形大学農学部山形大学農学部
山形県工業技術セ山形県工業技術セ

研究機関との連携によって開発した果実
パウダーを利用して菓子メーカーが商品開
発を行う小クラスターの形成

菓子菓子
料理料理

菓子菓子

杵屋本店杵屋本店
他県内菓子店他県内菓子店

一次加工一次加工

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

研究機関研究機関

ロールケーキロールケーキ

日東ベスト日東ベスト

日東ベスト日東ベスト
（ラ・フランスパウダー）（ラ・フランスパウダー）

県内のデパート県内のデパート 県内のデパート県内のデパート 全国販売全国販売

図 5 ラ・フランスの事例－日東ベスト（株） 
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3.6. 小麦粉の事例

長野県には、製粉メーカーが柄木田製粉株式会社と日

穀製粉株式会社の 2 社存在している。競争構造にあるが、

県産小麦を利用した小麦粉の開発では連携している。製

粉メーカーとして、JA ちくま、千曲市と協力した県産小

麦ユメセイキの産地化推進を図ったのが取組みのきっか

けとなっている。その後、長野県農事試験場が開発した

新品種ハナマンテン、ユメアサヒの産地化も推進してい

る。柄木田製粉（株）と日穀製粉（株）は、長野県製パ

ン商工組合、長野県麺業協同組合とも連携し、3 種類あ

る県産小麦の混合比率などを研究し、うどん用、パン用、

中華麺用、そばつなぎ用の小麦粉を共同開発した。それ

ぞれの社名の入った袋に、両社共通のブランド名を付し

て、県内の製パン、製麺、ラーメン店、飲食店等に業務

用として販売している。県産小麦を利用した製パン教室

や製麺教室などを地元飲食店や主婦層を対象に共同で行

うなど、地域への販路拡大を図っている。また、両社と

も独自に県産小麦を利用した乾麺製造も行っており、食

品スーパー等での小売販売も行っている。

この事例は、製粉メーカー2 社が競争しつつ協調し、

生産者や地元行政、実需者と連携した取組みである。小

麦粉なので、技術的に解決しなければならない要素はあ

まりなく、研究機関との連携は基本的にはない。技術的

に優位な取組みではないが、地域内での付加価値向上を

目指した取組みにはなっている。この取組みのコーディ
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JAJAちくまちくま
JAJAグリーン長野グリーン長野

JAJA松本ハイランド松本ハイランド
JAJA上伊那上伊那

製パン商工組合製パン商工組合
麺業協同組合麺業協同組合
地元ラーメン店地元ラーメン店

千曲市千曲市
長野市長野市

農業改良普及セ農業改良普及セ

地域の実需者地域の実需者
地域スーパー地域スーパー

ひとつの原料を複数の一次加工メーカー
が利活用し、実需者とも連携した商品開
発を行う小クラスターの形成

パンパン
うどん・そばうどん・そば
中華麺中華麺

パンパン
うどん・そばうどん・そば
中華麺中華麺

製パン商工組合製パン商工組合
麺業協同組合麺業協同組合
地元ラーメン店地元ラーメン店

地域の実需者地域の実需者
地域スーパー地域スーパー

一次加工一次加工日穀製粉日穀製粉
（小麦粉（小麦粉

柄木田製粉柄木田製粉
（小麦粉）（小麦粉）

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

行政機関行政機関

JAJAちくまちくま
JAJAグリーン長野グリーン長野

JAJA松本ハイランド松本ハイランド
JAJA上伊那上伊那

製パン商工組合製パン商工組合
麺業協同組合麺業協同組合
地元ラーメン店地元ラーメン店

千曲市千曲市
長野市長野市

農業改良普及セ農業改良普及セ

地域の実需者地域の実需者
地域スーパー地域スーパー

ひとつの原料を複数の一次加工メーカー
が利活用し、実需者とも連携した商品開
発を行う小クラスターの形成

パンパン
うどん・そばうどん・そば
中華麺中華麺

パンパン
うどん・そばうどん・そば
中華麺中華麺

製パン商工組合製パン商工組合
麺業協同組合麺業協同組合
地元ラーメン店地元ラーメン店

地域の実需者地域の実需者
地域スーパー地域スーパー

一次加工一次加工日穀製粉日穀製粉
（小麦粉（小麦粉

柄木田製粉柄木田製粉
（小麦粉）（小麦粉）

製品開発製品開発

商品化商品化

販売販売

原料原料

行政機関行政機関

図 6 小麦粉の事例－柄木田製粉（株）、日穀製粉（株） 

 地元生産者や地域の実需者と連携し、県産小麦を利用

している例としては、栃木県の笠原産業（株）の取組み

もある。笠原産業（株）の場合は、乾麺製造は行わず、

製粉のみであるので、県内の製麺、製パン、製菓業者と

のつながりはより強い。県内の生産者、実需者、流通業

者も巻き込んだ取組みとなっている。こちらの事例では、

製麺特性の研究等で大学との連携を持っていた。笠原産

業（株）は、柄木田製粉（株）や日穀製粉（株）ほどの

規模を持つ企業ではないので、技術的な支援を大学に仰

いだといえる。しかし、コーディネーターとしての役割

を担っているのは、製粉メーカーである笠原産業（株）

である。連携している実需者は数社に上るが、何れも違

う商品をつくっている食品メーカーであり、そこでの競

争構造はない。むしろ、関係者が集ってつくった「麦わ

らぼうしの会」という名前で、栃木県産小麦製品を共同

で販売するという戦略をとっている。

3.7. 米粉の事例

熊本県の製粉メーカー、熊本製粉株式会社では、従来

からある上新粉や白玉粉とは異なった、新しいタイプの

二次加工適性に優れた米粉を製造している。これまでの

業務である小麦粉製造とは、技術的にも異なるため、九

州沖縄農業研究センター、熊本県産業技術センター、県

内の機械メーカーとも連携した取組みであった。米粉と

して最適な米の品種や二次加工を考慮した米粉特殊粉砕

の検討、米粉の粒子の大きさ、米でんぷんの損傷度など

科学的データをとりながら、パン・菓子を試作、物性・

官能評価を実施した。現在、地域内の菓子メーカーや酒

造メーカーと協力して、その米粉を利用した新商品開発

を実施している。

熊本製粉株式会社は資本金約 5 億円で、この地域では

比較的大きな企業であり、熊本県食料産業クラスター協

議会の会長を出している企業である。米粉の取組みでは、

この熊本製粉（株）がコーディネート役を担っている。

技術的に解決しなければならないこともあり、研究機関

や異業種の機械メーカーも参加している。商品開発はま

だ試作レベルではあるが、麺・菓子・飲料等の多くの地

元メーカーが参加しており、今後の展開として競争構造

が生まれ、クラスターと呼べる状況になる可能性もある。
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図 7 米粉の事例－熊本製粉（株） 
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3.8. アカモクの事例

これまであまり有効利用されてこなかった宮城県沿

岸で採取できるアカモクを利用して、県内 3 社が商品開

発を実施している。海藻の加工・販売を行っている株式

会社シーフーズあかまは、湯通ししたアカモクをお刺身

として販売すると共に、グリーンライブ株式会社に提供

し、アカモク漬を共同開発している。はたけなか製麺株

式会社では、松島町地場産品商品開発流通研究会と連携

し、松島観光の新たなお土産品作りとしてアカモク温麺、

アカモクうどん等を開発した。はたけなか製麺では、お

土産品としてのみならず、ギフト用でも販売している。

また、日常食べてもらう商品として地元スーパーや飲食

店でも出している。これらの商品開発においては、宮城

県水産技術総合センターの支援もあった。この取組みで

は、原料供給者が 2 社あったが、松島町地場産品商品開

発流通研究会では、今後原料供給を止めるそうである。

はたけなか製麺（株）では、原料供給元を（株）シーフ

ーズあかまに切り替えることになった。

この取組みは地域資源を利用して、3 社が新商品開発

を実施して、新たな地域特産品にしようという取組みで

ある。まだまだ地域的な広がりはない。はたけなか製麺

（株）では、アカモクを麺に練り込むために、県外企業

に委託してパウダー化したものを利用している。製麺加

工のしやすさを考えると微粒粉がよいが、アカモクの風

味、食感、色を残すためにはある程度の大きさが必要で、

粉砕の程度や準強力粉の配合割合に苦労したそうである。

アカモクのパウダー化が県内でも実施できるようになれ

ば、そのパウダーを利用して様々な商品に加工する企業

が県内に増える可能性もある。今後、参加企業が増え、

競争構造を持つようになれば、クラスターが形成された

といえるだろう。
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図 8 アカモクの事例－はたけなか製麺（株） 

 県内でパウダー化できる企業が欲しいという話は、桑

の葉のパウダーを練り込んだ蒟蒻製造を行っている須藤

食品株式会社でも指摘していた。地域資源を様々な業種

の企業に利用してもらおうと考えた場合、乾燥・微粉末

化の技術が必要で、さらには、その技術を持つ企業が地

域に存在することによって、取組みの広がりが期待され

る。

3.9. スイートバジルの事例

くにみ農産加工有限会社では、国東半島周辺で生産さ

れた野菜を農家から仕入れ、業務用の冷凍野菜や乾燥野

菜を製造している。同社のスイートバジルペーストの取

組みは、地域の生産者との連携が非常に上手く取れてい

る事例である。同社で取り扱われるスイートバジルは、

生産記録や加工ロットの形成等について、トレーサビリ

ティシステムを導入し実施している。生産段階の記録は

生産者に業務をお願いしているが、その記録管理と工場

内の加工記録の管理等は、同社のオペレーションシステ

ムで進められ、生産者の負担を軽くするような仕組みと

なっている。このような仕組みで生産されたスイートバ

ジルペーストは大手食品メーカーのパスタ商品の具材と

して利用されている。

現在、同社の一次加工品を地域の飲食店や食品メーカ

ーが利用するような取組みにはなっていないが、技術力

の高い企業であり、クラスター形成の中核になれる可能

性のある企業である。

4 まとめ 

農林漁業者が生産したものを食品メーカーが利用し

て加工食品を作るという場合に、農林漁業者が生産した

ものをそのまま利用して、食品メーカーが加工食品にす

るという例はあまり多くない。通常は、一次加工を施し、

使いやすい状況にしてから食品加工に移行する。この一

次加工を産地で行うことのメリットは、食品メーカーと

しては輸送コストの節約や品質保持、産地側としては新

たな付加価値の獲得といえる。紫サツマイモにおける

（株）都城くみあい食品の例では、産地 JA の子会社と

して一次加工に進出し、付加価値を獲得している。他の

事例では、農林漁業者が一次加工の領域まで、進出して

いる例はない。むしろ、地域内の一次加工メーカー（も

しくは一次加工に参入した地域食品メーカー）が産地と

の連携を密に取りながら、一次加工を行い、それを食品

メーカーが利用しているという場合が多い。それは、食

品メーカーが原料として求めているのは、品質や衛生管

理が行き届き、原料として使いやすい形態となっている

ものであるからである。地方の公設試験研究機関に求め

られているのは、まさに乾燥粉末化、殺菌・滅菌処理、

香り・風味等の品質保持、保存方法等の一次加工にかか

わる技術支援なのであろう。

公設試験研究機関が一次加工において技術的な支援
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1
◆出展機関

（独）農研機構 北海道農業研究センター、山形県工業技術セン

ター庄内試験場、山形県農業総合研究センター、茨城県工業技

術センター、茨城県農業総合センター園芸研究所、埼玉県産業

技術総合センター、（社）長野県農村工業研究所、長野興産株式

会社、石川県農業総合研究センター、大阪府環境農林水産総合

研究所、島根県産業技術センター、徳島県立工業技術センター、

熊本県産業技術センター、（独）農林水産消費技術安全センター、

茨城ライフサポートコンソーシアム、共立女子大学、愛国学園

短期大学、（社）農林水産技術情報協会、（独）農研機構 生物系

特定産業技術研究支援センター、（社）農林水産先端技術産業振

興センター、（社）日本食品科学工学会 事務局、（社）日本技術

士会プロジェクトチーム 食品技術士センター、（社）食品需給

研究センター、関東農政局、関東食料産業・先端技術クラスタ

ー協議会、茨城県食料産業クラスター協議会、栃木県食料産業

クラスター協議会、東京都食料産業クラスター協議会、長野県

食料産業クラスター協議会、静岡県食料産業クラスター協議会、

（財）山崎香辛料振興財団、エスビー食品株式会社

＊ブース番号順

 in  2008 
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2.2. ショートプレゼンテーション

101・102 大会議室に出展した関連団体、地方公設試験

研究機関、および大会議室前に出展した茨城県の加工食

品ブースのなかから 10 機関が、ショートプレゼンテーシ

ョンを実施した。今年度は関東農政局管内の食料産業ク

ラスター協議会の発表も行われ、それぞれ新商品開発の

過程などを報告してくださった。展示ブースにも多くの

商品が並べられており、食料産業クラスターの成果がい

よいよ商品という形になってきたことを実感させられた。

10 分間という限られた時間ではあったが、各機関とも事

業内容や研究成果が簡潔にまとめられており、どの課題

も熱心に聴講する参加者であふれていた。

ショートプレゼンテーション会場

2.3. 知財セミナー

大会議室 101・102 において、弁理士大野晃秀氏によ

る「食品業界における知的財産権の利活用を目指して」

と題する知財セミナーが実施された。このセミナーでは、

知的財産に関するデータベースや情報について解説いた

だいた後、具体的な例を用いて知的財産権の保護や意匠、

商標に関してご講演くださった。また、特許出願に関す

る相談先等もお示しくださった。30 分間という短時間の

知財セミナーではあったが、いかに自身の知的財産を守

り、かつ他人の知的財産を侵害しないためにはどうする

べきかを簡潔にまとめてくださった。

セミナー終了後に設けられた相談コーナーにおいて、

大野弁理士に個別に相談される方もおり、知的財産に対

する関心の高さが伺われた。

知財セミナー会場

14:00～14:30　　　知財セミナー

　　　　　　　　　　　　　　大野特許事務所所長　弁理士　大野 晃秀 氏： 食品業界における知的財産権の利活用を目指して

14:30～14:40　　　石川県農業総合研究センター ：

　　　　　　　　　　　　　　脂溶性色素の分散性および安定性を向上させる糖質ラップ製造法の開発とその利用

14:40～14:50　　　茨城県工業技術センター ： 茨城県工業技術センターの米菓製造技術研究成果

14:50～15:00　　　茨城県工業技術センター ： 茨城県産「福来みかん」を使った加工食品開発の取組みについて

15:00～15:10　　　木内酒造合資会社： ビール製造の副産物を利用したリキュール

11:00～11:10　　　（社）食品需給研究センター ：食料産業クラスター促進技術対策事業のご紹介

11:10～11:20　　　（独）農研機構　生物系特定産業技術研究支援センター ：

　　　　　　　　　　　　　　生研センターが提供している競争的資金制度等の紹介

11:20～11:30　　　（社）日本食品科学工学会：地域食品産業の技術開発力向上支援事業のご紹介

11:30～11:40　　　栃木県食料産業クラスター協議会：国産小麦（タマイズミ）の中華麺《珠泉拉麺》等の開発

11:40～11:50　　　長野県食料産業クラスター協議会：

　　　　　　　　　　　　　　信州産プルーンを使用し、果皮の色や風味を生かした高品質果実エキスの開発

11:50～12:00　　　静岡県食料産業クラスター協議会：低カフェイン粉末茶及び加工食品等の開発 　　　　　　　

14:00～14:30　　　知財セミナー

　　　　　　　　　　　　　　大野特許事務所所長　弁理士　大野 晃秀 氏： 食品業界における知的財産権の利活用を目指して

14:30～14:40　　　石川県農業総合研究センター ：

　　　　　　　　　　　　　　脂溶性色素の分散性および安定性を向上させる糖質ラップ製造法の開発とその利用

14:40～14:50　　　茨城県工業技術センター ： 茨城県工業技術センターの米菓製造技術研究成果

14:50～15:00　　　茨城県工業技術センター ： 茨城県産「福来みかん」を使った加工食品開発の取組みについて

15:00～15:10　　　木内酒造合資会社： ビール製造の副産物を利用したリキュール

11:00～11:10　　　（社）食品需給研究センター ：食料産業クラスター促進技術対策事業のご紹介

11:10～11:20　　　（独）農研機構　生物系特定産業技術研究支援センター ：

　　　　　　　　　　　　　　生研センターが提供している競争的資金制度等の紹介

11:20～11:30　　　（社）日本食品科学工学会：地域食品産業の技術開発力向上支援事業のご紹介

11:30～11:40　　　栃木県食料産業クラスター協議会：国産小麦（タマイズミ）の中華麺《珠泉拉麺》等の開発

11:40～11:50　　　長野県食料産業クラスター協議会：

　　　　　　　　　　　　　　信州産プルーンを使用し、果皮の色や風味を生かした高品質果実エキスの開発

11:50～12:00　　　静岡県食料産業クラスター協議会：低カフェイン粉末茶及び加工食品等の開発 　　　　　　　

ショートプレゼンテーションのプログラム           
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3 連携によるフェア開催の意義 

食品総合研究所、（社）食品需給研究センター、関東

農政局に加え、フード・フォラム・つくばや茨城県の加

工食品事業者が連携して、「フード・テクノフェア in つ

くば」を開催して今回で 2 回目であったが、昨年同様、

食品の研究から製造・加工に携わる関係者が一同に会す

るイベントとなることができたと思う。

出展者の方に出展の目的や出展の成果などについて

のアンケートを実施した。その結果、出展目的としては、

「情報の発信、広報･PR」をあげた出展者が最多で、そ

れに次いで「他出展者との相互交流」を目的とされてい

る出展者が多かった。このことは、関係者が一同に会す

ることにより、独立行政法人や地方公設試験研究機関、

大学などの技術シーズと、食品製造業者のニーズが出会

う場を提供するという「フード・テクノフェア in つく

ば」の目的が、出展者の目的と合致していることを示し

ているものと思われる。また、出展者の 9 割以上の方が、

出展して有益だったと感じておられ、その理由として、

①情報を発信できた、②意見やニーズを収集・把握でき

た、③多くの人と会えた、といった点をあげておられる。

さらに、新規の取引ができた、共同で製品を開発するこ

とになった、共同研究をすることになったといったよう

に、この「フード・テクノフェア in つくば 2008」を契

機に新たな関係を築きつつある方もおられた。この結果

から、所期の出展目的を果たされた出展者が多かったこ

とが読みとれると思う。ご回答をお寄せいただいた出展

者全員が、来年度も出展したいと答えてくださったこと

からも、出展者にとって意義のあるイベントと感じてい

ただけたことが伺われた。

どのような点が有益であったか（２つまで回答可）

34%

5%

33%

14%

7%
7%

情報を発信できた 技術動向を収集できた

意見やニーズを収集・把握できた 多くの人と会えた

商談等のビジネスにつながった その他

本年度の「フード・テクノフェア in つくば」は、650
名弱の参加者を得ることができた。すでに食品総合研究

所では、来年度の研究成果展示会を 11 月 6 日（金）につ

くば国際会議場で開催することを告知している。本年度

の成果を生かし、主催者がよりよい連携を構築すること

で、今年度以上に「フード・テクノフェア in つくば

2009」が、シーズとニーズのマッチングの場としての役

割を高めることができるものと期待している。

（文：社団法人 食品需給研究センター 高瀬 久美子）

◇

◇

◇

出展の目的(複数回答可）

10%

7%

24%

55%

2%
2%

取引先の新規開拓 共同研究のパートナーを見つける

他出展者との相互交流 情報の発信、広報・PR

資金面の支援先をみつける その他

フェアへの出展は有益であったか

46%

46%

8% 0%

非常に有益だった まあまあ有益だった

どちらともいえない 有益ではなかった
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1.2. 各種講演会

展示場に隣接する事務所棟 2 階研修室にて、1 日目の

13：00～15：10 には、「米の新たな利用をめざして」を

テーマに、基調講演並びに事例報告２件が発表された。

基調講演は、「米の新たな利用をめざして－新しい魅

力と流通・利用技術」と題して、新潟大学大学院自然科

学研究科教授 大坪 研一氏により、世界と日本の食糧情

勢から、新品種、新しい食味評価、米の DNA 判別技術

や新技術についてなど、今後の米の可能性に向けて分か

りやすく説明された。

また、熊本製粉株式会社（以下、熊本製粉（株））研

究開発部 部長代理 松永 幸太郎氏による「米粉の二次加

工製品への応用」に向けた事例報告、熊本県立鹿本農業

高校食品工業科による「がんばる高校生！食料自給率の

向上をめざして～新たな米粉製品の開発と普及に関する

研究」の事例報告が行われ、研究開発した成果や具体的

な商品開発に至るまでの話がされた。熊本製粉（株）が

販売している米粉商品は、現在独自に販売展開している

ものの、各々の商品ができるにあたっての開発段階にお

いては、クラスターの開発事業を活用しており、そこで

の取組みが基盤となり、商品化に至ったそうだ。

2 日目の 13：00～14：40 には、「「食」「農」「技術」の

出会いから新たなビジネスへ」をテーマとし、2 つの講

演が行われた。一つ目の講演では、「健康オイルの開発に

関して」と題して、日清オイリオグループ株式会社 執行

役員・中央研究所長 青山敏明氏より、油の特性に関する

研究成果を中心に発表された。2 つ目の講演は、「桜島大

根を中心とした農商一体の取り組み」と題し、イオン株

式会社食品商品本部フードアルチザングループ マネー

ジャー 仲元 剛氏より、イオンのフード・アルチザン～

食の匠を中心に進めている地域と一体となっての販路拡

大の取組みなどが話された。

一方は研究開発、もう一方は小売業の視点から、両講

演とも切り口は全く異なる話ではあったが、共通してお

客様視点に立ち、研究開発や商品開発をしているという

スタンスが重なり、新たなビジネスへ向けての大切な視

点であることが話された。

1.3. ショートプレゼンテーション

2 日間に分けて、展示場内セミナールーム並びに事務

所棟研修室にて、出展機関による 13 課題のプレゼンテー

ションが行われた。各企業、研究機関の取組みや開発商

品の紹介がされ、研究開発や商品開発の PR の場、情報

交換の場として、有意義な時間となった。

2 連携によるフェア開催の意義 

前述の通り、本フェアは、今年で 5 回目となる「アグ

リビジネス創出フェア 2008 in 九州」との共同開催で行

われた。九州地域における食品分野のシーズとニーズの

マッチングの機会提供という意味においては、目標の共

有が可能であるということもあり、2 つのフェアを同時

に開催する運びとなった。

アグリビジネス創出フェアでは、川上において技術シ

ーズと製品開発ニーズのマッチングを図る展示、食料産

業クラスター促進技術フェアでは、アグリビジネスでの

成果を商品化していくという、より川下に近い部分での

展示が多く、会場全体として、生産から販売までの縮図

が見えるような構成となった。

アグリビジネスサイド、食料産業クラスターサイド、

双方の視点から知恵を出し合い、温かみのあるイベント

となったのではないだろうか。

【お問い合わせ】

＜フェア実行委員会事務局＞

九州バイオリサーチネット事務局

〒860-0842 熊本県熊本市南千反畑町 2-6
（株）日本政策金融公庫熊本支店 農林水産事業内 

 TEL/FAX 096-353-3651
（文：社団法人食品需給研究センター 松崎 朋子）

食料産業クラスター関係　出展ブース一覧 （ブース番号順） 　

1 宮崎県経済農業協同組合連合会 11 おおいた食料産業クラスター協議会

2 宮崎県ジェイエイ食品開発研究所 12 (株)八商

3 (株)宮崎農産 13 (株)ろのわ　／　喜多屋

4 部工加産農ータンセ術技業産県本熊合組同協業農向日

5 屋美丸)株(響)株(

6 大山食品(株) 15 福岡県食料産業クラスター協議会

7 ・学大園学村中)株(品食本道 産業医科大学

鹿児島県農業開発総合センター (株)大成物産

農産物加工研究指導センター 17 熊本県 あしきた農業協同組合

9 三州産業(株) 18 九州食料産業クラスター連絡協議会

10 （社）食品需給研究センター 19 イオンリテール(株)

宮崎県食料産業
クラスター協議会

鹿児島県
8

おおいた食料産業
クラスター協議会

熊本県

福岡県

16

14
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1 沖縄産学官イノベーションフォーラム 

2008 年 12 月 3 日（水）、沖縄産業支援センター（那覇

市小禄 1831-1）において、沖縄産学官イノベーションフ

ォーラムが開催された。本フォーラムは、2005 年から実

施されており、今年で 4 年目となるが、今まで年 2 回夏

と冬に行っていたイベントを、年 1 回初冬に行うことで、

より密度の濃いものとされた。

本フォーラムの目的は、コアとなる新しい技術の活用

のために、大学等で産み出される知的財産（シーズ）と、

企業の商品化・事業化（ニーズ）をつなぎ、地域の更な

るイノベーション創出に寄与することである。大学等に

よる技術シーズの発表、国や沖縄県が実施する各種施策

の説明会、さらに「農商工連携事業」に係る取組みのひ

とつとして、農林水産省が進める食料産業クラスター促

進技術フェア等を開催した。

なお、主催者は、沖縄産学官連携推進協議会1、沖縄ブ

ロック地域科学技術振興協議会2、財団法人沖縄県産業振

興公社、OKINAWA 型産業振興プロジェクト推進ネット

ワーク、沖縄食料産業クラスター協議会、社団法人食品

需給研究センターである。

1.1. 沖縄産学官イノベーションフォーラムの概要

本フォーラムは、沖縄産業支援センターの 1 階部分を

全面使用する形で行われた。

メイン会場となるホール A では、午前中に、開会式を

始めとし、株式会社リバネス 代表取締役 丸 幸弘氏によ

る「事業フィールドは、理科実験室から宇宙まで」と題

した基調講演や、経済産業省の技術戦略マップ、（株）沖

縄 TLO により地域イノベーション創出共同体形成事業、

沖縄県が行うマリンバイオ産業創出事業などの施策説明

が行われた。

また、午後からは開発成果の実用化に向けた知財活用

セミナーや、食料産業クラスター促進技術フェア、企業

研究開発成果発表会等が行われた（後述参照）。

ホール A の後部にあたるホール B においては、研究開

発成果のパネル展示が行われ、企業 28 社が集った。また、

１階入口部分の通路脇には、連携支援機関 11 機関による

1
国立大学法人琉球大学、内閣府沖縄総合事務局経済産業部、沖

縄県、社団法人沖縄工業連合会、株式会社沖縄TLO
2
沖縄ブロック所管関係府省（文部科学省科学技術・学術政策局

地域科学技術振興室長、総務省沖縄総合通信事務所次長）、内

閣府沖縄総合事務局（総務部長、農林水産部長、開発建設部長、

運輸部長及び経済産業部長）

＜沖縄産学官イノベーションフォーラムプログラム＞

沖縄産学官イノベーションフォーラム

～食料産業クラスター促進技術フェア 知財活用セミナーの開催～

＜午前の部＞ 

10:00～10:10 開会挨拶 

・国立大学法人 琉球大学 副学長 平 啓介氏 

・内閣府 沖縄総合事務局 経済産業部長 市原 健介氏

10:10～11:10 基調講演  

・（株）リバネス 代表取締役 丸 幸弘 氏 

11:10～12:00 施策説明 

・内閣府 沖縄総合事務局（経済産業省技術戦略マップ）

・(株) 沖縄TLO（地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出共同体形成事業） 

・沖縄県 （マリンバイオ産業創出事業） 

 

＜午後の部＞ 

13:00～13:45 開発成果の実用化に向けた知財活用セミナー  

・沖縄地域知的財産戦略本部 

・（社）食品需給研究センター 

  （西浦特許事務所 弁理士 西浦 嗣晴氏） 

13:45～14:50  食料産業クラスター促進技術フェア  

   ・沖縄食料産業クラスター協議会事務局長 座間味 亮氏

      「連携促進のための取り組みについて」 

・（株）沖縄バヤリース 取締役営業部長 我那覇 明氏 

      「沖縄産アカバナー（ハイビスカス）を活用した新商品

の開発について」 

・（社）食品需給研究センター 主任研究員 長谷川 潤一

      「食料産業クラスター ～地域活性化のための戦略

的ツール～ 」 

15:00～17:30  企業研究開発成果発表会（5 社）

13:00～17:30 研究開発成果パネル展示  

・研究開発成果コーナー （企業30社） 

・知的財産無料相談コーナー 

13:00～17:30 連携支援機関パネル展示（9機関）

13:00～14:00 沖縄県工業技術センター成果発表会  

14:00～17:30  技術シーズ説明会 

・沖縄職業能力開発大学校、琉球大学（7シーズ）

13:00～17:30 技術シーズパネル展示 

・大学等（40シーズ） 

14:30～17:30 技術相談ブース 

ホールＢ

展示場Ａ

展示場Ｂ

ホールＡ
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沖縄産学官イノベーションフォーラム2008 開会式

パネル展示が所狭しと並べられた。

展示場 A では、沖縄県工業技術センター成果発表会、

技術シーズ説明会が行われると共に、隣接する展示場 B
においては、大学等 41 の技術シーズパネル展示及び技術

相談ブースが設けられた。

2 食料産業クラスター促進技術フェア 

前述の通り、ホールＡにおいて、沖縄県食料産業クラ

スター協議会及び（社）食品需給研究センターが主催す

る食料産業クラスター促進技術フェアが開催された。沖

縄において、本フェアを行うのは、今年で 3 回目となる。

今年は、沖縄県食料産業クラスター協議会の事務局を運

営している平安 啓乃氏が司会を務め、3 機関からの発表

を進行した。

2.1. 食料産業クラスター事業を通じた商品開発

はじめに、沖縄食料産業クラスター協議会 副会長兼

事務局長 座間味 亮氏より、「連携促進のための取り組み

について ～安心・安全でよりよい食文化の構築を目指し

て～」と題して、沖縄県食料産業クラスター協議会の概

要、平成 20 年度の取組み、並びにクラスター事業により

商品化された商品について説明された。

ドラゴンフルーツともろみ酢による健康志向型食品

の開発として、有限会社黒麹屋が中心となり取組んだド

ラゴンフルーツカルシウムドレッシング、ドリンク、ゼ

リーを開発するまでの連携構造や開発趣旨が説明された。

（有）黒麹屋を中心に、カルシウムの多いドラゴンフル

ーツの茎の粉末と、カルシウムの吸収を補助するクエン

酸･アミノ酸の多いもろみ酢を利用し、製品のベースとな

る原料を開発し、そのベースをもとに、ドレッシング、

ドリンク、ゼリーの開発を行った。今までにないカルシ

ウム摂取を補助するための県産健康志向型食品の開発に

取り組んだそうだ。

また、沖縄県産ハイビスカスを用いたペットボトル飲

料・茶葉・濃縮エキスの開発として、株式会社沖縄バヤ

2.2. 

24

2007

2008 7
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2008 9

2.3. 

2008 11

IPDL

IPDL

901-0155
5-16-5 101B-203

TEL 098-858-2788  FAX 098-858-5288 
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決定した「よいちの恵み」のパッケージデザイン

出展：地域事例情報交流会の発表資料

（2）事例 2「手延麺『奥蝦夷白雪』（下川町）」

 2 つめの事例です。旭川から北に 2 時間ほど行ったと

ころにある林業の町だった下川町には地場産業として手

延麺があります、もともと外来小麦で生産しており 1 把

当たり 150 円で売っていましたが、ほどほど売れるけれ

ども儲けが出ず、後継者も来てくれないし、親族も残っ

てくれないという状況があり、何か良い方法はないかと

いう相談をいただきました。それならば地元素材にこだ

わろうということで、「道産小麦」と稚内の海から汲んだ

海水を蒸留して塩にしている「宗谷の塩」、「滝川産菜種

油」のすべて北海道産 100％の素材で作ろうという取組

みをしました。商品名も「奥蝦夷白雪」として商標登録

し、パッケージも新しくし、価格も１把 300 円で売るよ

うにしました。幸い反響が良く、販売も伸びています。

地元としては外来小麦から道産小麦にシフトしていきた

いということもあり、さらに下川町産の小麦を使った麺

も別ブランド名で売り出しております。こちらは 400 円

で売っています。このように道内にある素材を使って食

品開発をしている事例もあります。

4 これからの取組み 

1998 年度から 2007 年度末までに事業化製品の売上 39
億円を達成しまして、累計売上は約 154 億円まで上がっ

てきた状況です（累計事業化件数 113 件）。金額的に見れ

ばまだまだこれからという部分もあるのですが、いろい

ろな事例をつくり着実に進めてきているところです。

 現状認識としては、正直なところまだまだ産業集積に

は至っていません。まだ点の状態だというのが率直なと

ころです。そのなかで今後どうしていくかを 10 年間見直

していくと、10 年前は「食べる」、「住む」、「遊ぶ（観光）」

という分野の 3 つのドメインを決め、重点的に扱ってい

ていこうという方向を持ちつつ、企業からいただいた相

談は幅広く受け入れるという方針でずっとやってきまし

た。結果的には、食料品に限らず食品加工の機械や農業

機械、一次産業従事者そのものの関わりも含む食関連の

案件が全体の半分近くを占めている状況です。「やはり北

海道は食でいかないといけないな」ということで、昨年

度から食クラスター形成に向けてより重点的に進めてい

ます。

10 年間の反省としまして、ビジネス開発の最初の相談

段階で、「誰に何を売るか」、「市場があるのか」、「買う人

の動機があるのか」ということを検討してはいるのです

が、実際に進めていくと、実は「そんな市場はなかった」

とか「価格が全然折り合わない」ということがしばしば

あり、「モノができたが売れない、どうしましょう」と頭

を悩ますことがかなりの件数ありました。これは他の地

域でも一緒だと思いますが、最初の相談段階でいかに市

場性があるかを見極めることがまず大事だという認識を

持っています。その前段の部分での調査や検討を十分に

やっていこうとしているところです。
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出展：地域事例情報交流会の発表資料

【お問い合わせ】

財団法人北海道科学技術総合振興センター

（ノーステック財団）クラスター推進部

〒001-0021 北海道札幌市北区北 21 条西 12 丁目

（コラボほっかいどう内） 
TEL 011-708-6526 FAX 011-708-6529
URL http://www.noastec.jp

◇

◇

◇
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（2）シーズの発掘

「シーズの発掘（学の情報を集める）」。毎年、県内に

ある大学のシーズプレゼンテーションの共催や開催支援

をしています。やはり少なくとも県内の大学の先生が何

の研究をやっているかが分かる状況をつくらないといけ

ません。また、連携を図るうえで重要になるのは技術シ

ーズよりも先生の人柄です。さらに、先生が“できる”

と言うレベルは企業では全くできないレベルのものであ

ることが多いので、その見極めをどれだけできるか、と

いうことも大切になります。そういう意味でやはり何人

かのわがままの言える先生をつくっておくことです。直

接的な専門でなくても食品科学、食品製造学という観点

では、直接的なシーズにマッチしていなくても、話の分

かる先生のところに頼みに行くことが重要なのかなと思

っています。

（3）環境整備

また、個人的な取組みをしていてもなかなか成果とし

て出てこないので、「環境整備（産・学・官をつなぐ仕組

み作り）」をしなければいけません。研究会やセミナーの

開催をして、そこからいろいろなことが出てきます。

（4）情報収集・情報提供

「情報収集・情報提供（他機関との連携）」も NICO の

非常に大きな役割です。展示会やフォーラムなどに参加

し、「これ、おもしろいな」というものをいかに企業につ

ないでいけるか、が重要となります。

5 NICO（産業創造グループ）が主催する主な研究

会・シンポジウム 

NICO としては、いろいろな研究会やシンポジウムを

開催しています。私が担当しているのは、ブランドニイ

ガタ食品研究会です。その他、金型や DME（ジメチルエ

ーテル）、マグネシウム、医療・健康産業など、それぞれ

の背景を踏まえながら研究会やシンポジウムを主催して

います。

6 平成 20年度 NICO が管理支援する競争的資金 

平成20年度の現時点でNICOが管理支援している競争

的資金は 8 つです。農水省、文科省、経産省と省庁の垣

根はありません。テーマ名を見ていただいてわかるとお

り、テーマ毎の関連性はありません。それぞれ、技術シ

ーズ先行型もありますし、企業ニーズ先行型もあります。

そこにモノがあるのならチャレンジしていこうという精

神で動いています。

競争的資金の倍率は平均して 5 倍くらいということな

ので、7～8 つの課題の管理法人をしていることは、どれ

くらいの提案に関わっているかは想像がつくと思います。

平成 20年度 NICO が管理支援する競争的資金 

テーマ名 事業 事業期間

高圧処理を利用した東アジア産穀物の

機能性食品開発 

農水省 H.19～20

食の高付加価値化に資する技術基盤の

開発 

JST H.19～24

マグネシウム合金の次世代型製品開発 文科省 H.19～21

越後杉の炭素化物研磨剤による次世代

プリント基板研磨技術の開発 

経産省 H.19～20

大型角筒形状の高精度温間プレス成形

技術の開発 

経産省 H.19～21

全固体蓄電部品の開発 経産省 H.19～21

植物性乳酸菌を含有する機能性米の開発 経産省 H.20～21

3次元 CAEエンジニア育成プロジェクト 経産省 H.20 

出展：地域事例情報交流会の発表資料

7 ブランドニイガタ食品研究会の取組み 

まずは計画作りです。「ニーズ・シーズの把握」、「企

業訪問・大学との打合せ」を行いますが、これらの活動

もネットワークができるまでが大変です。

基本的にはシーズ先行型という考え方をしておりま

す。シーズプレゼンテーションをやりながら、そのシー

ズに関心のある企業をグルーピングしています。企業ニ

ーズは、同業他社がいる中ではなかなか出てきません。

分科会活動を通して、最終的な商品開発を目指すところ

では個々の企業と大学という関係になります。そこで、

私どもはそれを取りまとめてネットワークを形成したり、

コンソーシアムを形成したり、ビジネスモデルの提案を

したりします。

しかし、実際は、我々が知らないところで商品化され

ているというケースもあります。商品化の先が見えない

ようなケース、例えばこれから競争的資金を取っていこ

うというケースでは、我々が絡んでコンソーシアムの形

成、計画書の作成支援を行いますが、比較的商品化に近

い部分ではこっそり動き出すのが一般的な傾向のようで

す。

また、実は現在、ブランドニイガタ食品研究会は休眠

中という状態です。食品加工に関する県内の大学のシー

ズが一巡してしまったかなという感じです。産学連携に

一生懸命な先生もいるし、淡々と基礎研究をやりたい先

生もおられます。産学連携に関心がある先生という観点

ではネタが尽きてきて、次の展開を考えていかなければ

ならない状況になっています。
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ニーズ・シーズの把握

企業訪問・大学との打
合せ

計画期間

ネットワーク形成

コンソーシアム形成

ビジネスモデルの提案

取りまとめ期間

シーズプレゼンテー
ション

グルーピング

研究会スタート

機能性食品

高齢者食品

抗アレルギー食品

　　・・・

分科会等個別活動

ブランドニイガタ食品研究会の取組み

出展：地域事例情報交流会の発表資料

7.1. ブランドニイガタ食品研究会での取組み成果 1 
「甘酒ぷりん」

技術シーズのきっかけとしては、新潟大学歯学部の摂

食嚥下の先生から始まりました。その情報を受けて、「は

っぴーと」という会社が、嚥下困難者が昔の甘酒のイメ

ージで食べられるという「甘酒ぷりん」を作りました。

爆発的ではありませんが、ニッチなところでは売れてい

るそうです。

7.2. ブランドニイガタ食品研究会での取組み成果 2 
「食の支援ステーション」

企業からの働きかけで、新潟大学医歯学総合病院の中

に「食の支援ステーション」を立ち上げました。摂食嚥

下は認知症から機能障害までいろいろあるので、本当に

この商品がこの患者・障害に適しているのか分かったよ

うで分からないことからこの取組みが始まりました。企

業がお金を出して大学病院の一室を借り、外来に来てい

ただいた患者さんやその家族向けに、専門スタッフの指

導・見守りのもと、商品の試食や試用ができるという活

動をしています。

7.3. ブランドニイガタ食品研究会での取組み成果 3 
「かまどご飯釜」

食品ではありませんが、ブランドニイガタ食品研究会

をきっかけとした事例です。前新潟県農業総合研究所食

品研究センター長からのお米についてのプレゼンから、

そのノウハウや技術を生かして、テーブルウェアの会社

がおいしいご飯を炊けるお釜を商品化しました。この連

携は、私も最初は知りませんでした。確かに、このお釜

で炊いたご飯は非常においしいです。今はホームページ

上だけの販売ですが、2 万円ちょっとくらいで売ってお

ります。

8 新潟の産業構造と今後の方向性 

新潟県では食品産業がそれなりの位置づけを持って

います。製造品目別出荷額では、一般機械器具の 14％に

次ぐシェアを食料品が持っています（13％）。食料品のな

かでは、米菓、切餅、清酒が主要産業になっています。

農水産生産額でみても米が 6 割を占めており、新潟と言

えばやっぱりお米だということになります。米菓や切餅

がこれだけ占めているのは、米菓屋さんやお餅屋さんが

本当にいっぱいあるからで、産業クラスターといえるの

かもしれません。

実はこれを引っ張ってきたのは、新潟県の食品研究セ

ンターです。手作りの米菓屋さんにおいて、量産化する

にはどういうふうに考えるのかを徹底的に指導したのが、

食品研究センターでした。この結果、手作りの米菓屋さ

んから量産型の米菓屋さんが生まれました。餅も同じで、

もともと地域で注文されてから作る賃餅（ちんもち）が

主体だったのが、衛生的に餅を製品化して全国に販売し

ていくことを啓蒙したのが食品研究センターでした。

やはり産業形成をしていくには「核となる人」、それ

から「１つの方向性を見据えて動く人」がいないと難し

いと考えています。今後も新潟県では米を中心とした産

業クラスター、COE の構築を進めていけたらなと思って

おります。

【お問い合わせ】

財団法人にいがた産業創造機構 産学連携チーム

〒950-0078 新潟県新潟市中央区万代島 5 番１号

万代島ビル 9～10F
TEL 025-246-0068 FAX 025-246-0030
URL http://www.nico.or.jp
E-mail info@nico.or.jp

◇

◇

◇
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1 三河市場形成型アグリテクノクラスター推進事業 

愛知県東三河は愛知県の 1/3 の面積占めていますが、

人口は 75 万人で愛知県（700 万人）の 1 割強です。

株式会社サイエンス・クリエイトは産学連携支援機関

で、ちょうど 20 年くらいの歴史を持っています。地域に

は、豊橋技術科学大学があり、特に高専の出身者が全国

から集まって大学を形成しています。豊橋技術科学大学

の技術シーズを利用して、産業支援をしようというのが

もともとの起こりです。サイエンス・クリエイトは、も

う法律はありませんが当時の通産省の民活法第 1 号でつ

くった会社です。株主は、愛知県と豊橋市と日本政策投

資銀行の 3 者で 35％、あと 65％が民間です。

まずサイエンス・クリエイトが食農産業クラスターに

どう関わってきたのか、ということから話をスタートし

ます。地域には商工会議所が 3 つありますが、1 番大き

いのは豊橋で 6,000 の会員がいます。クラスター事業を

始めるにあたり、まだこのときはクラスターという言葉

を使っていませんが、どういう事業展開をしていったら

よいのかを目標として、アグリテクノ企業、アグリフー

ド企業をとにかく 100 社つくっていきたい。売上は 2,000
億円、雇用は 5,000 人を雇用していきたい。東三河地域

の農業産出額は当時 1,600 億円で愛知県の半分くらいを

東三河で生産しておりますが、それを 1,800 億円にした

い。それから安心・安全な農産物の生産拠点をここに確

立し、研究開発投資として 2005年から 2010年までに 100
億円くらいをかけて投資していきましょう、ということ

を目標としました。当時すでに豊橋技術科学大学ととも

に、文科省から都市エリア産学官連携促進事業（発展型）

をとって、2008 年 3 月まで 6 年間やりました。約 10 億

のお金が投入されています。その一部が農業の開発にも

回っています。こういうお金をいろいろなところから確

保して開発しています。そのためにも地域の事業者さん

がんばってください、ということで豊橋市の商工会議所

の役員会で報告しました。この数字は目安としてご理解

いただければ幸いです。

2 三河クラスター形成の基礎的条件 

豊橋市の隣にある田原市は、農業産出額では 779 億円

で全国トップです。次いで 2 位は新潟市 695 億円、3 位

は宮崎県都城市 679億円、4位は茨城県鉾田市 533億円、

5 位は静岡県浜松市 524 億円、そして 6 位は豊橋市 495

億円です。いろいろな市町村が合併してこのような数字

になっていますが、2年前の合併前は豊橋市が約40年間、

市ではトップを走っていました。豊橋市と田原市は野菜

や花で全国展開をしており、東京や大阪のマーケットに

はかなりたくさん出しています。これらが三河クラスタ

ー形成の基礎的条件になっています。

（株）サイエンス・クリエイト 中野 和久氏

三河市場形成型アグリテクノクラスター推進事業

2005 年から 2010 年を目指した目標 

◆ アグリテクノ企業・アグリフード企業    100 社創出

売上高 2,000億円

雇用創出 5,000人

◆ 東三河地域農業産出額   1,800 億円（現在 1,600 億円）

◆ 安心・安全な農産物生産拠点の確立 

◆ 研究開発投資額（産学官連携）        100億円

出展：地域事例情報交流会の発表資料

3 クラスター形成のための企業群 

クラスター形成を図る際、豊橋にある企業を調べまし

た。食料品製造業は全国的に大きな企業の本社はないの

ですが、全国にあるいくつかの工場の 1 つという形で、

カゴメ（株）さん、コーミ（株）さん、井村屋製菓（株）

さんは豊橋に工場を持っているので、そういう工場がど

のようなことをやっているのかをクラスター形成を図る

ために調べました。それから地元の小売業者にはどんな

ものがあるのか、また農業関係では JA 豊橋、JA ひまわ

食農産業クラスター推進事業の展開～三河市場形成型アグリテクノクラスター推進事業～

食農産業クラスター推進協議会（株式会社サイエンス・クリエイト）

中野 和久氏
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できないかということで、地元の車産業のロボット技術

を用いた映像を使った選別機の 1 号機を開発している最

中です。秋には出来る予定でそれを使うとかなり作業が

改善されるだろうといわれております。それから「光技

術活用施設園芸」では、浜松との連携で地元豊橋の高級

な花、たとえば胡蝶蘭を育てる際の種苗の段階で光を使

ってうまくできないかということをやっております。新

商品開発事業では、輸出している次郎柿を缶詰にして輸

出用商品ができないかと取り組んでいる企業があります。

この 1 年かけて、食料産業クラスター体制強化事業（農

水省）や研究成果実用化促進事業（農水省）、地域力連携

拠点事業（中小企業庁）、県境地域連携事業（愛知県）、

新事業創出等事業（豊橋市）、豊橋田原広域農業推進事業

（豊橋・田原）、それぞれ申請を出して委託や補助を受け

ています。トータルで 1 億円くらいになりますが、それ

で事業を推進していきます。

7 最後に 

豊橋には、会議所会員企業数 6,000 社のうち、従業員

100 人以上の規模の企業は 100 社ありません。ほとんど

が 20 人とか 10 人とかで、そんな企業がたくさんあるわ

けですが、やはり非常に保守性が強く、地域からなかな

か外へ出て行かず、地域で完結しています。地域で完結

していて食べていけるのなら構わないと思うのですが、

ただ、今まで通りやっていくのは難しくなっています。

クラスター事業そのものを進めるのも目的ですが、愛知

県や豊橋市が言っているのはクラスター事業で新しいも

のに取り組んで中小企業をどう活性化させるか、それに

力点があるわけです。仕組みを作りながら、そこに参加

していく企業については支援していき、新しい展開が出

てきたらよいのではないかということです。ドラッカー

の言葉を引用しますと「イノベーションとは昨日の世界

と縁を切り明日を創造すること」。地元が小さすぎるゆえ

にそう言わざるを得ないというのが現状でして、クラス

ター事業そのものをそのようにまとめ上げていきます。

【お問い合わせ】

食農産業クラスター推進協議会事務局

（株式会社サイエンス・クリエイト内）

〒441-8113 愛知県豊橋市西幸町字浜池 333-9
豊橋サイエンスコア

TEL 0532-44-1111 FAX 0532-44-1122
E-mail cluster@tsc.co.jp

 URL http://www.tsc.co.jp/cluster/

◇

◇

◇
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産者と加工業者のコラボレーションからできた商品です。

「美作（みまさか）おめかし」は、酒蔵が、生産農家

が愛情込めて作った果樹をおめかしして世に送り出すと

いう形で商品開発している果樹リキュールのシリーズで

す。このあたりはパッケージデザインの勉強の成果が大

いに出ていると思います。

このような商品をいろいろなプロジェクト体制をも

って開発を進めております。とくに胚芽米は、新品種と

して開発された「はいいぶき」を昨年作付しまして、商

品開発にも取組み、何とか製品化に結び付けようとして

います。まだまだ製品化には至っておりませんが、黒豆

や胚芽米等をテーマにプロジェクトを進めているところ

です。

津山らーめん（上）

桜さば寿司

美作おめかし

つやま夢みのり開発商品

出展：地域事例情報交流会の発表資料

5 「つやま夢みのり」運用ルール 

まず、スローガンとして「楽しく！やさしく！ほっと

する！」を掲げております。「楽しく」は、豊かな発想で

楽しいもの作りということで、会に参加している人が、

同じ方向に向かっているなかで否定的な意見が出ると発

言が少なくなってしまうので、そのあたりをもっと楽し

く、まずは肯定をしてということでこのようなスローガ

ンにしました。「やさしく」は、仲間に優しく・素材にや

さしくということです。小さい企業の取組みのため、大

企業のように大量にものを作ることができません。自分

たちのできる体力、範囲のなかで、それも安易に添加物

等を使うのではなくて素材本来の味を活かす商品開発を

し、できるものだけを作っていきましょうという意味で、

それを「素材にやさしく」とうたっております。最終的

に安全・安心で消費者の方にほっとしていただくもの作

りをやっていきましょう、ということで、「楽しく！やさ

しく！ほっとする！」というスローガンで活動しており

ます。

そのスローガンを受けて、商品開発ポリシーとしては、

・素材本来の良さを活かし、美味しさにこだわります

・私たちが自信を持っておすすめします

の 2 つとなっています。

それから、我々独自の認証審査制度を設けております。

以前はグループの関係者のみで認証するか、しないかと

いう簡単な審査をしていたのですが、それでは消費者に

対して自信が持てないということで、ちょうど 3 年目に

なりますが、外部の専門家（マーケティング、ブランデ

ィング、バイヤー等）7 名の方々を審査員とし、審査項

目を 11 項目作り、「外部審査制度」を導入しました。新

規で開発された商品のみならず、既存の商品に関しては

認証期間 2 年とし更新制度を設け、お客様からいただい

た声を商品に反映させ、販売実績に基づき商品ブラッシ

ュアップをしていく制度としております。

2007 年度は 3 つの商品、「プレノアール黒鶏とりどり

セット（燻製・ローストチキン・味噌漬け）」、「だんだん

畑のゆず香さん（柚子リキュール）」、「いんぷらす健康茶 

（三効茶、国産杜仲茶の健康茶セット）」が認証商品とし

て誕生しております。

6 イベント出展による各種 PR 

ものをつくるのに 100％の力をかけて、売るところに

マンパワーを残せていないということがローカルな企業

によくある事例かと思います。そこで我々は販路開拓の

お手伝いをさせていただき、補助金を利用して展示会へ

の出展をしています。展示会では我々の作った商品を評

価していただこうということで、消費者ニーズが我々の

考えたニーズと合っているのかを調査し、販路開拓につ

なげます。

東京ビッグサイトで行われる展示会にも出展してい

ます。最初は 2006 年 2 月の「東京ギフトショー」に 6
社が出展したところから始まり、昨年は「こだわり食品

フェア」など、展示会には継続して出展しています。そ

のなかで「グルメ＆ダイニングスタイルショー」では、

フード部門で「桜さば寿司」が大賞受賞、キッチン＆ダ

イニング部門で「踊る！たこ焼き器」が大賞受賞、ビバ

レッジ部門で「山の芋焼酎おしゃれボトル」が審査員特

別賞受賞の 3 部門同時に我々の出した商品が入賞し、

我々も驚きました。「踊る！たこ焼き器」は最初の型だけ

整えていただければ、あとは自動的にたこ焼きが出来上

がるというもので、先月くらいには「トレたま」（テレビ

番組）で紹介され、「踊る！たこ焼き器」は今熱い商品で

す。もともとは開発メーカーが山芋入りのたこ焼き粉を

販売促進するためのアイテムとしてつくったという経緯

のものです。少しずつ我々の商品もご評価いただくよう

になりました。岡山県が進めております「六次化商品レ

ベルアップ評価会」でも、晴れの国逸品賞をいただくと

いう実績も出ています。
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7 つやま夢みのりサポーター制度の活用 

我々の商品をいかに広めていくかを考え、つくったの

が「つやま夢みのりサポーター制度」です。まず地域の

方に知っていただいて、その地域の方々から全国に口コ

ミで発信していただくということを考えてつくった制度

で、ちょうど 2 年が経ちました。現在 270 名程度の登録

があります。昨年度の実績ではアンケート調査にご協力

いただいたり、料理研究家を招いたイベントを開催して

100 名くらいのサポーターの方にお集まりいただき試食

会をしたり、試食会の前には我々の開発メーカーが商品

開発のプレゼンテーションをしたりしています。知って、

味わって、そして広げていただくことを目的に「つやま

夢みのりサポーター制度」を運営しています。ちなみに

サポーターの内訳は津山市で 65％、岡山県内で見ますと

90％、あと 10％が他府県からのご登録をいただいている

状況です。現在は主にネットでの募集という形をとって

います。

8 つやま夢みのりギフトセットの開発 

我々が開発した商品は多岐にわたり総花的なところ

があるのですが、ネット販売のお客様から「1 社 1 社の

商品を買うのは大変だからまとめて買えないのか」とい

う意見をいただくようになりました。そこで昨年のお歳

暮時期をターゲットに我々の開発商品を「つやま夢みの

りギフトセット」という形でまとめて販売しました。あ

まり我々も PR できていないのですが、初回の販売実績

では 200 セットを販売しました。1 ヶ月間の申込受付期

間をもち、一括発送日にメーカーが商品を持ち寄って皆

で箱詰めをしたというイベント的なギフトセットの販売

でした。カタログはパッケージデザインの先生に依頼し

て作りました。このように商品を開発するだけの連携で

はなくて、販売する部分でも企業同士が連携するという

実績もあります。

つやま夢みのりギフトセットのカタログ

出展：地域事例情報交流会の発表資料

9 その他のマーケティング支援 

マーケティング支援として我々が商品の紹介に出向

き、実際に味わっていただき、そのメーカーとバイヤー

さんをマッチングする機会を設ける営業を飛び込みでか

ける場合もあります。

また、いろいろなところで我々の活動を PR していこ

うと、チャンスがあれば我々の商品を置かせてもらおう

と様々なアプローチをしています。

全国の書店で発売される 2008 年版の「るるぶ」にも、

「つやま夢みのり」を津山発こだわりグルメブランドと

して掲載していただき、PR に大きく貢献してくれている

のではないかと思います。

10 今年度の取組み 

これまでの実績は、現在 26 のつやま夢みのり認証商

品で 7,400 万円程の売上です。認証商品以外の我々が開

発に関与した商品ということになると約 2 億 5,000 万円

になります。

今年の取組みとしては、「農商工連携」、「広域連携」、

「地域資源活用」、「マーケットイン」をキーワードにプ

ロジェクト体制を強化し、集中的に実施します。最初か

らものを作ってどこかに売りに行くようなプロジェクト

ではなく、本当にこれを作ったら売れるのか、誰に売る

のか、どれくらいの市場があるのかを時間をかけて調べ、

本当に売れるのではないかとなったときに試作を始めて、

ものを作りましょうという積極的なプロジェクトを進め

ていきます。その結果、ニーズにマッチした商品ができ

たり、安全・安心であったり、高付加価値、適正価格の

商品開発、そして購入における利便性を考えた商品にな

ると思っています。そして最終的にお客様の満足度を向

上させて、リピーターを確保していきたいと考えており

ます。

【お問い合わせ】

つやま新産業創出機構

〒708-0004 岡山県津山市山北 663
津山市役所東庁舎 1F
TEL 0868-24-0740 FAX 0868-24-0881
E-mail info@t-shinsan.com
URL http://www.t-shinsan.com（つやま新産業創出機構）

  http://www.yumeminori.com（つやま夢みのり WEB）
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1 紫サツマイモと製品開発の経緯 

紫サツマイモの開発と加工品への展開についてお話

させていただきます。私が最初これを準備したときは、

紫サツマイモの成功例だけをお話しようと思ったのです

が、今日皆さんと雑談しているうちに失敗例も話した方

が良いのではないかと思いましたので、失敗事例も少し

紹介させていただきたいと思います。

私どもは、「品種開発」、「特性解明」、「製品開発」の 3
つがうまくいって、はじめて製品開発ができたと思って

おります。「品種開発」は、九州沖縄農業研究センターで

やります。「特性解明」には、紫芋自身の栽培特性、色素

特性、セールスポイントとしての機能性などがあります。

ここは大学や他の公設試験研究機関とも協力しながら行

います。これらの情報を企業にお渡しして「製品開発」

をします。そうすると、製品開発がうまくいっている間

はよいのですが、うまくいかないとクレームが私たちの

方に来るわけです。「紫芋を使ってもうまく作れない」と

かいろいろなクレームがきますが、私たちは対応してき

ました。紫サツマイモを開発した山川前所長（九州沖縄

農業研究センター）に「自分たちの成果を企業に渡した

後でも、ちゃんと軌道に乗るまでは面倒を見ろ」と言わ

れていたからです。

2 紫サツマイモの品種開発 

紫サツマイモは天然着色料の原料として開発されま

した。赤色の着色料としては他に合成着色料があるので

すが、健康志向から敬遠されるようになりました。これ

までにも天然の着色料は紫キャベツ、ブドウ果皮、カイ

ガラ虫（コチニール色素）由来がありましたが、安定供

給や特性で問題がありました。コチニール色素はカイガ

ラ虫が原料であることから敬遠され、ブドウを絞ったあ

との果皮から採れる色素は光安定性に劣ります。紫キャ

ベツ色素は光安定性に優れているのですが、キャベツ特

有のにおいがあります。そこでこれらに代わる着色料と

して紫サツマイモ色素を開発しようということになりま

した。

サツマイモにはいろいろな品種があるのですが、色素

原料用として開発された紫サツマイモは「アヤムラサキ」

という品種です。宮崎県の都城研究拠点（九州沖縄農業

研究センター）で「山川紫」という品種を親として様々

な品種と交配し、最終的にアヤムラサキという品種を作

りました。山川紫も、紫色の色素を含んでおりますが色

素含量はそんなに多くありません。山川紫の 4 倍以上の

色素を含んでいるのがアヤムラサキです。

もう一つうまくいかなかった例というのがありまし

て、それは「ジェイレッド」という可食部分がオレンジ

色の芋があります。これはニンジンよりもβ‐カロテン

を多く含んでおり、少し水っぽい性質でジュース用とし

て開発された品種です。

九州沖縄農業研究センター 吉元 誠氏

ジョイホワイト（焼酎原料用）

 【H6登録】 

ベニオトメ（食用） 

【H2登録】 

ジェイレッド（ジュース用）

【H9登録】 

アヤムラサキ（色素原料用）

【H7登録】 

色鮮やかなサツマイモの品種

（九州沖縄農業研究センターで品種開発したもの）

出展：地域事例情報交流会の発表資料

紫サツマイモの開発と加工品への展開

独立行政法人九州沖縄農業研究センター 吉元 誠氏
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はコーヒーをよく飲むそうで、1 日 3 杯以上飲む人は糖

尿病になりにくいという疫学的な調査が行われています。

コーヒーをよく飲む人が糖尿病になりにくいことはフィ

ンランドのほかスウェーデン、デンマーク、スイスで疫

学的に証明されています。ポリフェノール類にはいろい

ろあるのですが、最も多いのがフェノール酸でコーヒー

に由来します。プロアントシアニジンは野菜やベリー類、

ワインに含まれます。食材別のポリフェノール類の摂取

状況ですが、フィンランドでは 1 番多いのはコーヒーで

す。

スペインで開かれた国際ポリフェノール学会に出席

したのですが、これからのポリフェノール類の供給源は

コーヒー、次いでお茶、チョコレートになるだろうと報

告されていました。

9 紫サツマイモの将来性 

今では紫サツマイモの加工品はいろいろなものがあ

ります。当然、お菓子類、ジュース類、麺類などがあり

ますが、お酒もいろいろあります。

紫サツマイモの将来性を考える上では、アントシアニ

ン高濃度の品種の開発が必要です。アヤムラサキ以上の

アントシアニン高含量品種として、「アケムラサキ」が開

発されています。

また、紫サツマイモの色素は他の紫色素に比べては光

安定性に優れています。さらに、天候に左右される地上

部の作物であるブドウや紫キャベツに比べ、芋は安定供

給できます。芋ですからカスケード利用もできます。

10 企業からのクレームの例 

先ほど企業からクレームがくるという話をしました

が、どういうクレームがきて、それに対してどういう対

処をしたかを紹介します。

1 番多かったのは菌数の問題です。雑菌が入っている

と食品工場では工場に持ち込めないので、何とかしてく

れないかというものがありまして、それはメーカーとや

り取りし解決しました。

他には、紫芋の粉を使ってお菓子を作る場合に、色が

出ないという問題です。よくケーキなどを作る場合に卵

を加えるのですが、卵の白身はｐH11 もあるのでｐH が

高くなるとアントシアニン色素は青い色になってしまい、

ケーキが緑色になって赤色が出ません。それについては

助言をして解決した記憶があります。

機能性の問題では、ある１つ機能性を証明しても他の

製品でも同様な機能性が報告されると、他に別の機能性

はないのかと要求されます。これからも様々な機能性が

発見されてくるので、機能性の研究は終わりがないと考

えています。

それともう 1 つ、先ほども言いましたように、より色

素の濃い品種はないかという要望は常にあります。

【お問い合わせ】

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

九州沖縄農業研究センター 機能性利用研究チーム

〒861-1192 熊本県合志市須屋 2421
TEL 096-242-1150 FAX 096-249-1102
URL http://konarc.naro.affrc.go.jp/team/Crop_Functionality/

◇

◇

◇
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たいにくいという問題があると思います。現在我々はメ

ーカー、素材提供者は地元で、ただし設備メーカーはよ

その地域からも参入してもらうという連携を、積極的に

進める方向で動いています。

（サイエンス・クリエイト 中野 和久氏）

豊橋の場合は、クラスター事業を始める 1 年前に市の

産業振興計画の 5 年見直しのなかで検討をしました。市

のなかに事務局をつくると縛りがかかってしまいますか

ら、最終的に第三セクターのサイエンス・クリエイトが

事務局を引き受けるということで始めました。中心は豊

橋と豊橋周辺の地域ですが、静岡県浜松市の企業も含め

て柔軟にスタートさせております。それを想定して浜松

の商工会議所のなかに農工連携研究会をつくり、50 社の

会員企業と 3 年間連携をとってきましたのでスムーズに

形成できました。

（九州沖縄農業研究センター 吉元 誠氏）

紫サツマイモは南九州で生産されていますけれども、

製品は日本全国で販売されています。着色料としては世

界的なものだろうと思っております。

競争的資金については、大きな企業の場合「競争的資

金のグループに入ってしまうと自分たちのやっているこ

とを相手に話さなければいけないから、もう競争的資金

はいらない」と言います。むしろ企業から「資金を出す

のでこういう品種を作ってください」という要望があり

ますが、我々は国の研究機関ですから簡単に受け入れら

れないこともあります。

（コーディネーター 長谷川 潤一）

産学連携や技術を中心に考えていくとエリア意識は

あまりなく、ただ中核機関の素性から地域としての限定

がかかっていくということでした。

原料は地域で生産されているものですからエリアを

見なければならないけれども、開発して展開していくこ

とを考えたときには、まずは地域、その次にはオールジ

ャパン、そして海外かもしれません。

競争的資金に産学官連携でトライする場合は、企業の

大きさや研究開発に対する力量がかなりポイントになっ

てくるということでした。

中小企業との関わり方と事業化のポイントについて

＜質問＞（WG 委員 佐伯 秀郎氏）

中小企業との関わり方で、とくに中小企業は大企業と

違ってあまり資金もないので、皆さんに期待するところ

が大きいと思うのですがいかがでしょうか。

また、食料産業クラスターのために新しく事業を形成

する組織ができているのでしょうか。

私はたつの市で紫黒米クラスターをやっており製品

をつくっています。16 品目近くを地元の方々が作っては

いるけれどもなかなか事業化できませんし、皆で集まっ

て新しい事業を造る方向性も見いだせません。そういう

なかでどういう方法があるのか、体験されていることが

あればお聞かせ願いたい。

WG 委員 佐伯 秀郎氏 

 

＜回答＞

（九州沖縄農業研究センター 吉元 誠氏）

似たような製品がいっぱいあるなかで、重要なのはど

う差別化していくかです。いろいろ相談に来られますが、

たいてい今までにある製品の材料を変える場合が多く、

全く新規のものはないと思います。そのときにどういう

セールスポイントをアピールしていくかが重要だと私は

思っています。中小企業の方の場合は、それが不足して

いて及ばないのかなと実感しています。だから私たちは、

似たようなものがあるなかでどう差別化していくかを投

げかけ、一緒に考えてやっていきます。

（サイエンス・クリエイト 中野 和久氏）

私どもが 1 年かけてやってきた大葉クラスターでは、

新しい商品を開発してみたい企業を 10 社選んで、新商品

開発に取組み、自分たちなりのクラスターを形成させま

した。関わった企業の力量は様々ですが、マーケットの

担当者としてクラスターマネージャーを 1 人必ずくっつ

けて見極めながら進めています。

（つやま新産業創造機構 近藤 浩幸氏）

我々がサポートする企業は、事業規模が小さいところ

が多くて受け身的な考えが強くあります。それに区切り

をつけるため現在はプロジェクトをいろいろ進めており

ます。まずプロジェクトリーダーは企業の方になってい

ただいています。事務的なところは私どもがやりますが、

進め方については必ずご意見をいただき、目標・ビジョ

ンを話し合うために、時間はかかるのですが足を運んで
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オブザーバー 勝野 美江氏

＜回答＞

（ノーステック財団 工藤 保広氏）

商標登録については、先ほど紹介した下川の手延麺で

はやっています。また、開発にあたってビジネス検討段

階で関係特許、類似特許は調べ上げていますので、抵触

する部分があったり、逆に特許を出せる部分があったり

すればケースバイケースで対応しています。

（九州沖縄農業研究センター 吉元 誠氏）

企業の方と共同研究という形でやる場合、企業のこれ

からの製品開発を守る上でも特許を取得することは必要

だろうと考えています。日本で開発された品種が、原料

またはその加工品として外国から日本に入ってくるのは

問題がありますから、なるべく特許は押さえておくこと

を原則としています。

（つやま新産業創造機構 近藤 浩幸氏）

特許を取られてしまっていて困った経験があります。

しいたけの成分のなかに酸化防止成分があるということ

で、しいたけの成分を抽出して製品を開発していこうと

なったときに、某企業さんが特許を押さえていらっしゃ

ったということがあり、そこで開発の芽は立ち止まって

しまった経緯がありました。そういう苦い経験もしてい

ます。

（コーディネーター 長谷川 潤一）

技術基盤として考えたとき特許は使えるものですが、

商品を開発して商品になったときには特許云々ではあり

ません。ライフサイクルが短いですから、せいぜい取っ

て商標、意匠のレベルです。そこの戦略を整理して考え

なければいけないのが産業財産権のあり方だと思います。

特に食料分野においてはまだ始まったばかりの段階です

ので、これについては議論を重ねて方向性を見つけてい

くべきなのかなと思います。

意見交換したいことは山ほどありますので、できる限

り次回かまたどこかの機会で考えていきたいと思います。

1 時間の短い時間ではありましたが、ありがとうござい

ました。発表いただいた皆さんにつきましては貴重な情

報をご提供いただきましてありがとうございました。本

日はどうもありがとうございました。

（取りまとめ：社団法人食品需給研究センター

深澤 友香）

◇

◇

◇
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